
神 戸 製 鋼 技 報

Vol. 74, No. 2  / Nov. ２０25　通巻253号

特集：建築・土木を支えるKOBELCOの材料およびソリューション  �

	 1

ページ

	（巻頭言）	「建築・土木を支えるKOBELCOの材料およびソリューション」特集の発刊にあたって
	 		 	 	 宮岡伸司

	 3 	 （解説）	 建築・土木を支えるKOBELCOの材料およびソリューション	 高田武之

	11	（技術資料）	大入熱溶接対応建築構造用780 N/mm2級鋼の開発
	 		 	 	 宮田亮太・山口徹雄・田畑晃人・山本貴大・栗山良平

	16	（技術資料）	大入熱溶接対応建築構造用TMCP鋼板	 森下史弥・川野晴弥

	20	（技術資料）	建築構造用高性能490 N/mm2級および550 N/mm2級冷間プレス成形角形鋼管
	 		 	 	 山口徹雄・伊藤冬樹・岡野重雄・高橋弘志

	27	（技術資料）	橋梁用高降伏点圧延鋼材　SBHSシリーズ	 久保田毅

	32	 （論文）	 高湿潤環境対応型塗膜下耐食鋼板 エコビュー プラスTM

	 		 	 	 松林拓人・高橋佑輔・湯瀬文雄・松下政弘・田畑晃人・山口徹雄

	38	 （論文）	 疲労抑制鋼板EX-FacterTMによる鋼床版デッキプレート・Uリブ溶接継手の疲労耐久性向上	
	 		 	 	 伊藤孝矩・髙嶋康人・杵渕雅男・松下政弘・田畑晃人・山口徹雄

	44	 （解説）	 KOBELCOグループの建築鉄骨向け溶接技術	 鈴木励一

	51	 （解説）	 建築鉄骨向け溶接材料の最新動向とラインナップ紹介	 山本貴大・于　航・井上有人・幸村正晴

	59	（技術資料）	橋梁補修補強用RE-SETケーブル®システム	 有路亮平・堀井智紀・荒木　茂

	65	（技術資料）	伝統木造建築向けステルスブレース	 橋田優人

	71	（技術資料）	床スラブの上フランジ拘束効果を活用した鉄骨梁の横座屈補剛工法	 伊藤冬樹・高田武之

	78	 （論文）	 アンダーマッチ溶接による780 N/mm2級箱形断面柱継手の最大曲げ耐力評価
	 		 	 	 宮田亮太・山口徹雄・田畑晃人・松下政弘・田中　剛

	86	 （論文）	 TS700アンカーボルトを用いた露出柱脚の構造性能	 平野公大・高田武之・西村有司・田中　剛

	93	 （解説）	 建築鉄骨梁溶接向けの新しい自動化システムとCADデータ連係ソフトウェアの紹介
	 		 	 	 鹿　勇気・藤本泰成・浅野　涼・新井敦士・田中伸明	

	97	（技術資料）	建築現場における横向柱継自動溶接の新制御方法	 鈴木将史・河田純一・川﨑博文・石﨑圭人

	103	（技術資料）	画像センサ搭載小型可搬型溶接ロボットシステム
	 		 	 	 河田純一・石﨑圭人・松嶋幸平・小向航平・吉本達也

	108	（技術資料）	地盤改良材としての鉄鋼スラグの利活用	 陣内綾音・松元弘昭・唯井力造

	115	 	 神戸製鋼技報掲載　建築・土木を支えるKOBELCOの材料およびソリューション 関連文献一覧表

	 		 	 （Vol.65, No. 1 ～Vol.72, No. 2 ）

新製品・新技術 �

117	 	 レーザドップラー振動計による非接触でのケーブル張力測定技術	 福井康大

	118	 	 高耐食めっき鋼板「KOBEMAG®」	 梅井健司・古田　明・久野彰士

�

	122	 	 編集後記・次号予告



"R&D" Kobe Steel Engineering Reports, Vol. 74, No. 2  (Nov. 2025)

《FEATURE》   KOBELCO’s Materials and Solutions for Architecture and Civil Engineering
	 1 	 On the Publication of Special Issue on KOBELCO’s Materials and Solutions for Architecture and Civil Engineering
			   Shinji MIYAOKA

	 3 	 KOBELCO’s Materials and Solutions for Architecture and Civil Engineering
			   Dr. Takeshi TAKADA

	 11	 Development of 780 N/mm2-Class Structural Steel for Building Structures Suitable for High Heat Input Welding
			   Ryota MIYATA・Tetsuo YAMAGUCHI・Akito TABATA・Takahiro YAMAMOTO・Ryohei KURIYAMA

	 16	 TMCP Steel Plate for Architectural Structures Compatible with High-Heat Input Welding
			   Fumiya MORISHITA・Haruya KAWANO

	 20	 High-Performance Cold-Press-Formed Rectangular Columns (490 N/mm2 and 550 N/mm2 Grades) for Building 
Structures

			   Tetsuo YAMAGUCHI・Fuyuki ITO・Shigeo OKANO・Hiroshi TAKAHASHI

	 27	 Higher Yield Strength Steel Plates for Bridges: SBHS Series
			   Tsuyoshi KUBOTA

	 32	 Corrosion Resisting Steel Eco-view PlusTM, a Repaint Term Extension under High Humid Environment
			   Takuto MATSUBAYASHI・Dr. Yusuke TAKAHASHI・Dr. Fumio YUSE・Masahiro MATSUSHITA・
			   Akito TABATA・Tetsuo YAMAGUCHI

	 38	 Improving Fatigue Durability of U-rib to Deck Welded Joints of Orthotropic Steel Decks with EX-FacterTM Fatigue 
Crack Initiation Resistant Steel

			   Dr. Takanori ITO・Dr. Yasuhito TAKASHIMA・Dr. Masao KINEFUCHI・Masahiro MATSUSHITA・Akito TABATA・
			   Tetsuo YAMAGUCHI

	 44	 Kobelco Group’s Welding Technologies for Architectural Steel Frames
			   Dr. Reiichi SUZUKI

	 51	 Latest Trends and Lineup of Welding Consumables for Structural Steel Colum
			   Takahiro YAMAMOTO・Hang YU・Yuto INOUE・Masaharu KOMURA

	 59	 RE-SET Cable® System for Repairing and Reinforcing Bridges
			   Ryohei ARIJI・Tomonori HORII・Shigeru ARAKI

	 65	 Stealth Brace for Traditional Wooden Architecture
			   Yuto HASHIDA

	 71	 Lateral Buckling Restraint Method for Steel Beams Using Stiffening Effect of Slab
			   Fuyuki ITO・Dr. Takeshi TAKADA

	 78	 Ultimate Flexural Strength of Column Splices with Undermatching Welds in 780 N/mm2 Class Columns
			   Ryota MIYATA・Tetsuo YAMAGUCHI・Akito TABATA・Masahiro MATSUSHITA・Dr. Tsuyoshi TANAKA

	 86	 Structural Performance of Exposed Column Bases Using TS700 Anchor Bolts
			   Kimihiro HIRANO・Dr. Takeshi TAKADA・Yuji NISHIMURA・Dr. Tsuyoshi TANAKA

	 93	 Introducing New Automation System and CAD-Linked Software for Architectural Steel Frame Beam Welding
			   Yuki SHIKA・Taisei FUJIMOTO・Ryo ASANO・Atsushi ARAI・Nobuaki TANAKA

	 97	 New Control Method of Automatic Horizontal Column Joint Welding at Construction Sites
			   Masafumi SUZUKI・Junichi KAWATA・Hirofumi KAWASAKI・Keito ISHIZAKI

	 103	 Compact Portable Welding Robot System with Vision Sensor
			   Junichi KAWATA・Keito ISHIZAKI・Kohei MATSUSHIMA・Kohei KOMUKAI・Dr. Tatsuya YOSHIMOTO

	 108	 Utilization of Steel Slag as Soil Stabilizer
			   Ayane JINNOUCHI・Hiroaki MATSUMOTO・Rikizo TADAI

	 115	 Papers on Advanced Technologies for KOBELCO’s Materials and Solutions for Architecture and Civil Engineering in 
R&D Kobe Steel Engineering Reports (Vol.65, No.1～Vol.72, No.2)



神戸製鋼技報/Vol. 74 No. 2（Nov. 2025） 1

1 ．中期経営計画における「魅力ある企業への変革」

　当社グループが将来にわたって「お客様や社会にとっ
てかけがえのない存在」であり続けるためには，2030
年度には「未来に挑戦できる事業体」になっている必要
があると考え，そこからバックキャストする形で2024
～2026年度の中期経営計画を策定した。
　今中期経営計画では，「“稼ぐ力の強化”と“成長の追
求”」，「カーボンニュートラルへの挑戦」の二つを最重
要課題として取り組んでいる。またこれらを確実に実行
するために，人的資本の有効活用や財務体質のさらなる
基盤強化，当社が有する資本のかけ合わせにより「魅力
ある企業への変革」を進めている。
　この「魅力ある企業への変革」において，「KOBELCO
らしさ」が重要となる。多様な事業領域において，社会
やお客様の困りごとに対するソリューションを提供して
きた中で培ってきた製品・技術・サービス，お客様や市
場・社会とのつながり，そして多様な人材など，当社が
有する様々な資本のかけ合わせによるKOBELCOらし
い総合力を発揮した変革でなくてはならない。

2 ．KOBELCO-X ～KOBELCOらしい変革～

　今中期経営計画では，「変革」＝「X」を「未来へ挑
戦できる事業体」の確立に必要な「手段・ドライバー」
と位置づけ，AX～GXの七つの「X」を設定して「魅力
ある企業への変革」を推進していく。さらに「X」には，

「変革」だけではなく，技術×技術，市場×技術といっ
たKOBELCOの総合力を発揮するための事業をまたい
だ ｢かけ算」，また各変革の「交点」の意味も込めて，

「KOBELCO-X」（コベルコ・エックス）と総称した。（図1）
　このうちAXとGXは事業戦略の両輪と位置づけてい
る。AXは「既存事業の深化」×「新たな事業機会の探索」
という「両利きの経営」を意味し，今中期経営計画の重
点課題のひとつである「稼ぐ力の強化」×「成長の追求」
と同意である。とくに今後の当社グループの持続的成長
には，外部環境変化を背景とした新たな需要の捕捉やコ
ト売り・ソリューションビジネスなどによる事業領域拡
大といった「新たな事業領域の拡充」がより一層重要と
なってくる。GXは「当社グループのカーボンニュート
ラルの実現」×「グリーン社会への貢献」＝グリーン・
トランスフォーメーションであり，こちらも今中期経営

計画のもうひとつの重点課題である「カーボンニュート
ラルへの挑戦」そのものである。

3 ．CX2

 ～お客様対応変革：事業をまたいだCX
のかけ算～

　この AX と GX を実現するための変革が BX，CX2，
EX，FXの四つのXである。中でも「KOBELCOらしさ」
を実現していく上で重要な「Ｘ」となるCX2について述
べたい。CX2：「お客様対応変革」（Customer Experience 
Transformation）は，当社独自の造語である。CX（お
客様体験Customer Experience）は，様々な企業でも広
く使われており，当社でも各事業や各製品においてCX
の向上に努めている。
　これに対し，CX2 では，事業ごとのお客様ではなく，

「KOBELCOのお客様」と考えて，我々のお客様対応を
変革し，お客様体験を変革していこうという取り組みで
ある。「各事業ユニットのCXとCXのかけ算（X）」に
より，「お客様体験（CX）を変革（Transformation）す
る」，という2つの意味を込めてCX2とした。
　CX2を推進するためには，事業間のかけ算による化学
反応を誘発する環境を整えることが必要になる。そこで
まずお客様情報の従来の事業ごとでの管理を廃止し，全
事業をまたいだ一元管理に切り替えるという大きな変革
を行った。2023年度に経営審議会の直下に「お客様対応
変革プロジェクト」を立上げ，「お客様情報共通基盤」
としてSFA注）を構築した。2024年度から切り換えたこ

脚注）Sales Force Automation. 営業活動やお客様情報の管理を支
援するシステムツールのこと。

図1  KOBELCO-X
Fig. 1  KOBELCO-X
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とで多くの情報が蓄積され，今ではどの事業部門も他の
事業部門のお客様情報を見ることができるようになっ
た。現在は事業をまたいだ情報の利活用を進めていく段
階にある。
　このような全事業をまたいだ「長い横串」のCX2は新
たな取り組みであるが，特定の市場軸・お客様軸で複数
事業をまたいだ「短い横串」の取り組みは今までも行っ
てきている。その一つには「全社自動車プロジェクト」
がある。代表的な取り組みとしては，鉄鋼アルミ事業部
門，素形材事業部門，溶接事業部門，技術開発本部で連
携し，超ハイテンやアルミ板，アルミ部品とその接合や
加工のソリューションを組み合わせたマルチマテリアル
構造での車体軽量化提案などを行い，お客様へ多くの価
値提供を行ってきた。
　このような取り組みが「全社お客様情報共通基盤」や
CX2の考え方のもとで全事業をまたいだ「長い横串」の
活動へ拡大・発展し，さらなる新しい価値をお客様へ提
供することをKOBELCO-Xでは目指している。

4 ．「建材WG」 ～建築・土木分野での取り組み～

　特定の市場軸・お客様軸で複数事業をまたいだ「短い
横串」である ワーキンググループ（WG）やプロジェク
ト活動が複数あり，その一つが「建材WG」である。
　「建材WG」は，「お客様へKOBELCOとして，建築・
土木の専門技術を用いたソリューションを継続的に提供
できている状態」を目指し，本社/事業開発部 建材企
画グループが主導する形で企画・運営している。
　多様な事業を有する当社グループの強みを生かすた
め，鉄鋼アルミ事業部門，素形材事業部門，溶接事業部
門，コベルコ建機㈱，グループ会社など建築・土木分野
へ製品・サービスを提供している事業主体の商品技術や
営業が参画している。ここに技術開発本部や本社/建設
技術部の建築・土木専門技術者，さらに営業企画を加え
た編成とした。「建材WG」では，建築・土木分野にお
ける市場動向・技術動向などの情報共有や，合同でのお
客様との技術交流会に取り組むことで，各事業の製品・
サービスを通じたソリューション提供を推進している。
　現在は，外部機関も活用した将来市場動向予測，3章
で述べた「お客様情報共通基盤」活用によるお客様の潜
在的な課題把握など，事業をまたいだ情報のかけ算か
ら，新たな事業機会を見出し，活動を拡げていくステー
ジにある。

5 ．建築・土木分野における技術開発の重要性
と取り組み

　4章で述べたように，「建材WG」で事業をまたいだか
け算で化学反応を起こし，お客様へ新たな価値を提供し
ていくという「KOBELCOらしさ」でCX2を実現する風
土や仕組みは整いつつある。
　しかしながら当社グループが有するおのおのの技術・
製品が優れていなければ，かけ算の価値は発揮されな
い。かけ算の前に，おのおのの技術・製品を磨き，高め
ていく点で研究開発・技術開発が極めて重要であること

に変わりない。
　その点でも当社は多様な優れた技術・製品を有している。
　まず材料・部材としては，当社はグループ会社も含め，
建築・土木向けに各種特性（高強度，耐疲労特性，耐食
性など）に優れた鋼材（厚板，線材，薄板）を有し，そ
れらを鋼製部材に加工するソリューションとのかけ算に
より，お客様でのライフサイクルコスト低減などへ貢献
している。また当社は日本初の低CO2 高炉鋼材である
Kobenable® Steelを商品化済みであり，建築・土木向けの
すべての鋼材においてグリーンスチールとしての提供も
可能である。すでに複数の案件に適用され，お客様でのカ
ーボンニュートラルへ向けた取り組みへも貢献している。
　また鋼製部材を接合する溶接材料と溶接システムのか
け算による接合ソリューションの提供により，お客様で
の施工工数の低減，溶接技術者不足といったお客様の課
題解決へ貢献している。
　コベルコ建機㈱では，油圧ショベルやクローラクレー
ンなど建設機械のモノ売りに加え，デジタル技術を活用
したコト売りの拡大に取り組んでいるが，これらは建設
現場での担い手不足などの課題を解決するためのソリュ
ーションである。
　これら各事業主体での技術開発・製品開発に加え，技
術開発本部でも，建築・土木分野に貢献可能な要素技術
開発にも取り組んでいる。

6 ．まとめ ～本特集の意義・期待～

　本特集では，建築・土木分野の課題解決に貢献しうる
当社グループの製品・技術について，当社グループが取
り組むマテリアリティ（重要課題）に沿って紹介する。
　KOBELCO-X，そしてCX2 の取り組みのもと，「建材
WG」においても，「お客様情報共通基盤」を活用し，
全事業を横断してお客様の困りごとを把握し，建築・土
木分野のお客様へ今まで以上の新たな価値提供へつなげ
る検討を始めている。
　素材系にとどまらない多様な事業分野を有する当社の
特徴を活かし，建築・土木分野のお客様の課題を広く把
握できることはKOBELCOらしい当社の強みであるが，
課題把握だけでは意味がない。
　事業をまたいだ技術のかけ算で化学反応を起こし，お
客様や社会の課題解決や当社の事業成長につなげるに
は，やはり優れた技術・製品が必要である。競争力のあ
る技術同士をかけ合わせることで初めて驚くような化学
反応が起こる。
　そしてその技術のかけ算も，目的にあった化学反応を
起こすためにはお客様との密な対話が必須であり，また
時には当社グループ内の技術同士のかけ算だけでなく，
外部の他企業の技術とのかけ合わせも必要であると考え
ている。
　本特集が，様々なステークホルダの皆様に当社の材料
やソリューション技術を知っていただき，お客様との対
話やパートナーとなり得る他企業との対話を始めるきっ
かけとなることを願う。そしてその先には建築・土木分
野でのお客様対応変革CX2につながることを期待したい。
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まえがき＝1995年 1 月17日に発生した兵庫県南部地震（阪
神・淡路大震災）から30年の節目を迎えた。KOBELCO
グループは阪神・淡路大震災により甚大な被害を受け，
災害の脅威と復旧の困難さを身をもって経験した。阪
神・淡路大震災以降，最大震度 7 を記録した地震だけで
も2004年の新潟県中越地震，2011年の東北地方太平洋
沖地震（東日本大震災），2016年の熊本地震，2024年能
登半島地震など 1），激甚化する自然災害に対する安心・
安全の確保は我が国にとって最重要課題となっている。
加えて，急速な少子高齢化に伴う担い手不足対策や，
2050年カーボンニュートラルの実現に向けた温室効果
ガス削減といった喫緊の課題に直面している。
　当社グループは，2021年にグループ企業理念を起点と
し，中長期的な時間軸の中で社会課題の解決や価値創造
を通じて，当社グループが持続的に成長することで，社
会にとってかけがえのない存在となるために，取り組む
べき 5 つのマテリアリティ（重要課題）を特定した。
　本稿では，当社グループが取り組むマテリアリティの
うち，これまでに述べた社会課題に関連性の高いものを
取り上げ，マテリアリティに沿って建築・土木を支える
KOBELCOの材料およびソリューションを幅広く紹介
する。

1．建築・土木分野における社会課題

1. 1　激甚化する自然災害
　地震国である日本において，最大震度 7 を記録した地
震についてはすでに述べたが，1995年以降最大震度 6 弱
の地震は2018年の大阪府北部を震源とする地震など10
回，最大震度 6 強は2007年の新潟県中越沖地震など 6
回を記録している 1）。さらに今後30年以内に70％～80
％の確率で発生が予測される南海トラフ地震は，最大震
度 7 に加え，最大津波高さは10 m以上が推定され 2），
広域かつ甚大な人的被害，建物被害，ライフライン・イ
ンフラの被害が想定されている。
　地震以外にも，気候変動の影響とみられる豪雨や台風
による自然災害が頻発化している。2020年 7 月の熊本豪
雨では，広範囲にわたる長期間の大雨河川氾濫や土砂災
害に加え，橋梁10橋が流出するなど，道路交通網が甚
大な被害を受けた 3）。
　このように，激甚化する自然災害に対し，社会インフ
ラにおいては，点検・補修によるインフラの長寿命化，
安全対策を行った構造物の提供，老朽化したインフラの
更新などにより，安心・安全な社会の実現，すなわち国
土強じん化が強く求められている。

建築・土木を支えるKOBELCOの材料およびソリューション
高田武之＊1（博士（工学））

KOBELCO’s Materials and Solutions for Architecture and Civil Engineering
Dr.Takeshi TAKADA

要旨
建築・土木分野における喫緊の社会課題として，頻発する自然災害への対応，少子高齢化による担い手不足，温
室効果ガス削減が挙げられる。これら社会課題の解決に向けKOBELCOグループは5つのマテリアリティ（重要課
題）を特定し，解決に向けた取り組みを推進している。幅広い事業を展開する当社グループは，それぞれの事業
領域で培った技術の提供に加え，事業領域を超えて技術をかけ合わせることで多くのシナジーを生み，社会に貢
献している。
本稿では，当社グループが有する建築・土木分野の材料およびソリューションを，マテリアリティに沿って広く
紹介する。

Abstract
The architecture and civil engineering sectors face a range of pressing social challenges, including the need 
to respond to increasingly frequent natural disasters, a shrinking workforce caused by a declining birthrate 
and aging population, and the urgent task of reducing greenhouse gas emissions. To address these challenges, 
the KOBELCO Group has identified five materialities (key issues) and is actively pursuing initiatives to 
resolve them. The Kobe Steel Group operates a diverse range of businesses, and in addition to leveraging the 
technologies cultivated in each field, KOBELCO Group contributes to society by integrating expertise across 
its business areas to generate powerful synergies. This article introduces the materials and solutions that the 
KOBELCO Group provides for the architecture and civil engineering sectors, organized according to these key 
materialities.
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1. 2　少子高齢化に伴う担い手不足
　我が国における総人口は2004年12月に 1 億2,784万人
のピークを迎え，以降減少傾向にあり，2030年には 1 億
1,522万人（ピーク時の90.1%）となることが予想されて
いる。さらに2048年ごろ 1 億人を下回り，2050年には
9,515万人（同74.4%）となる見込みである。いっぽう，
65歳以上の人口の割合である高齢化率については，2004
年に19.6%であったが，2030年には31.8％，2050年には
39.6%となることが予想され 4），急激な少子高齢化は，
社会や産業を支えるために必要な労働力や後継者が足り
なくなる担い手不足につながり，深刻な課題となってい
る。
　これらの対策として，国土交通省ではi-Construction
の推進を主導している5）。建設現場などにおいてICTを
導入し，建設機械の遠隔操作や自動化を実現すること
で，生産性の大幅な向上を目指している。また，設計か
ら施工・維持管理までのプロセスをデジタルで一元管理
できるBIM/CIMの活用は，今後さらなる発展が期待さ
れている。
1. 3　温室効果ガス削減
　2020年10月の臨時国会において「2050年カーボンニ
ュートラル，脱炭素社会の実現を目指す」ことが宣言さ
れた。我が国の2023年度のCO2 排出量は約 9 億8,871万
トンとなり，このうち産業部門が34.3%を占め，最も多
い。さらに，産業部門では38.7%を鉄鋼業が占め 6），カ
ーボンニュートラルの達成に向けて，製鉄プロセスの
CO2排出削減技術の創出が不可欠である。また，建設業
においては，建物の脱炭素化，建設資材の脱炭素化，建
設現場におけるCO2排出削減，デジタル技術の活用によ
る施工の効率化のような様々な取り組みがすでに進行し
ている。

2．KOBELCOグループのマテリアリティ

　表 1 に当社グループの 5 つのマテリアリティを示す7）。
ここに挙げるマテリアリティは，STEP1：社会課題を網
羅的に抽出，STEP2：重要課題をマッピングし，当社グ
ループの重要課題を抽出，STEP3：共通する重要課題を
統合し類似課題を集約，という 3 つのプロセスを経て特
定している。
　以降は，1 章で述べた社会課題について，とくに関連

性が高い，安全・安心なまちづくり・ものづくりへの貢
献，人と技術で繋ぐ未来へのソリューション提供および
グリーン社会への貢献の 3 つのマテリアリティを取り上
げる。

3．建築・土木を支えるKOBELCOの材料およ
びソリューション

　当社グループは，鉄鋼アルミ・素形材・溶接の「素材
系事業」，機械・エンジニアリング・建設機械の「機械
系事業」，さらに，製鉄所の自家発電操業で永年培った
技術・ノウハウを活かした「電力事業」の 3 つの事業領
域を柱としてお客様・社会の課題解決に貢献している。
建築・土木分野に絞った各事業領域の製品を表 2 に紹
介する。
　それぞれの事業領域で磨かれた技術は，規模ではな
く，希少性の高い独自の価値観・戦略を生み出し，国内
外でトップシェアを獲得する多くの技術・製品・サービ
スにつながっている。また，事業領域を超えて，これら
の事業をかけ合わせることで多くのシナジーを生み，イ
ノベーションの種となっている。現在も，鉄鋼と溶接技
術を組み合わせた技術開発や，鉄鋼とエンジニアリング
の技術を融合した低炭素な製鉄技術などをはじめとし
て，多くの新しい価値を創出している。
　表 3 に建築・土木を支えるKOBELCOの材料を示す。
各種鉄鋼材料や溶接材料に加え，鉄粉，スラグ製品，ボ
ルト，アルミを製造している。また，建設機械や産業用
機械のこん包技術を活用し，近年は造作家具の製作にも
取り組んでいる。
　表 4 には建築・土木を支えるKOBELCOのソリュー
ション（機械・システムを含む）を示す。鉄鋼製品の利
用技術では，柱梁接合部設計法や梁横座屈補剛工法を開
発し，より安全で合理的な鋼構造物の実現に寄与してい
る。また，各種溶接ロボットは，鉄骨製作工場内や現場
溶接施工の効率化・合理化に向け，すでに多くのお客様
のもとで活躍している。さらに，直接還元鉄プラントな
どのエンジニアリング，各種建設機械や各種材料の分
析・解析・構造実験などにも取り組んでいる。
　以降では，「素材系事業」および「機械系事業」が有
している建築・土木分野の最新技術について，マテリア
リティに沿って紹介する。

表 1   KOBELCOグループのマテリアリティ
Table 1  KOBELCO’s Materiality
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表 2   KOBELCOグループの建築・土木に関する事業
Table 2  KOBELCO’s Businesses for architecture and civil engineering

表 3   建築・土木を支えるKOBELCOの材料
Table 3  Materials by KOBELCO supporting architecture and civil Engineering

表 4   建築・土木を支えるKOBELCOのソリューション（建設機械・各種システムを含む）
Table 4  Solutions by KOBELCO supporting architecture and civil engineering
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4．安全・安心なまちづくり・ものづくりへの貢献

　本章では，1.1節で述べた社会課題に対し，安心・安
全な社会の実現や国土強じん化に寄与する材料について
紹介する。
4. 1　建築構造用厚鋼板・角形鋼管・円形鋼管
　高層ビルなどの大型建築物で使用される厚鋼板は，引
張強度490 N/mm2から780 N/mm2級まで幅広くライン
ナップしている（図 1）。とくに近年，構造物の大型化
が進んでおり，高層ビル/超高層ビルに適用される鋼板
の厚肉化・高強度化が進んでいる。当社は，溶接組立箱
形断面柱のエレクトロスラグ溶接部に要求される高い
HAZじん性や溶接金属の強度確保のため，厚板ユニッ
トと溶接事業部門が連携して技術開発に取り組むことに
より，より高い品質の溶接接合部を提供している。
　角形鋼管・円形鋼管については，国内最大級の15,000
トンプレス機を有する佐々木製鑵工業㈱とともに商品化
に取り組んでいる。角形鋼管は引張強度490 N/mm2 か
ら590 N/mm2 級までを，円形鋼管については引張強度
490 N/mm2から780 N/mm2級まで幅広くラインナップ
している（図 1）。また，角形鋼管および円形鋼管を用
いた利用技術にも取り組んでおり，後述する。
4. 2　橋梁用厚鋼板
　当社は，汎用的に使用されている鋼材に加え，橋梁の
ライフサイクルコスト低減や鋼橋の長寿命化に寄与する
鋼板を開発・商品化している。
　塗装とのマッチング機能を具備させた高湿潤環境対応
型耐食鋼板「エコビュー プラスTM」を業界で当社が初
めて開発・商品化した。2024年 2 月20日付けで国土交
通省の新技術情報提供システム（NETIS）にも登録を
完了している。（本号p.32，「高湿潤環境対応型塗膜下耐
食鋼板 エコビュー プラスTM」参照）
　2023年10月には，厚鋼板に疲労き裂の発生を抑制す
る機能を付加し，疲労き裂発生寿命を改善した疲労抑制
鋼板「EX-FacterTM」を商品化した。鋼床版の部材点検
時に発見が困難な疲労き裂発生部位などへの適用を期待

しており，今後普及を推進していく予定である。（本号
p.38，「疲労抑制鋼板EX-FacterTM による鋼床版デッキ
プレート・Uリブ溶接継手の疲労耐久性向上」参照）
4. 3　溶接材料
　当社は，建築鉄骨製作に使用されるガスシールドアー
ク溶接，サブマージアーク溶接，エレクトロスラグ溶接
の鋼材強度クラスに応じた溶接材料をラインナップして
いる。また，さらなる生産性や溶接品質の向上のニーズ
に応えるべく，建築鉄骨向けロボットシステムと専用溶
接ワイヤの開発，さらに引張強さ780 N/mm2 級鋼を含
めた各強度クラスの鋼材に対応する溶接材料の開発に取
り組んでいる。（本号p.51，「建築鉄骨向け溶接材料の最
新動向とラインナップ紹介」参照）
4. 4　PC鋼線/ケーブル
　神鋼鋼線工業㈱は，コンクリートの弱点を補い強度を
高めるため，橋梁や建築物で使用されるPC鋼材/ケー
ブルを幅広くメニュー化している。プレストレストコン
クリート（PC）工法が日本に導入された当初から研究
に取り組み，以来，PC鋼材の品質改良，量産化，新製
品開発に注力している。
　文化財建造物は観光資源としての活用が進められてお
り，不特定多数が利用することから，安全性の確保が不
可欠である。高強度の亜鉛めっき鋼線を用いた伝統木造
建築向けφ7 mmステルスブレース®は，耐震性の向上
と文化財としての価値を両立させた技術である。（本号
p.65,「伝統木造建築向けステルスブレース」参照）
　高強度のPC鋼より線を使用した耐震ケーブルブレー
ス 8）は，一般的なブレースと比べ，軽量で柔軟性に富
むことから（図 2），仮設足場の大幅な削減や施工期間
の短縮に寄与する技術であり，2013年の販売開始より，
200件以上の採用実績がある。
　橋梁分野では，橋梁の老朽化や設計荷重増加により，
補強対策が必要な橋梁が増加している。（本号p.59，「橋
梁補修補強用RE-SETケーブル®システム」参照）
4. 5　高耐食めっき鋼板
　高耐食めっき鋼板KOBEMAG® を当社は2017年から

図 1   建築構造用厚鋼板・角形鋼管・円形鋼管ラインナップ
Fig.1   Steel plates, Circular steel tubes, Rectangular steel tubes for Buildings
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製造販売している。住宅や鉄骨二次部材に加え，シャッ
ターのスラットや有孔鋼板にて適用されるなど，その用
途は拡大中である。現状の製造工程は，薄鋼板の熱間圧
延までを当社が，酸洗・めっき工程は日本製鉄㈱およ
び日鉄鋼板㈱に製造委託しているが，2024 年 11 月に

「KOBEMAG®」を自社一貫生産化するため，加古川製
鉄所の既存溶融亜鉛めっき鋼板設備の改造を中心とした
設備投資を実施することを決定し，2029年度に自社一貫
生産を開始する計画としている。

5．人と技術で繋ぐ未来へのソリューション提供

　本章では，1.2節で述べた社会課題に対し，施工の効
率化・合理化に寄与する技術に加え，鉄鋼製品の設計法
といった利用技術や，インフラメンテナンスなどに関連
するソリューション技術について紹介する。
5. 1　鉄鋼製品の設計法・工法
　厚鋼板を活用した利用技術として，床スラブの上フラ
ンジ拘束効果を活用した鉄骨梁の横座屈補剛工法を開発
し，（一財）日本建築総合試験所において性能証明を取
得した。（本号p.71，「床スラブの上フランジ拘束効果を
活用した鉄骨梁の横座屈補剛工法」参照）
　また，780 N/mm2級厚鋼板の普及を目指し，溶接組立
箱形断面柱に780 N/mm2級厚鋼板を適用した時の柱-柱
溶接接手において，アンダーマッチ溶接を適用した時の
継手耐力に関する研究に取り組んでいる。（本号p.78，「ア
ンダーマッチ溶接による780 N/mm2 級箱形断面柱継手
の最大曲げ耐力評価」参照）
　鋼管を活用した利用技術としては，ダイアフラムを省
略することができるノンダイアフラム形式円形鋼管柱梁
接合部（図 3）や，従来の外ダイアフラムの出幅を大き
く抑えることができる外リングダイアフラム形式コンク
リート充填角形鋼管柱梁接合部設計法（図 4）をこれま
で商品化し，すでに多くの実績を積んでいる 9）。
　当社は基準強度を490 N/mm2 としたTS700アンカー
ボルトの国土交通大臣認定を業界で初めて取得した。さ
らに本アンカーボルトを用いた露出柱脚の耐力や剛性を
確認するため，構造性能に関する研究も実施している。
高強度アンカーボルトを用いた露出柱脚の設計の一助と
なれば幸いである。（本号p.86，「TS700アンカーボルト
を用いた露出柱脚の構造性能」参照）

5. 2　溶接システム
　近年，担い手不足の社会課題からロボット化による自
動化ニーズが強まっており，アーク溶接大型ロボットシ
ステムの鉄骨製作工場への適用拡大，さらに可搬型アー
ク溶接ロボットの現地への適用の動きが顕著である。当
社グループは，鉄骨溶接ロボットシステムARCMANTM

をはじめとした幅広いシステムを提供している。優れた
溶接システムを構築し，さらに溶接材料との最適な組み
合わせにより，溶接施工の効率化・合理化に貢献するこ
とで業界をリードしている。
　小型可搬型溶接ロボット 石松TMシリーズ（図 5）は，
鉄骨製作工場での溶接施工に加え，建設現場においても
多層盛・長尺溶接の幅広い溶接部位に対応できるシステ
ムである。本体約 6 kgと業界で例のない軽さと，フル
オート溶接機能による一人複数台の操作などで，すでに
多くの建設現場で活躍している10）。
　小型可搬型ロボットの展開として，画像センサをロボ
ットに搭載し，溶融池映像中の特徴量を認識・適切に制
御する技術開発に取り組んでいる。（本号p.103，「画像
センサ搭載小型可搬型溶接ロボットシステム」および本

図 2   耐震ケーブルブレース
Fig.2   Earthquake-resistant cable brace

図 4 	 外リングダイアフラム形式コンクリート充填角形鋼管柱梁
接合部設計法

Fig.4 	 Design Technology for Column to Beam Connection of 
Square Hollow Section CFT Steel Columns

図 3   ノンダイアフラム形式円形鋼管柱梁接合部
Fig.3 	 Design Technology for Column to Beam Connection of Circular 

Hollow Section Steel Columns

図 5   小型可搬型溶接ロボット 石松TM

Fig.5   Compact portable welding robot ISHIMATSUTM
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号p.93，「建築鉄骨梁溶接向けの新しい自動化システム
とCADデータ連係ソフトウェアの紹介」参照）
5. 3　建設機械のDX
　コベルコ建機㈱は，油圧ショベルやクローラクレーン
といった建設機械において幅広いラインナップを有して
いる。さらに，近年，担い手不足といった社会課題や働
き方改革の環境変化に対し，さまざまなDX技術開発に
取り組み，社会に貢献している。
　K-DIVE®（図 6）11）は，重機の遠隔操作システムをベ
ースに，人，重機，現場を常時つなぐことで，現場の
DXを可能にするシステムである。具体的には，建設現
場から離れた場所に設置したコックピットにより重機を
遠隔操作することができる。1 台のコックピットで複数
重機へ切り替えての遠隔操作が可能であり，待機や現場
移動の時間を省き，人員配置や工程管理の効率化に貢献
することができる。
　クレーン施工計画ソフトK-D2 PLANNER®（図 7）12）は，
BIMソフトであるRevit（Autodesk,Inc.の登録商標）の
アドイン型ソフトである。施工計画においてBIMモデ
ルにクレーンを配置することにより，シミュレーション
ができるだけでなく，最適クレーンの選定といった様々
な機能により，効率的な施工計画の立案が可能である。
　ドローンを活用した移動式クレーンの点検ソリューシ
ョンK-AIR REAL（図 8）13）は，ドローンの自動飛行機
能を活用し，移動式クレーンの撮影・点検を行うことが
できるソリューションである。クレーンの作業姿勢・休
車姿勢など，複雑な形状に柔軟に対応でき，ブームを下
ろすことが難しい狭隘な現場においても，高画質・短時
間で撮影・確認ができる。また，本ソリューションは，
移動式クレーンに限らず，様々な設備の点検などへの展
開も期待できる。

6．グリーン社会への貢献

　本章では，1.3節で述べた社会課題に対し，建物の脱
炭素化や建設資材の脱炭素化など， CO2排出削減に寄与
する材料およびソリューションについて紹介する。
6. 1　低CO2 高炉鋼材“Kobenable® Steel” 14）

　当社は，高炉工程におけるCO2排出量を大幅に削減し
た低CO2高炉鋼材“Kobenable® Steel”を国内で初めて商
品化した。エンジニアリング事業のMIDREX®プロセス
を用いて製造したHBI（Hot Briquetted Iron（熱間成形
還元鉄），図 9）を加古川製鉄所の高炉に多量に装入す
ることで，高炉からのCO2排出量を大幅に削減している。
創出した削減量は，マスバランス方式を適用して任意の
鋼材に割り当てており， CO2 を100％削減した高炉鋼材
はプレミア，50%はハーフとしている。すでに多数の採
用実績を有しており，建築・土木分野向けでも多くのお
客様にご採用いただいている。なお，アルミ製品につい
ても同様の取り組みを進めている15）。
6. 2　MIDREX®プロセス16）

　高炉によらない製鉄法としては，天然ガスを改質した
水素リッチな還元ガスや水素そのものを還元ガスとして
使用することで，鉄鉱石を直接還元する還元鉄製造プロ
セスがある。直接還元製鉄は，高炉のように大規模では
なく，コークスも不要なため，従来から天然ガスを産出
する国々で利用されてきた。近年は，スクラップ代替の
清浄鉄源として，またCO2排出量の少ない製鉄法として
需要が高まっている。当社は，この直接還元製鉄プロセ
スにおいて，世界の約 8 割のシェア（天然ガスベースの
直接還元鉄）を持つMIDREX®プロセスのライセンスを
保有し，世界中に展開している（MIDREX社は当社
100%子会社）。MIDREX® プラントを図10に示す。従
来の天然ガスを利用したMIDREX NGTM に加え，還元
剤を天然ガスから100%水素まで柔軟に置換することが
できるMIDREX FlexTM，還元剤として水素を100%使
用するMIDREX H2TMなど，水素転換の様々なステージ
においてソリューションを提供することが可能である。
6. 3　高速炭酸化技術 Carbonel® による CO2 固定化・

資材化技術17）

　㈱神鋼環境ソリューションでは，高速炭酸化技術
Carbonel®の開発に取り組んできた。燃焼灰や飛灰，ス
ラグにおけるカルシウム（Ca）やカリウム（K），マグ
ネシウム（Mg）などを含む産業副産物を原料としてお

図 6   K-DIVE®

Fig.6   K-DIVE®

図 7   K-D2 PLANNER®

Fig.7   K-D2 PLANNER®

図 8   K-AIR REAL
Fig.8   K-AIR REAL
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り，わずかな水が存在する条件下でCO2と反応させるこ
とで，炭酸カルシウム（CaCO3）などの炭酸塩として
CO2を固定化する技術である。本技術の展開として木質
バイオマス灰などへの炭酸化適用および資材化検討に取
り組んでいる。炭酸化物（図11）はコンクリート材料
としての利用が期待され，Carbonel® の標準ユニット

（図12）の販売を開始している。また，本技術を適用し
たコンクリート資材は，2025年日本国際博覧会（大阪・
関西万博）のシグネチャーパビリオン「いのちめぐる冒
険」（河森館）の外装材用HPC® 製パネルの原料として
採用され18），今後の普及が期待される。
6. 4　水素燃料電池ショベル
　当社およびコベルコ建機㈱は，カーボンニュートラル
に向けた取り組みとして，水素関連技術の研究開発と，
水素を利活用した製品化，事業化に取り組んでいる。そ
の一環として，コベルコ建機㈱は水素を駆動源とした燃
料電池式電動ショベルの実用化に向けた取り組みを
2021年から進めてきており，2023年 3 月に試作機を完成
させ，基礎評価を続けてきた 19）。すでに神戸製鋼所 高
砂製作所では，水素燃料電池ショベル（図13）の高圧
水素充填設備の整備を完了している。今後，2026年度に

国内で行われる実証実験での活用に向けて，2025年 3 月
以降，高砂製作所にて連続掘削作業など本格稼働評価を
行い，水素燃料電池ショベルの現場導入に向けた取り組
みを推進していく20）。
6. 5　鉄鋼スラグ
　鉄鋼スラグ製品は，省資源，省エネルギー，CO2削減
の観点から，環境負荷を低減させる資材として高く評価
されている。主な製品としては，高炉スラグ微粉末，路
盤材，土木用材料，肥料などが商品化され有効利用され
ている。近年は，製鋼スラグを活用した地盤改良工法を
実用化している。（本号p.108，「地盤改良材としての鉄
鋼スラグの利活用」参照）
6. 6　土壌・地下水浄化用鉄粉エコメル® 21）

　エコメル®は，鉄粉の表面で起こる化学反応を利用し
て，各種重金属の吸着や各種有機塩素化合物（VOC）
の分解が可能な土壌・地下水浄化用鉄粉である。主な用
途は，都市再開発時の土壌浄化やトンネル掘削時の汚染

図 9   HBI（Hot Briquetted Iron）
Fig.9   HBI (Hot Briquetted Iron)

図10  MIDREX®プラント
Fig.10  MIDREX® PLANT

図11  炭酸化物（造粒物）
Fig.11  Carbonated granulated product

図12  炭酸化・資源化実証設備
Fig.12  Demonstration Plant for Carbonation and Mineralization 

図13  水素燃料電池ショベル
Fig.13  Fuel Cell Excavator

図14  造作家具
Fig.14  Wooden furniture
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土壌の処理，地下水汚染の抑制など，幅広い土木分野で
使用されている。

むすび＝本稿では，社会が直面する課題のうち，激甚化
する自然災害，少子高齢化に伴う担い手不足および温室
効果ガス削減を取り上げた。そのうえで，KOBELCOグ
ループのマテリアリティに沿って，建築・土木を支える
KOBELCOの材料およびソリューションについて紹介
した。
　ここに挙げた社会課題は今後ますます深刻化・複雑化
することが見込まれる。KOBELCOグループの強みで
ある幅広い事業領域を生かし，社会課題の解決に取り組
むとともに，さらなる価値創造と社会貢献を実現し，持
続可能な社会の実現に向けて一層の貢献を果たしていく
所存である。
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まえがき＝近年，建築鋼構造物の大型化，高層化にとも
ない，溶接組立箱形断面柱（以下，BOX柱）への780 
N/mm2級鋼の適用拡大が期待されている。BOX柱の製
作では，施工効率の観点から内ダイアフラム部にはエレ
クトロスラグ溶接（以下，ESW），角部にはサブマージ
アーク溶接（以下，SAW）が一般的に用いられる。こ
れらは 1 パスで高能率な大入熱溶接施工であり，従来は
590 N/mm2級鋼以下のBOX柱に適用されてきた。いっ
ぽう，これまでの780 N/mm2 級鋼では大入熱溶接を適
用すると溶接継手の強度やじん性の確保が困難であるた
め，施工効率の低い小入熱多パス溶接での施工が一般的
であった。そのため，780 N/mm2級鋼の採用には鉄骨製
作に多大な工数が必要となり，採用案件は少ないのが実
態であった。
　そこで当社は，780 N/mm2 級鋼をBOX柱に適用した
場合の溶接施工効率改善を目的として，大入熱溶接時の
強度，じん性を確保し得る鋼板の開発を進めてきた。
　本稿では，780 N/mm2級鋼における大入熱溶接熱影響
部の高じん化技術を述べる。あわせて，開発鋼板の母材
特性，および，内ダイアフラム部を想定したESW継手
と，角部のSAW継手の特性を紹介する。

1．開発目標

　当社の製品ラインナップにある大入熱溶接対応建築構

造用780 N/mm2級鋼（KBSA630C）注）の成分規格値と母
材特性の規格値をそれぞれ表 1 と表 2 に示す。開発鋼
の機械的性質は，当社の建築構造用高性能780 N/mm2

級鋼の規格値を満足させることを前提に，内ダイアフラ
ム部と角部の溶接熱影響部（Heat-Affected Zone：以下，
HAZ）を含めた大入熱溶接部のじん性を改善すること
を目標とした。
　内ダイアフラム部においてはじん性が低下した熱影響
部からの脆性破壊の懸念があり，490 N/mm2級鋼を対象
とした過去の研究では，脆性破壊防止の観点で検討がな

大入熱溶接対応建築構造用780 N/mm2級鋼の開発
宮田亮太＊1・山口徹雄＊1・田畑晃人＊2・山本貴大＊3・栗山良平＊3

Development of 780 N/mm2-Class Structural Steel for Building Structures 
Suitable for High Heat Input Welding
Ryota MIYATA・Tetsuo YAMAGUCHI・Akito TABATA・Takahiro YAMAMOTO・Ryohei KURIYAMA

要旨
建築鋼構造物の大型化にともない，780 N/mm2 級鋼の溶接組立箱形断面柱への適用が期待されているが，大入熱
溶接を施工すると溶接継手の強度やじん性の確保が困難であった。そこで，脆い硬質相である島状マルテンサイ
トの生成をCrおよびMoの増加と，C，Si，Mnの低減により抑制することで，大入熱溶接熱影響部のじん性を改
善した鋼板を開発した。母材およびエレクトロスラグ溶接・サブマージアーク溶接継手の機械的特性評価により，
強度・じん性・溶接性のいずれも良好な結果を確認し，高効率施工への適用が可能である。

Abstract
As steel building structures become taller, there are high hopes for the use of 780 N/mm2-class steel for welded 
box columns. However, it has been difficult to ensure the strength and toughness of welded joints when using 
high-heat input welding. To counter this, Kobe Steel has developed a steel plate that improves the toughness 
of the heat-affected zone in high-heat input welding by suppressing the formation of the M-A constituent 
(island martensite), a brittle hard phase, through increased Cr and Mo and reduced C, Si, and Mn.  Evaluation 
of the mechanical properties of the base material, electroslag, and submerged arc welded joints confirmed 
favorable results in terms of strength, toughness, and weldability, making this plate suitable for high-efficiency 
construction.

検索用キーワード
建築構造用鋼，溶接組立箱形断面柱，サブマージアーク溶接，エレクトロスラグ溶接，高張力鋼，溶接熱影響部

■特集：建築・土木を支えるKOBELCOの材料およびソリューション	 FEATURE : KOBELCO’s Materials and Solutions for Architecture and Civil Engineering

（技術資料）

＊1 鉄鋼アルミ事業部門　技術開発センター　鋼板開発部　＊2 鉄鋼アルミ事業部門　加古川製鉄所　鋼板技術部
＊3 溶接事業部門　技術センター　溶接開発部

脚注） KBSAは当社の登録商標（第4936432号）である。

表 1   KBSA630Cの要求特性（成分）
Table 1  Specification for chemical compositions of KBSA630C

表 2   KBSA630Cの要求特性（機械的性質）
Table 2  Mechanical properties of KBSA630C
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され，内ダイアフラムの490 N/mm2 級鋼材の基準強度
（325 N/mm2）以上を満足するために溶接部のシャルピ
ー衝撃特性は47 J以上が望ましいとされている1）。いっ
ぽう，490 N/mm2を超える強度クラスの鋼材に対する検
討では，柱に780 N/mm2 級鋼と梁に建築構造用高性能
590 N/mm2 級鋼（SA440）（以下，SA440）を想定した
ESW部の必要性能を確認する研究 2）において，780 N/mm2

級鋼の柱の場合でも，490 N/m2 級鋼の柱の場合 1） や
SA440の柱の場合と同様の傾向が得られていることが報
告されている。したがって，780 N/mm2級鋼を用いた柱
のESW部で，内ダイアフラムの基準強度を確保するた
め，開発鋼の溶接部のシャルピー衝撃特性は47 J以上を
目標とした。

2．	780 N/mm2 級鋼における大入熱溶接熱影響
部高じん化技術

　HAZは，溶接金属との境界近傍では，高温にさらさ
れることでオーステナイト（γ）単相組織となる。溶接
入熱量の増大にともない，高温にさらされる時間は長時
間化し，冷却速度も緩やかとなる。このため，一般的に
大入熱溶接時のHAZでは粗大化したγから変態するこ
とにより最終組織が粗大化しやすい。また，冷却途中の
未変態γは緩やかな冷却によりCが濃縮することで安定
化し，脆い硬質相である島状マルテンサイト（以下，
MA）が生成しやすくなりHAZは低じん化する。
　これに対して，γの粗大化については鋼中に酸化物を
微細分散させ，酸化物によるピン止め効果によりHAZ
のγの粗大化を抑制した報告 3）がある。また，Si元素を
低減することでMA生成を抑制する報告 4）があり，こ
れらは590 N/mm2 級鋼以下の強度クラスでの大入熱溶
接対応鋼として適用されている。
　また，HAZの組織がベイナイトとなる590～780 N/mm2

級鋼において，弱炭化物生成元素によりHAZのベイナ
イト組織の多方位化による組織微細化とＣ添加量を低減
することにより，MA生成を抑制する微細低炭素ベイナ
イト技術（低カーボン多方位ベイナイト）5）が報告され
ている。
　BOX柱に適用されるESWでは溶接入熱は1,000 kJ/cm
にもなるため，従来，780 N/mm2級鋼で適用されてきた
溶接入熱と比較するとHAZはより緩やかな冷却となる。
また，従来ESWが適用されてきた590 N/mm2級鋼以下
の強度クラスの鋼板と比較して，780 N/mm2級鋼では母
材強度確保の観点から多くの合金元素の添加が必要とな
る。このため，HAZのγは安定化しやすく，大入熱溶
接適用時は緩やかな冷却もあいまってMAがさらに生成
しやすくなる。
　以上より，本開発では780 N/mm2級鋼でのESW適用

を目標にMA生成のさらなる抑制を志向して鋼板成分を
検討した。従来鋼の成分（表 3）を基本組成として，Cr, 
Mo, C, Si, Mnの各元素を変化させた供試鋼から採取し
た12.5 mm×33 mm×55 mmの角状試験片を使用した。
大入熱溶接時のHAZ組織を一様に再現するために再現
熱サイクル装置を使用して，ESWのボンド部の熱履歴
を想定した単サイクル（図 1）を付与した。熱サイクル
付与後に組織観察を行い，各元素添加量がMA生成に及
ぼす影響を調査した。その結果，Cr, Moを増加，C, Si, 
Mnを低減させた成分でMA生成が抑制されることを確
認した（図 2）。2 章の冒頭で述べたように，MAは，γ
からの変態の過程で未変態γへCが濃縮することでγが
安定化した結果，生成されると言われている。Cr, Mo
の増加はγを熱的に安定化させずに低温変態組織を形成
することでMA生成を抑制したものと考えられる。ま
た，C, Si, Mnの低減は未変態γへ濃縮するCそのものの
低減効果に加え，鉄炭化物生成の促進による未変態γか
らのMA生成抑制に寄与したと考えられる。

3．開発鋼の特性

3. 1　成分および母材特性
　開発鋼の成分を表 4 に示す。開発鋼の成分は，2 章の
検討結果をもとに，供試鋼からCr, Moを増加させ，C, 

表 3   従来鋼の化学成分
Table 3  Base chemical compositions of conventional steel

図 1   ESWを想定した熱履歴
Fig.1   Thermal history assumed for ESW

図 2 	 CrおよびMoの増加とC，Si，Mnの減少がMA抑制に与え
る影響

Fig.2 	 Effect of increased Cr and Mo and reduced C, Si, and Mn on 
MA suppression



神戸製鋼技報/Vol. 74 No. 2（Nov. 2025） 13

Si, Mnを低減した。
　開発鋼はTMCP（Thermo Mechanical Control Process; 
熱加工制御）技術を活用して製造した。製造した開発鋼
に対して引張試験，シャルピー衝撃試験を実施した

（表 5）。引張特性，シャルピー衝撃特性ともに目標とす
る780 N/mm2 級鋼材（KBSA630）の規格値を十分満足
している。
3. 2　溶接性
　開発鋼に対してy形溶接割れ試験を実施した。溶接条
件および試験結果をそれぞれ表 6 および表 7 に示す。
評価には，780 N/mm2 級に加えて590 N/mm2 級の溶接
材料を用いた。いずれも良好な溶接性を有する。
3. 3　溶接継手特性
3. 3. 1　ESW継手特性
　内ダイアフラム溶接継手を想定した高効率な大入熱 1
パスESWの継手特性を評価した。溶接条件を表 8 に示
す。内ダイアフラムには，590 N/mm2級鋼を用いた。

　施工後の継手部から，建築鉄骨溶接部の機械的性質の
標準マニュアル 6）の要領で，溶接金属引張試験片はJIS 
Z 3111 A1号にて採取した。シャルピー衝撃試験片は
JIS Z2242 Vノッチ試験片とし，Weld Metal（Bond-1 
mm）, Bond, HAZ（Bond+1 mm）にてシャルピー衝撃
試験片を採取した。試験片の採取位置を図 3 に示す。
　図 4 に継手マクロ写真を示す。十分な溶け込み幅が
得られている。表 9 に示すとおり，ESW溶接金属は内
ダイアフラムの590 N/mm2 級鋼母材規格下限値（0.2%
耐力≧440 N/mm2，引張強さ≧590 N/mm2）を満足し
ている。シャルピー衝撃特性は，84～193 Jであった。
同様の溶接方法にて施工した従来鋼（表 3）に対し改善
しており，開発目標である 0℃で47 J以上を満足してい
ることを確認した。
3. 3. 2　SAW継手特性
　角継手を想定した高能率な大入熱 1 パスSAWの継手
特性を評価した。溶接材料および溶接条件を表10に示

表 4   開発鋼の化学成分例
Table 4  Representative chemical composition of the developed steel

表 5   開発鋼の機械的性質
Table 5  Mechanical properties of the developed steel

表 6   y形溶接割れ試験の溶接条件
Table 6  Welding conditions for Y-groove weld cracking test

表 7   y形溶接割れ試験結果
Table 7  Results of Y-groove cracking test

表 8   ESW条件
Table 8  Condition of ESW
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す。溶接材料は開発SAW材料 7）である。
　図 5 に断面マクロを示す。良好な溶け込みが得られ
ている。図 6 に試験片採取位置を示す。建築鉄骨溶接
部の機械的性質の標準マニュアル 6）の要領で，引張試
験片はJIS Z 3111　A1号とし，母材表層から10 mm位

置のDEPO中央で試験片を採取した。シャルピー衝撃
試験片はJIS Z2242 Vノッチ試験片とし，母材裏面から
7 mm位置のWeld Metal，フランジ側Bond & HAZ，
さらにBond＆HAZからHAZ側 1 mm位置のBond & 
HAZ +1 mmで試験片を採取した。

図 3   試験片採取位置（ESW）
Fig.3   Test specimen sampling position (ESW)

表 9   ESW継手の機械的性質
Table 9  Mechanical properties of ESW joint

図 4   ESW継手のマクロ写真
Fig.4   Cross-sectional macrostructure (ESW)

表10  SAW条件
Table10  Condition of SAW

図 5   SAW継手のマクロ写真
Fig.5   Cross-sectional macrostructure (SAW)

図 6   試験片採取位置（SAW）
Fig.6   Test specimen sampling position (SAW)
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　表11にSAW継手の機械的性質を示す。溶接金属部の
引張特性は780 N/mm2 級鋼の母材規格下限値（0.2%耐
力≧630 N/mm2，引張強さ≧780 N/mm2）を十分満足
することを確認した。シャルピー衝撃特性は46～55 Jで
あり，同様の溶接方法にて施工した従来鋼（表 3）に対
し改善していることを確認した。

むすび＝本開発鋼は，780 N/mm2級鋼における大入熱 1
パス溶接施工に対しても，優れた母材特性および溶接継
手特性を有し，従来課題であった施工効率と性能確保の
両立を実現できることが確認された。今後は，実構造物
への適用を見据えたさらなる検証を進めるとともに，建

築鋼構造物の高性能化・高効率化に貢献する材料として
の展開を図っていく予定である。
　
参　考　文　献
1）	 日本鋼構造協会. 内ダイアフラム エレクトロスラグ溶接部の脆

性的破断防止ガイドブック. 2016.
2）	 日本鋼構造協会. 高強度鋼材の各種溶接部の必要性能の明確化に

関する研究報告書. 2023, p.27-52.
3）	 児島明彦ほか. 新日鉄技報. 2004, No.380, p. 2 -5．
4）	 大森章夫ほか. JFE技報. 2014. No.33, p.25-33.
5）	 畑野　等ほか. R＆D神戸製鋼技報. 2004, Vol.54, No.2, p.105-109.
6）	 日本鋼構造協会. 建築鉄骨溶接部の機械的性質の標準試験マニュ

アル ～引張試験・シャルピー衝撃試験～ JSS Ⅳ 13, 2016. 
7）	 山本貴大ほか. 溶接学会全国大会講演概要第115集. 2024, p.194-

195.

表11  SAW継手の機械的性質
Table11  Mechanical properties of SAW joint
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まえがき＝建築向け厚鋼板は建築構造物において柱・梁
（はり）などに使用されている。近年，建築構造物の設
計条件や施工環境の変化により，厚鋼板に要求される性
能が多様化している。
　首都圏を中心にしゅん工・計画されている建築構造物
では，空間の有効利用を目的として高層かつ柱間隔（ス
パン）が大きい設計が採用されている1）。高層かつ大ス
パンの建築構造物では柱・梁にかかる荷重が大きくなる
ため，使用される鋼材が高強度化・厚肉化される傾向に
ある。建築構造用鋼板として初めて規格化されたSN材

（JIS G 3136，1994年）の強度クラスは400 N/mm2 級，
490 N/mm2 級である。その後，高強度の建築構造用鋼
板として590 N/mm2級が規格化され，近年では780 N/
mm2 級の適用も進んでいる。これに伴い，鋼板の母材
特性や継手特性に関する報告も増えている 2）～4）。
　建築構造物の安全性確保には，南海トラフ巨大地震や
首都直下型地震など，将来予想される大地震への備えが
必要である。図 1 に溶接により製作された溶接組立箱
形断面柱（BOX柱）の模式図を示す。BOX柱では阪神
淡路大震災で柱/梁端溶接部からの破断が生じた事例が
報告されている5）。また，BOX柱の外殻であるスキンプ
レートと柱内部で柱／梁の応力伝達を担う内ダイアフラ
ムとの溶接部において，裏当て金とスキンプレートの隙

間（スリット）先端部からの脆性（ぜいせい）破壊 6）

が確認されている。このように，溶接部が破壊の起点と
なることが明らかになっており，鋼板に対しては安全性
確保に必要な溶接熱影響部（HAZ）じん性の要求が高
まっている。
　また，少子高齢化や労働力不足，働き方改革による設
計・施工工期の長期化，さらに地球温暖化による作業環
境の悪化が懸念されている。これらの課題に対し，溶接
時の施工効率向上やエネルギー消費量の低減の観点か
ら，予熱なしで溶接できることが鋼材に求められてい
る。

大入熱溶接対応建築構造用TMCP鋼板
森下史弥＊1・川野晴弥＊1

TMCP Steel Plate for Architectural Structures Compatible with High-Heat 
Input Welding
Fumiya MORISHITA・Haruya KAWANO

要旨
大入熱溶接におけるHAZじん性と溶接性に優れた建築構造用550 N/mm2級TMCP鋼「KCL A385C-ST」，同590 
N/mm2級TMCP鋼「KCL A440C-ST」の設計コンセプトと特性を紹介する。
本商品はTMCP技術を最大限に活用するとともに，当社独自に確立したHAZ組織制御技術により，HAZじん性と
溶接性の両立を実現している。
これにより，幅広い板厚で母材特性を満たす。また，溶接後の冷却速度が遅くHAZじん性に不利なスキンプレー
トと内ダイアフラムの板厚組み合わせのESWでも70 J以上のHAZじん性を満足している。

Abstract
This paper introduces the design concept and properties of the 550 N/mm2 class TMCP steel, “KCL A385C-
ST,” and the 590 N/mm2 class TMCP steel, “KCL A440C-ST,” for architectural structures, which have excellent 
HAZ toughness and weldability in high-heat input welding.  These products fully exploit TMCP technology 
to achieve both HAZ toughness and weldability, leveraging Kobe Steel’s proprietary HAZ structure control 
technology.  They meet the required base material characteristics for a wide range of plate thicknesses.  In 
addition, a HAZ toughness of 70 J or greater has been achieved, even in electroslag welding (ESW), through 
combined thicknesses of skin plate and inner diaphragm, where the post-welding cooling rate is slow and not 
conducive to HAZ toughness.

検索用キーワード
TMCP，高HAZじん性，大入熱溶接，スキンプレート

■特集：建築・土木を支えるKOBELCOの材料およびソリューション	 FEATURE : KOBELCO’s Materials and Solutions for Architecture and Civil Engineering

（技術資料）

＊1 鉄鋼アルミ事業部門　技術開発センター　鋼板開発部

図 1   建築鉄骨構造の模式図
Fig.1   Schematic diagram of architectural structure



神戸製鋼技報/Vol. 74 No. 2（Nov. 2025） 17

　そこで，当社ではこれらのニーズにこたえるため，溶
接性，およびHAZじん性に優れた建築構造用の高強度
TMCP鋼をメニュー化している。本稿では，引張強さ
550 N/mm2級のKCL A385C-ST注）および590 N/mm2級
のKCL A440C-STを取り上げて，設計コンセプト，機
械的特性，および継手特性を紹介する。

1．大入熱対応TMCP鋼の要求特性

　表 1 に成分規格値を示す。溶接性を確保するために
炭素当量（Ceq）および溶接割れ感受性組成（PCM）を
低減した成分規格となっている。
　表 2 に母材特性の規格値を示す。継手特性としては，
BOX柱のスキンプレート／内ダイアフラムの接合部で
適用されるエレクトロスラグ溶接（ESW）において，
試験温度 0℃でのHAZじん性70 J以上が求められてい
る。これは高い安全性を確保するための重要な要求性能
である7）。
　本鋼板が適用されるBOX柱では，柱内部にコンクリ
ートを充填するCFT（Concrete Filled Tube）構造の採
用が進んでいる。CFT構造を採用すると軸方向の圧縮
座屈耐力が増加し，スキンプレートを薄肉化できる8）。
その結果，スキンプレートと内ダイアフラムとの板厚差
が大きい構造が増加している。
　板厚差が大きくなるとスキンプレートからの熱放散が

小さくなる。その結果，図 2 および図 3 に示すように，
スキンプレートにおけるHAZが大きくなる。内ダイア
フラム厚 tdに対するスキンプレート厚 ts（板厚比：ts/td）
が小さいほど，スキンプレートへの熱放散が律速とな
り，溶接後の冷却速度は遅くなる。下村らの解析結果9）

によれば，板厚比が0.7程度までは板厚比が小さくなる
ほど冷却速度は遅くなっている。
　本鋼板は，冷却速度が遅い板厚比0.7程度の条件でも，
HAZじん性70 J以上を確保できるように設計した鋼板
である。

2．大入熱対応TMCP鋼のコンセプト

　ESWの特徴は角継手や柱／柱継手など他部位の溶接
法に比べて溶接入熱が大きいことである。溶接入熱が大
きいほどHAZが溶融温度近傍の高温にさらされる時間
が長く，溶接後の冷却速度が低下する。その結果，ESW
部のHAZ組織は旧オーステナイト（γ）粒が粗大化す
る 10）とともに，粒界フェライトや上部ベイナイト，硬
質なM-A（Martensite-Austenite constituent）が形成さ
れる11）。M-Aは脆性き裂の起点として作用するため，ま
た粗大な粒界フェライトや上部ベイナイトはき裂伝播

（でんぱ）に対する抵抗が小さいため，HAZじん性が低
下する。
　そこで，本商品では冷却速度が遅い板厚比0.7程度の

脚注） KCLは当社の登録商標（第2040156号）である

表 2   大入熱溶接対応TMCP鋼の要求特性（母材）
Table 2  Specification for mechanical properties of KCL A385C-ST and KCL A440C-ST

表 1   KCL A385C-STおよびKCL A440C-STの要求特性（成分）
Table 1  Specification for chemical composition of KCL A385C-ST and KCL A440C-ST

図 3   ESWのマクロ組織
（スキンプレート厚50 mm，内ダイアフラム厚70mm）

Fig.3   Macro structure of ESW  joint for ts=50 mm and td=70 mm

図 2   ESWのマクロ組織
（スキンプレート厚70 mm，内ダイアフラム厚70 mm）

Fig.2   Macro structure of ESW  joint for ts=70 mm and td=70 mm



18 KOBE STEEL ENGINEERING REPORTS/Vol. 74 No. 2（Nov. 2025）

条件でも優れたHAZじん性を満足すべく，脆性き裂の
発生と伝播に着目した組織制御をはかることとした。
　まず，き裂発生の抑制に対しては，起点となるM-A
の低減が有効である。M-Aは冷却過程で未変態のγがC
濃縮により熱的に安定化し，低温でマルテンサイトに変
態することで形成される。本鋼板では従来鋼に対してC
量を低減し，γの熱的安定性を抑制している。くわえて，
未変態γからセメンタイトとフェライトへの変態を促進
することで，低温で残留している未変態γを低減するこ
とも有効である。γ→セメンタイト，フェライト変態は
Cのほかにセメンタイト，フェライトに濃化する元素も
拡散することで進行する。本鋼板ではフェライトへの濃
化度合いが大きく，セメンタイト析出を抑制する元素で
あるSiの添加量を低減することで未変態γからのセメ
ンタイト析出を促進し，M-Aの生成を抑制した。Cやそ
の他添加元素は強度の確保に必要であるが，添加量の低
減に対してTMCP技術を活用することでM-Aの低減と
母材強度の両立が可能となっている。
　また，き裂伝播抵抗の向上に対してはHAZ組織の微
細化が必要である。HAZ組織を微細化するためには旧
γの粗大化を抑制すること，および旧γから形成される
変態組織を微細化することが有効であり，種々元素の活
用によりこれらを実現している。
　旧γ粒の粗大化については，TiNの微細分散を活用し
た 12）。いっぽう，変態組織の微細化についてはKCL 
A385C-STとKCL A440C-STで異なる組織制御技術を活
用した。KCL A385C-STはフェライト主体のHAZ組織

であることから，フェライトの生成頻度を高めるために
TiN，BNを核生成サイトとして分散析出させている。
KCL A440C-STは上部ベイナイト主体のHAZ組織であ
り，ベイニティックフェライトの核生成頻度を大きくす
るためにCu，Cr，Niの弱炭化物生成元素を添加した13）。

3．大入熱対応TMCP鋼の特性

3. 1　母材特性
　表 3 および表 4 にKCL A385C-STおよびKCL A440C-
STの成分例を示す。いずれも溶接性確保に必要なCeq
およびPCM の基準を満たしている。表 5 および表 6 に
KCL A385C-STおよびKCL A440C-STの母材特性を示
す。TMCPの活用により高強度・低降伏比（YR）を両
立している。
3. 2　溶接性
　溶接性を評価するため，y形溶接割れ試験を実施した。
表 7 に示した試験条件にて予熱なし（試験温度 0℃）で
も断面割れは確認されなかった。
3. 3　継手特性
　表 8 にESWの開先形状および溶接実績を示す。HAZ
じん性に不利な組み合わせとして，KCL A385C-STでは
スキンプレート厚40 mm（板厚比0.67），KCL A440C-ST
では同45 mm（板厚比0.69）の試験体を製作した。
　つぎに，当該試験体よりJSSC 建築鉄骨溶接部の機械
的性質のマニュアル 14）に準拠してESW部のHAZじん
性を評価した。シャルピー衝撃試験片を図 4 のとおり
採取し，試験温度 0℃での平均吸収エネルギーを評価し

表 5   KCL A385C-STの母材特性
Table 5  Mechanical properties of KCL A385C-ST

表 6   KCL A440C-STの母材特性
Table 6  Mechanical properties of KCL A440C-ST

表 3   KCL A385C-STの化学成分の一例
Table 3  Example of chemical composition of KCL A385C-ST

表 4   KCL A440C-STの化学成分の一例
Table 4  Example of chemical composition of KCL A440C-ST
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た。その結果を図 5 および図 6 に示す。いずれのノッ
チ位置においても平均で70 J以上のHAZじん性を示し
た。

むすび＝本稿では，HAZじん性および溶接性に優れた
大入熱溶接対応 TMCP 鋼 KCL A385C-ST および KCL 
A440C-STの設計コンセプトおよび特性を紹介した。き
裂の発生抑制に対しては未変態γの熱的安定性を低下さ
せ，マルテンサイト変態を抑制する成分設計により，
M-Aの生成を抑制した。き裂の伝播抵抗の向上に対し
ては，粒内での核生成頻度を高める成分設計により変態
組織の微細化を実現した。その結果，HAZじん性に不
利とされている条件のESWでも70 J以上の優れたHAZ
じん性を示した。また，母材特性についてもTMCP技
術を最大限活用することで，高強度かつ低降伏比（YR）
の両立を実現した。
　当社では今後もお客様のニーズに応える商品を開発・
提供することで安全・安心な社会の実現に貢献していく
所存である。
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図 4   シャルピー衝撃試験位置
Fig.4   Test positions for Charpy impact tests

表 7   y形溶接割れ試験の溶接条件
Table 7  Welding conditions for Y-groove weld cracking test

表 8   溶接条件および開先形状
Table 8  Welding conditions and groove shape

図 5   シャルピー衝撃試験結果（KCL A385C-ST）
Fig.5   Results of charpy impact test for KCL A385C-ST

(ts＝40mm and td＝60mm)

図 6   シャルピー衝撃試験結果（KCL A440C-ST）
Fig.6   Results of charpy impact test for KCL A440C-ST

(ts＝45mm and td＝65mm)
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まえがき＝冷間成形角形鋼管は，柱梁接合部を通しダイ
アフラム形式とし，その溶接にロボット溶接を適用する
ことで鉄骨生産性が高く，広く普及している。しかし，
冷間プレス成形角形鋼管は角部が冷間加工されて鋼管角
部のじん性は低下しやすいことが一般的に知られてい
る。また，通しダイアフラム溶接の溶接熱影響部（Heat 
Affected Zone，以下，HAZ）からの早期の脆性（ぜい
せい）破壊も懸念される。これらを防止するため，冷間
プレス成形角形鋼管を柱に用いる場合，溶接組立箱形断
面柱には適用されない設計付加事項による安全率が告示
により課されている（昭和55年建設省告示第1791号第 2，
平成19年国土交通省告示第594号第 4）。
　従来から，冷間プレス成形角形鋼管の合理的な設計の
観点において告示により課される設計付加事項を除外す
るために，冷間曲げ加工によりじん性が低下する角部で
のじん性確保と，通しダイアフラム溶接部のHAZのじ
ん性改善が求められていた。これらの要求に沿う十分な
角部じん性を有し，脆性破壊防止溶接積層法を適用する
ことで通しダイアフラム溶接部のHAZじん性が確保さ
れた冷間プレス成形角形鋼管が開発されBCP325Tとし
て知られている1），2）。BCP325Tは告示により課される

設計付加事項を除外可能であり，設計上の取り扱いを溶
接組立箱形断面柱と同条件とすることが可能である。し
かしながら，脆性破壊防止溶接積層法の適用が不可欠で
あったため，その施工に必要なビードサイズや位置の管
理などの手間が大きく，ファブリケーターからはさらな
る改善が求められていた。
　そこで，当社では脆性破壊防止溶接積層法の適用が不
要で， 従来，告示により課されてきた設計付加事項を除
外できる冷間プレス成形角形鋼管を，佐々木製鑵工業株
式会社と共同で開発した 3）～7）。本稿では，建築構造用
高 性 能 490 N/mm2 級 冷 間 プ レ ス 成 形 角 形 鋼 管
SBCP325TF注），550 N/mm2 級冷間プレス成形角形鋼管
SBCP385TFについて紹介する。

1．開発コンセプト

  SBCP325TFとSBCP385TFでは鋼管角部のじん性の
安定確保は，熱加工制御（Thermo-Mechanical Control 
Process：以下，TMCP）技術を活用した素材鋼板製造
時の温度の厳格管理により素材鋼板を高じん性化するこ

建築構造用高性能490 N/mm2級および550 N/mm2級冷間
プレス成形角形鋼管
山口徹雄＊1・伊藤冬樹＊2・岡野重雄＊3・高橋弘志＊4

High-Performance Cold-Press-Formed Rectangular Columns (490 N/mm2 
and 550 N/mm2 Grades) for Building Structures
Tetsuo YAMAGUCHI・Fuyuki ITO・Shigeo OKANO・Hiroshi TAKAHASHI

要旨
本稿では，490 N/mm2級（SBCP325TF）および550 N/mm2級（SBCP385TF）の高性能冷間プレス成形角形鋼管
の開発とその特性を紹介する。本鋼管の開発では角部および溶接熱影響部（Heat Affected Zone : HAZ）における
じん性の安定確保を，TMCP（Thermo-Mechanical Control Process）の適用による素材鋼板の高じん性化と低fHAZ

管理とした化学成分により達成した。これにより，従来必要とされた脆性（ぜいせい）破壊防止溶接積層法を適
用せずに告示で要求される設計付加事項を除外可能とした。構造性能（短柱圧縮・部材曲げ）においても優れた
結果を示し，大臣認定および日本建築センター評定を取得している。既に実物件への適用も進行中である。

Abstract
This paper presents the development and characteristics of high-performance cold-press-formed rectangular 
columns, SBCP325TF (490 N/mm2 grade) and SBCP385TF (550 N/mm2 grade). To ensure stable toughness in 
the corners and heat-affected zones (HAZ), the thermo-mechanical control process (TMCP) has been applied to 
enhance the toughness of the base steel plate, while the chemical composition has been optimized to achieve 
a low fHAZ index. As a result, the additional design requirements specified in the public notice can be omitted, 
eliminating the need for the previously required non-brittle-fracture welding. Furthermore, both short-column 
compression and member bending tests confirmed excellent structural performance, and these achievements 
led to ministerial approval and certification by the Building Center of Japan. These columns are already being 
used in actual buildings.
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490 N/mm2級鋼材，550 N/mm2級鋼材，冷間成形角形鋼管，TMCP，溶接部性能，短柱圧縮試験，塑性変形性能

■特集：建築・土木を支えるKOBELCOの材料およびソリューション	 FEATURE : KOBELCO’s Materials and Solutions for Architecture and Civil Engineering

（技術資料）

＊1 鉄鋼アルミ事業部門　技術開発センター　鋼板開発部　＊2 鉄鋼アルミ事業部門　厚板ユニット　厚板商品技術部
＊3 元　佐々木製鑵工業株式会社　技術部　＊4 佐々木製鑵工業株式会社　技術部

脚注） SBCPは佐々木製鑵工業㈱の登録商標（第5926438号）である。



神戸製鋼技報/Vol. 74 No. 2（Nov. 2025） 21

とを前提とした。これをもとに，合金設計の最適化によ
りHAZじん性の向上を図ることとした。
　マグ溶接熱影響部靭性指標であるfHAZ が高く，Ti・N
管理がなされていない従来の鋼材成分では，一般的には
単層溶接のHAZ組織は粗粒化しぜい化する 8）。そこで，
本開発鋼管では，低合金化，および低P･S化とTi･Nの
成分管理により低fHAZ 化（0.46%以下）した成分設計と
している。古谷らの報告 8）にある単層溶接と同等条件
にて溶接施工（入熱40 kJ/cm，パス間温度350℃）し
て作製したサンプルのミクロ組織写真を図 1 に示す。本
開発鋼管においては，従来，脆化しやすかった単層溶接
のHAZ組織においても，一般的にHAZのじん性が良好

な多層溶接と同程度の微細なフェライト状組織となって
いる。これにより，HAZじん性の安定確保を図った。

2．開発鋼管の特性

2. 1　成分および鋼管母材特性
　表 1，表 2 に鋼管母材の化学成分と機械的性質の一例，
およびその規格を示す。化学成分は 1 章の開発コンセプ
トのとおり低fHAZ化を達成する成分設計としている。機
械的性質の評価における引張試験片は，平板部では圧延
直角方向に，角部は管軸方向に採取した。平板部の引張
特性は十分にスペックを満足している。角部では冷間加
工の影響によって，平板部より降伏点･引張強さとも上
昇が認められる。シャルピー衝撃試験片は，管軸方向に
て平板部では表面から t/4 を，角部では外表面から 6 
mm内側の位置を中心として採取した。角部のシャルピ
ー吸収エネルギーは平板部より若干低下するものの，
TMCP技術を活用した高じん性な素材鋼板を用いるこ
とで，角部･平板部ともに70J（試験温度：0℃）を超え
る安定した値を実現している。
2. 2　溶接部特性
　角形鋼管柱と通しダイアフラムの溶接部を模した試験
体を用いて溶接部の特性を確認した。本鋼材の通しダイ

表 1   化学成分
Table 1  Chemical compositions

表 2   機械的性質
Table 2  Mechanical properties

図 1   ミクロ組織例（SBCP385TF）
Fig.1   Example of microstructure (SBCP385TF)
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アフラム溶接部の入熱・パス間温度管理条件を表 3 に
示 す。 溶 接 材 料 は 角 部 の 強 度 上 昇 を 考 慮 し て
SBCP325TFには550 N/mm2級を，SBCP385TFには590 
N/mm2 級を用いた。また，通しダイアフラムはSBCP325TF
には490 N/mm2級鋼材を，SBCP385TFには550 N/mm2

級TMCP鋼材を用いた。
　溶接施工はロボットにて実施した。積層計画を図 2 に
示す。16 mm厚では 5 層 6 パス，19 mm厚では 6 層 8 パ
ス，25 mm厚では8層11パス，28 mm厚では9層13パス，
40 mm厚では12層21パス，60 mm厚では16層40パス
である。入熱･パス間温度実績の一例を図 3 に示す。パ
ス間温度は平板部で測定している。28 mm厚，40 mm厚
および60 mm厚では，一部のパス間温度で250℃に近い
実績も見られている。図 4 に断面マクロの一例を示す
が，図 2 の積層図の通り溶接され，溶接欠陥も見られな

かった。
　表 4 に，溶接部特性の一覧を示す。パス間温度が高
いと冷却速度は遅くなり，溶接金属強度やHAZじん性
の低下が考えられる。28 mm厚，40 mm厚，60 mm厚の
パス間温度は250℃に近かったが，溶接金属引張試験で
は鋼管母材より 1 グレード高い強度クラスを満足するこ
とを確認した。加えて，継手引張試験においても平板部，
角部のいずれも母材で破断し鋼管母材の引張強さの下限
を満足することを確認した。シャルピー衝撃試験では，
1 章の開発コンセプトのとおり低fHAZ管理とした角形鋼
管母材を用いることにより，パス間温度が250℃に近い
試験体のBOND位置も含め，いずれの試験位置におい
ても70J（試験温度：0℃）を超える安定した値が確保
できていることを確認した。

表 3   通しダイアフラム溶接部の入熱・パス間温度管理条件
Table 3  Heat input and interpass temperature control conditions for through diaphragm welds

図 2   溶接積層図の例
Fig.2   Examples of weld build-up diagram

図 3   入熱･パス間温度実績例
Fig.3   Examples of heat input and interpass temperature records
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3．構造性能

3. 1　短柱圧縮試験（SBCP385TF）
　一般的に，柱材では構造耐力上支障のある局部座屈を
生じさせないために昭和55年建設省告示第1791号第 2，
同第1792号第 1 および第 3 に示される幅厚比制限値が
適用される。しかしながら，その適用強度クラスは基準
強度で235～375 N/mm2となっている。SBCP385TFは，
基準強度375 N/mm2 を超えるため，短柱圧縮試験を行
い，局部座屈に対する塑性変形性能を確認した。
　試験体と実験結果の一覧を表 5 に示す。試験体は16 
mm厚と12 mm厚の鋼板から冷間プレスにより成形し
た幅厚比をパラメータとした計 3 体である。鋼構造建築
物の構造性能評価試験法に関する研究 9）にある短柱圧
縮試験と同様に，試験体高さ（H）は，辺長（D）の 3
倍とした。
　応力-ひずみ関係を図 5 に，短柱圧縮試験後の外観例
を図 6 に示す。いずれの試験体においても最大荷重を
経過後に局部座屈が進行し終局した。D/tが小さくなる
に従い，局部座屈の発生するひずみは大きくなり，塑性

変形倍率･応力上昇率とも大きくなる結果を得た。限界
状態設計指針 10）に示される幅厚比ランクごとの目標値
との比較を図 7 に示す。本鋼管は幅厚比ランクごとの
目標値を満足する塑性変形能力を有していることが分か
る。
　これらの結果より，基準強度が385 N/mm2 である本
鋼管においても，昭和55年建設省告示に示される幅厚
比制限値を適用しても問題ないことを確認し，日本建築
センター評定を得ている。
3. 2　部材曲げ実験
3. 2. 1　実験計画
　角形鋼管柱－通しダイアフラム溶接部の柱部材として
の塑性変形能力確認のため，部材曲げ実験を実施した。
部材曲げ実験に用いた鋼管，ダイアフラム，溶接材料お
よび溶接条件は，短柱圧縮試験で適用した条件と同一で
ある。試験体は図 8 に示すように，中央部に 2 枚の通し
ダイアフラムを溶接したものを用いた。試験体一覧を表
6 に，試験載荷状況を図 9 に示す。通しダイアフラム溶
接部からの破断による塑性変形能力を評価するため，断
面の幅厚比ランクは座屈が生じないようにFAランクと

図 4   断面マクロ写真例（平板部）
Fig.4   Examples of cross-sectional macrograph (flat plate section)

表 4   溶接継手および溶接金属の引張試験，溶接部のシャルピー衝撃試験結果
Table 4  Results of tensile tests on welded joints and weld metal, and Charpy impact test of weld zone
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図 7   塑性変形倍率－一般化幅厚比関係
Fig.7 	 Plastic deformation ratio-generalized width-

to-thickness ratio relationship

図 8   部材曲げ試験体セットアップ
Fig.8   Configuration of bending test specimen for structural component

表 6   部材曲げ実験　試験体一覧
Table 6  List of specimens for bending test

図 9   試験載荷状況
Fig.9   Loading condition in member bending test

図 5   応力－ひずみ関係
Fig.5   Stress-strain relationship

図 6   短柱圧縮試験後の外観（試験体FB）
Fig.6 	 Appearance after stub column compression 

test

表 5   短柱圧縮試験体一覧
Table 5  List of stub column compression test specimens
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し，SBCP325TF，SBCP385TFとも幅厚比を変化させて
2 体ずつ実験を行った。載荷方向は45°とした。
　載荷は，全塑性耐力の計算値Mp に対応する弾性部材
角θpに対して，±0.5θpで予備載荷した。その後，2θp，
4θp，6θp，…の変形量を正負各 2 回ずつ与える正負交
番漸増繰返し載荷とした。荷重が最大荷重の90%まで
低下した時点で載荷終了とした。
3. 2. 2　実験結果
　部材曲げ実験終了後の試験体の破断部外観写真を図
10に，曲げモーメント－部材角関係の一例を図11に示
す。図11の縦軸の曲げモーメントはMp で，横軸の部材
角はθp で無次元化している。SBCP325TF，SBCP385TF
の計 4 体のいずれも終局サイクルで延性き裂の進展によ
り荷重が低下し，実験を終了した。
　図12には，幅厚比と累積塑性変形倍率の関係を示し
ており，今回の部材曲げ実験で得られた各試験体の結果

（プロット）と「各ランクの柱に必要とされる累積塑性

変形倍率11）」との比較を示している。破面性状も確認し
ており，図13に破断部の断面マクロ写真を，図14に破
面のSEM観察の一例を示すが，延性的に破断していた。
これらの結果から，鋼管角部とHAZのじん性を向上さ
せることで，早期の脆性的な破断を防止し，柱に必要と
される累積塑性変形倍率を安定して上回っていることを
確認した。

4．角形鋼管の製造可能範囲と製造実績

　製造可能範囲と製造実績について紹介する。表 7 お
よび表 8 に製造可能寸法表を示す。SBCP325TFは最大
で□1000 mm×40 mm，SBCP385TFは最大で□1400 
mm×60 mmの大径厚肉サイズまでの製造が可能である。
　SBCP325TF，SBCP385TF製造の角部じん性の実績を
図15および図16に示す。角部のシャルピー衝撃試験片
は，管軸方向にて外表面から 6 mm内側の位置を中心
として採取したものである。これまで多くの製造実績が
あるが安定したじん性を確認している。

図10  SBCP385TF（□450×40）実験終了時の破断部外観
Fig.10  Fracture appearance at the end of the test for SBCP385TF (□450×40)

図11  M-θ関係の例
Fig.11  Examples of M-θ relationship

図12  幅厚比－累積塑性変形倍率関係
Fig.12  Width-to-thickness ratio-cumulative plastic deformation

図13  破断サイクル後の破断角部　断面マクロ写真
（SBCP385TF  □450×40）

Fig.13	Cross-sectional macrograph of fractured corner after failure 
cycle (SBCP385TF  □450×40)

図14  破断面のSEM観察写真（SBCP385TF  □450×40）
Fig.14  SEM images of fracture surface (SBCP385TF  □450×40)
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むすび＝高性能冷間プレス成形角形鋼管SBCP325TF，
SBCP385TFは，角部も含めた良好な母材特性および溶
接部特性を有するとともに，優れた構造性能を有するこ
とを確認した。2020年 6 月に大臣認定を取得するととも
に，脆性破壊防止溶接積層法の適用なく溶接組立箱形断
面柱には課されない設計付加事項を除外できる設計上の
取り扱いについて，日本建築センターの評定を取得して
いる。
　既に実物件での適用も進んでおり，今後も適用の拡大
が期待される。
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図15  SBCP325TFの角部じん性実績
Fig.15  Corner toughness performance of SBCP325TF

図16  SBCP385TFの角部じん性実績
Fig.16  Corner toughness performance of SBCP385TF

表 7   SBCP325TF直管製造寸法表
Table 7  Fabrication dimension table for straight columns in SBCP325TF

表 8   SBCP385TF直管製造寸法表
Table 8  Fabrication dimension table for straight columns in SBCP385TF
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まえがき＝橋梁構造物における高性能化・長寿命化・施
工合理化のニーズが高まる中，鋼材に求められる性能も
年々高度化している。こうした社会的要請に応えるべ
く，当社は一般社団法人日本鉄鋼連盟「橋梁用鋼材研究
会」における産学連携研究プロジェクトに参画し，SBHS

（Steels for Bridge High Performance Structure）のJIS
規格化（JIS G 3140）に貢献した。SBHSは，これまで
橋梁用鋼材として使用されてきた溶接構造用圧延鋼材

（SM鋼材，JIS G 3106）と比較して，同じ引張強さでも
高降伏点（高YP）の規格となっている。また，じん性
および溶接性においても，より優れた性能を有している
1）。そのため，現時点での汎用的な橋梁用鋼材の中で高
性能な鋼材であるといえる。SBHSはその強度クラスご
と に SBHS400（YP ≧ 400N/mm2），SBHS500（YP ≧
500N/mm2），SBHS700（YP≧700N/mm2）の 3 グレー
ドがあり，耐候性タイプ（W）も加えてJIS規格化され
ている（表 1）。従来 SM 鋼材に対して高 YP である
SBHSの適用は高強度化による鋼橋の鋼重削減に有効で
ある。加えて，溶接作業の効率化（SBHS400，500は予
熱不要，SBHS700は予熱温度：100～120℃から50℃に低
減）による製作性の向上など，鋼橋の建設コスト縮減も
期待される（表 2）。
　当社はSBHSシリーズの開発・商品化を完了しており，

適用実績を着実に伸ばしている状況である。本稿では，
当社開発鋼のうち，まずSBHS500について鋼種設計の
考え方とその特性について紹介する。より高強度な
SBHS700については，鋼種設計の考え方および平坦度
確保のためのプロセス条件の検討内容と特性について報
告する。

1．SBHS500の鋼種設計の考え方と特性

1. 1　SBHS500の鋼種設計の考え方
　優れた靭性と高YPを実現するために，フェライトや
MA（Martensite-Austenite constituent）の生成を抑制
した微細ベイナイトを目標ミクロ組織とした。図 1 に
連続冷却変態図の概念図を示す。Nbを添加しフェライ
ト析出を抑制し，かつフェライトノーズにかからない適
切な冷却速度で冷却することでフェライト析出を抑制し
た。また，Mn，Cu，Niといったオーステナイト（γ）
安定化元素を添加することで変態温度を低下させてい
る。加えて，未再結晶域圧下により粒内からの変態を促
進し，結晶粒微細化を図った。
1. 2　SBHS500の特性
1. 2. 1　母材特性
　表 3 および表 4 に開発鋼の成分および機械的特性を
示す。開発鋼はC添加量を抑制することで溶接割れ感受

橋梁用高降伏点圧延鋼材　SBHSシリーズ
久保田毅＊1

Higher Yield Strength Steel Plates for Bridges: SBHS Series
Tsuyoshi KUBOTA

要旨
SBHSシリーズの厚鋼板について，鋼種設計の考え方とその特性について紹介する。SBHS500はフェライトやMA
の生成を抑制した微細ベイナイト組織を形成させることで，優れたじん性と高YPを実現した。SBHS700はMAを
含まない上部ベイナイト組織に粒子分散強化を活用することで高YP化を実現した。また，それを実現させるため
のプロセス条件として加速冷却条件を適正化することで，平坦度確保と両立した。開発鋼はいずれも母材特性の
規格値を満足しており，十分な溶接性および溶接継手特性を有している。

Abstract
This article introduces the design concept and key characteristics of the thick steel plates of the SBHS series. 
The SBHS500 exhibits excellent toughness and a high yield point (YP) thanks to the formation of a fine bainitic 
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性組成PCM≦0.20を満足しているとともに，要求特性に
も十分適合している。また，道路橋示方書・同解説で規
定された冷間曲げ加工の内側半径を板厚の 5 倍以上を想
定した場合のシャルピー吸収エネルギー200Ｊ以上 2）も
満足している。
1. 2. 2　溶接性および溶接継手特性
　開発鋼に対して，y形溶接割れ試験を実施した溶接条

件および試験結果を表 5 に示す。PCM ≦0.20のため，予
熱なしでも割れは発生しなかった。
　橋梁製作のフランジ同士の板継ぎ溶接を模擬して，
SAW（Submerged Arc Welding）後の特性を評価した。
開先形状および断面マクロ結果を図 2，図 3 に示す。表
6 に溶接条件および継手特性を示す。パス間温度250℃
以下で引張，衝撃特性ともに十分な特性を有している。

表 1   SBHSシリーズの機械的特性
Table 1  Mechanical Properties of SBHS series

表 2   PCMと予熱温度の比較
Table 2  Comparison of PCM and preheating temp.

表 3   開発鋼の化学成分の一例（SBHS500）
Table 3  Example of chemical compositions of developed steel (SBHS500)

表 4   開発鋼の機械的特性の一例（SBHS500）
Table 4  Example of mechanical properties of developed steel (SBHS500)

図 1   CCT曲線の概念図
Fig.1   Conceptual diaglam of CCT curve

表 5   y形溶接割れ試験結果（SBHS500）
Table 5  Results of y-groove weld cracking test (SBHS500)
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2．SBHS700の鋼種設計の考え方と特性

2. 1　SBHS700の鋼種設計の考え方
2. 1. 1　鋼種設計の課題
　表 7 に当社溶接構造用高張力鋼板 K-TENTM780 と
SBHS700機械的特性規格値を示す。SBHS700の特徴と
して，K-TENTM780と引張強度は同じであるがYPが異
なる（すなわち高YP化が必要である）ことが特徴である。
780 N/mm2 級の強度を確保するには上部ベイナイト組
織を活用することが一般的である。しかし，MAを含む
とYPが低下するため 3），MAを含まない上部ベイナイ
ト組織を目標組織とし，粒子分散強化による高YP化を
図った。それを実現するプロセス条件として，加速冷却
時の冷却速度と冷却停止温度を適正化した。
　また，今後，SBHS700は道路橋示方書・同解説に追記
される予定のため，平坦度基準はJISより厳しい道路橋
示方書・同解説で規定された値を満足させることを目標
とし加速冷却時の水量条件の適正化を図った。
　以上，SBHS700開発における二つの課題（高YP化，
平坦度確保）に対し，強化機構およびプロセス条件につ
いて検討した。
2. 1. 2　 高YP化のための強化機構の検討
　上部ベイナイト変態では，ベイニティックフェライト
が析出した後に，未変態γへ吐き出されたＣが濃縮しセ
メンタイトが析出する。そして，その析出形態は冷却速
度に依存することが知られている 4）。そのため，過去知
見から最大厚75mmでも 5 ℃/sec.以上の冷却速度を確
保した。いっぽうで，冷却停止温度の影響は不明確なた
め，セメンタイト析出挙動に及ぼす冷却停止温度影響を
評価した。図 4 に，ベイナイト組織におけるセメンタ
イト形成過程の模式図を示す。前述のように，ベイナイ
ト変態はベイニティックフェライト析出後に排出された
Cの拡散を伴いセメンタイトが形成される。この際，十
分に速い冷却速度で変態開始温度（Bs）から終了温度

（Bf）の間まで連続的に冷却を行えば，Cの拡散距離が
短くなりセメンタイトは粒内に微細に析出する。いっぽ
う，加速冷却をBf以上で停止しその後空冷した場合，C
の拡散が可能となり，セメンタイトはベイニティックフ
ェライト粒界に析出すると考えられる。図 5 に示すよ
うに，セメンタイト分散状態は加速冷却停止温度に影響
を受けることが分かった。そこで，Bs～Bf間のＣ拡散度
合いを図 6 に示す冷却温度履歴中の斜線部の温度と時
間を積分し下記式にて算出したC拡散距離とYPの関係
を整理した。

　　C拡散距離=　　　　………………………………（1）

　図 7 にC拡散距離とセメンタイト粒子間距離，図 8 に
セメンタイト粒子間距離とYPの関係を示す。Bs～Bf間
のC拡散距離が短いほどYPが高くなることが分かった。

∫0
t
Ddt

図 2   SAWの開先形状（SBHS500）
Fig.2   Tip shape of SAW (SBHS500)

表 6   溶接条件および継手特性（SBHS500）
Table 6  Welding conditions and mechanical properties of welded joint (SBHS500)

図 3   SAWの断面マクロ写真（SBHS500）
Fig.3   Macroscopic photograph of SAW (SBHS500)

図 4   セメンタイト形成過程の模式図
（（a）拡散距離が長い　（b）拡散距離が短い）

Fig.4   Schematic diagram of cementite formation process
((a) Long diffusion distance  (b) Short diffusion distance)

表 7   SBHS700とK-TENTM780の機械的特性
Table 7  Mechanical properties of SBHS700 and K-TENTM780
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　以上の結果から，既定のYPを確保するためのセメン
タイト粒子分散強化を活用するためには，加速冷却停止
温度をBf以下とする必要があることが分かった。
2. 1. 3　 平坦度確保のためのプロセス条件検討
　2.1.2項で述べたようにMAを含まない上部ベイナイト
組織を形成し所定のYPを満足させるためにはBf以下の
加速冷却停止温度とする必要がある。したがって，加速
冷却直後のホットレベラー矯正は活用できず，冷却まま
での平坦度制御が必要となる。一般的に加速冷却後の平
坦度不良の原因として遷移沸騰冷却があげられる。加え
て，長手方向温度偏差に起因する圧縮熱応力Pが臨界座

屈応力Pcr（∝鋼板の剛性）を上回って発生する座屈現
象も知られている 5）。そのため，熱応力による座屈を抑
制する必要がある。

　　　　　　　　　……………………………………（2）

　熱応力は，冷却中の鋼板長手温度勾配に起因すると考
えられるため，FEM解析により座屈の発生しない温度
勾配を算出した。それとともに，加速冷却バンク水量の
影響を評価した結果，座屈が生じない適切な水量条件を
見 出 し た（ 図 9）。 以 上 の 技 術 を 活 用 す る こ と で，
SBHS700としての機械的特性と平坦度を両立させるこ

W2
π2ElP>Pcr=

図 5   SBHS700のセメンタイトの分散状況（（a）500℃停止　（b）410℃停止　（c）270℃停止）
Fig.5   Cementite dispersion of SBHS700 ((a) 500℃ stop  (b) 410℃ stop  (c) 270℃ stop)

図 6 	 Ｃ拡散度合いの模式図
Fig.6 	 Schematic diagram of carbon 

diffusion

図 7 	 C拡散距離とセメンタイト粒子間距離
の関係

Fig.7 	 Relationship between carbon diffusion 
distance and cementite particle spacing

図 8 	 セメンタイト粒子間距離と降伏強度の
関係

Fig.8 	 Relationship between cementite particle 
spacing and YP

図 9   SBHS700の加速冷却後形状のFEM解析結果（（a）水量調整前　（ｂ）水量調整後）
Fig.9   FEM analysis results of shape after accelerated cooling of SBHS700 

((a) Before adjusting the water flow rate  (b) After adjusting the water flow rate)
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とが可能となった。
2. 2　 SBHS700の特性
2. 2. 1　母材特性
　表 8 に示す化学成分の鋼を用い， 2.1節で述べた指針
に基づき制御圧延後，Bf以下の加速冷却を実施し焼き戻
しを実施した。表 9 にその母材機械的特性を示す。機
械的特性は引張特性，衝撃特性の規格値を満足してい
る。図10にSEM組織を示すが，セメンタイトが微細分
散した上部ベイナイト組織であった。
2. 2. 2　溶接性および溶接継手特性
　表10に，y型溶接割れ試験条件と結果を示す。予熱
50℃でも母材に割れが無いことを確認した。表11に溶
接条件および溶接継手特性を示す。入熱 5kJ/mmで引
張，衝撃特性ともに十分な特性を有している。

むすび＝今回，橋梁用高降伏点圧延鋼材であるSBHSシ
リーズについて，当社の鋼種設計の考え方と特性の一例
を紹介した。SBHS400（W），SBHS500（W）の適用実績
も増加する中，今後，SBHS700に関しても，特性を踏ま
えた最適な適用を期待したい。
　
参　考　文　献
1）	 一般社団法人　日本鉄鋼協会. 「橋梁用高性能鋼材（SBHS）」～一
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2019, p.5. 
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図10  開発鋼のSEM像（SBHS700）
Fig.10  SEM image of developed steel (SBHS700)

表 8   開発鋼の化学成分の一例（SBHS700）
Table 8  Example of chemical compositions of developed steel (SBHS700)

表 9   開発鋼の機械的特性の一例（SBHS700）
Table 9 	Example of mechanical properties of developed steel 

(SBHS700)

表10  y形溶接割れ試験結果（SBHS700）
Table10  Results of y-groove weld cracking test (SBHS700)

表11  溶接条件および継手特性（SBHS700）
Table11  Welding conditions and mechanical properties of welded joint (SBHS700)
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まえがき＝持続可能な社会の実現に向け，橋梁などの道
路インフラにおいては建設・維持管理・補修・架け替え
までにかかる人的負荷，財政面を考慮したライフサイク
ルコスト（Life Cycle Cost，以下LCC）が重要視され
ている。鋼橋においては鋼材の腐食が代表的な損傷原因
であることから，LCC縮減対策として鋼材の高耐食化や
塗装による防食処理が不可欠である1）, 2）。とくに図 1 に
示すような桁端部では路面からの雨水や土砂が流入し，
加えて風通しの悪い閉塞的な構造により水分や塩分など

の腐食因子が長時間滞留するためほかの箇所よりも厳し
い腐食環境となり，鋼板と塗装の界面で塗膜下腐食が発
生しやすい 3）。その結果塗装による防食機能が低下する
ため一定の周期で塗替えを行う必要があり，維持管理コ
ストがかさむ要因となっていることから，各種対策が検
討されている4）～6）。このような厳しい腐食環境にさらさ
れる箇所に塗膜下腐食に対する耐久性に優れる鋼材（以
下，塗膜下耐食鋼）を用いることで，塗装塗替えまでに
かかる期間を延長できればLCC縮減が期待できる 7）。
　これまで当社は塗装塗替え周期延長を指向した塗膜下
耐食鋼の開発にいち早く取り組み，鋼材に塗膜下腐食抑
制の機能を付与した「エコビュー」の商品化により橋梁
のLCC縮減に貢献してきた 8）, 9）。さらに今般，橋梁の
なかでも塗装が薄くなる板端部や腐食環境の厳しい桁端
部におけるさらなる耐食性向上を目指し，鋼材自身の耐
食性能と塗装のもつ防食機能それぞれを強化する効果を
併せ持つ塗膜下耐食鋼「エコビュー プラス注）」を開発
した。本製品は橋梁機能の維持に必要な塗装塗替え周期
延長効果に優れ，とくに飛来塩分量の多い沿岸部や凍結
防止剤を多用する豪雪地帯などの腐食環境の厳しい地域

高湿潤環境対応型塗膜下耐食鋼板 エコビュー プラスTM

松林拓人＊1・高橋佑輔＊1（博士（工学））・湯瀬文雄＊2（博士（工学））・松下政弘＊3・田畑晃人＊4・山口徹雄＊5

Corrosion Resisting Steel Eco-view PlusTM, a Repaint Term Extension 
under High Humid Environment
Takuto MATSUBAYASHI・Dr. Yusuke TAKAHASHI・Dr. Fumio YUSE・Masahiro MATSUSHITA・Akito TABATA・	
Tetsuo YAMAGUCHI

要旨
橋梁など交通インフラは建設から架け替えまでにかかるライフサイクルコストの縮減が求められるなか，鋼橋に
おいては桁端部のような厳しい腐食環境にさらされる箇所における塗膜下腐食対策が課題である。塗膜下耐食鋼

「エコビュー プラス」は鋼材中に含まれるTa, Mg, REM（希土類元素）がそれぞれ，介在物の耐食性向上による鋼
材の高耐久化，ジンクリッチペイントのZnさび形成促進による腐食環境の遮断，ならびに塗膜－鋼材界面の保護
機能をそれぞれ付与し，一般鋼材と比較して塗膜膨れの成長に要する期間を2倍程度延長する効果を有することか
ら，橋梁端部に適用することで鋼橋のライフサイクルコスト縮減が期待できる。

Abstract
In transportation infrastructure such as bridges, there is demand for reduction of life-cycle costs from 
construction through to rebuilding. For steel bridges, a key challenge is addressing corrosion under paint 
coatings, particularly in areas exposed to harsh environments, such as girder ends and edges. “Eco-view 
Plus” is a corrosion-resisting steel that contains Ta, Mg, and rare earth metals (REM) which improve the 
steel’s corrosion resistance under painting by enhancing the corrosion resistance of inclusions, and promoting 
the formation of zinc rust by zinc-rich paint which shields steel surface and the coating-steel interface from 
corrosive environments. Eco-view Plus can extend the time for the growth of coating blisters to approximately 
twice than that of conventional steel materials. Its application to girder ends and edges is therefore expected to 
significantly reduce the life-cycle cost of steel bridges.

検索用キーワード
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図 1   橋梁端部における腐食環境イメージ

Fig.1   Image of corrosion environment at bridge abutment
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における橋梁のLCC縮減効果が期待できる 10）。また溶
接施工性や溶接継手における引張特性，耐衝撃性も良好
であり，橋梁向け溶接構造用圧延鋼材のJIS SMおよび
SBHSの母材規格も満たしていることから，従来鋼と同
様に取り扱うことができる 11）。本稿では，エコビュー 
プラスの特徴である塗膜下耐食機能発現のメカニズム，
および塗装塗替え周期延長効果について紹介する。

1．エコビュー プラスの特徴

　エコビュー プラスはエコビューの成分系であるCu-
Ni-Ti 系 を 継 承 し つ つ， さ ら に Ta, Mg, REM（Rare 
Earth Metal; Ce, La）を適量添加することで，鋼材の表
面を腐食環境から保護し, 耐食性を高めているのが特徴
である。一般的な鋼材の塗膜下腐食発生メカニズム，お
よびエコビュー プラスにおける塗膜下腐食抑制メカニ
ズムを図 2 に示す。なお，塗装系は近年主流とされて
いる重防食塗装を想定している12）。塗装鋼材は角部や端
部で塗膜むらや欠陥部が存在し，これらを起点として水
分などの腐食促進因子が鋼材表面に侵入して腐食が発生
する。通常の鋼材は腐食に伴い塗膜下でFeを主成分と
するさびが成長することで塗膜に膨れや割れが生じ腐食
が進行する。いっぽうエコビュー プラスは添加成分の
働きによりFeさびの発生を抑えつつ，ジンクリッチペ
イントの持つZnさび生成と鋼材表面の保護機能を促進
することで塗装の持つ防食機能を高め，塗膜下腐食を抑
制することが特徴である。
　本章ではTaおよびMgの添加による鋼材の塗膜下耐
食性向上コンセプトの検証およびメカニズムについて紹
介する。
1. 1　腐食発生起点の無害化による鋼材の高耐食化
　一般的に鋼材中には母材に含まれる微量成分から成る
介在物が存在し，これらが鋼材自身よりも溶解しやすい
と腐食の発生起点となることが知られている13）。このよ
うな介在物を起点とする腐食の抑制対策として，鋼材中
の添加元素により介在物を改質し，電気化学的に安定化
させることが有効であると報告されている 14）～16）。そこ
でJIS G3106溶接構造用圧延鋼材（SM）を基準鋼として
腐食起点となる介在物を不溶化する元素の探索を行った。

　表 1 に示すとおり基準鋼の表面にはSやC, Mnなどか
ら成る介在物が見られた。いっぽう基準鋼にTiを添加
したTi添加鋼では介在物表面にTiを主成分とする化合
物が析出した。またTiとTaを複合添加したTi-Ta添加
鋼でもTi添加鋼と同様に，TiやTaを主成分とする化合
物が介在物表面に析出している様子が確認された。この
結果から，介在物の被覆にはTiやTaの添加が有効であ
ることが示唆された。
　続いてTiやTaの添加による介在物の耐食性向上効果
を確認するため，分極試験にて各鋼材の腐食発生電位の
測定を行った。試験はステンレス鋼の孔食発生電位測定
法 JIS G0577 を 参 考 に 0.15M H3BO3-0.0375M Na2B4O7 -
0.010M NaCl水溶液中25℃にて行い，アノード分極中の
電流密度が10－5 A/cm2 を超えた時点の電位を鋼材の腐
食発生電位（Vc）とした。図 3 に示すとおり，基準鋼
のVcは－0.024 Vであるのに対し，Ti添加鋼では0.056 
Vとなり腐食発生電位の上昇がみられた。またTi-Ta添
加鋼のVcは0.55 Vとなり鋼材の耐食性が大幅に向上し
ていることが示唆された。これらの結果からTiやTaの
添加は介在物表面の被覆による電気化学的安定化に有効
であり，とくに両者の複合添加によりその効果が大きい
ことがわかった。
　図 4 に鋼材へのTa添加量に対するVcを 5 回測定した

図 2   エコビュー プラスの塗膜下腐食抑制メカニズム
Fig.2   Inhibition mechanism of under-film corrosion of Eco-View Plus

表 1   各鋼材中の介在物のSEM像および元素組成
（a）基準鋼，（b）Ti添加鋼，（c）Ti-Ta添加鋼

Table 1  SEM image and elemental composition of inclusions on
 (a) SM, (b) Ti-SM, (c) Ti-Ta-SM
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平均値を示す。Taの添加量が0.03%のTi-Ta添加鋼では
Vcが基準鋼やTi添加鋼と比較して増加しており，耐食
性が向上した。いっぽう添加量をそれ以上増加させても
耐食性の向上は見られなかった。図 5 はTa添加量の異
なるTi-Ta添加鋼の介在物観察結果を示しており，Ta添
加量の増加に伴いTa系化合物の析出量も増加している
ことがわかった。これらの結果からTa添加による介在
物被覆の効果には一定の上限があり，過剰に添加しても
介在物被覆に関与しないTa化合物が析出するため，耐
食性に与える影響が飽和すると考えられる14）。
　以上の結果からTiおよびTaを適量添加することによ
り腐食起点となる介在物を被覆し，鋼材の耐食性を改善
できることがわかった。
1. 2　塗装成分とのマッチングによる腐食環境の遮断
　近年橋梁の下地塗装として主流になりつつあるジンク
リッチペイントは塗膜中に含まれる金属亜鉛粒子が腐食
環境中で鋼材に対して犠牲防食能を示す。また溶出した
亜鉛は腐食生成物（Znさび）を形成して鋼材表面を覆
い腐食環境から遮断する保護効果を有している。とくに
Mgなどの塩基性化合物共存化で生成する塩基性Znさ
びは結晶が緻密で化学的に安定なため，保護効果に優れ

ることが報告されている17）。そこでジンクリッチペイン
ト塗膜下で生成するZnさびの環境遮断効果におよぼす
鋼板へのMg添加の影響を調査した18）。
　基準鋼，およびMg添加鋼（Mg-SM）にジンクリッ
チペイントを下塗り（塗膜厚35μm）したあとポリウレ
タン塗装を上塗りし（塗膜厚25μm），塗装時の傷や薄
膜部を模擬するため塗膜にカッターナイフでクロスカッ
トを入れ，沖縄県宮古島市の一般財団法人日本ウェザリ
ングテストセンターにて1.5年間の屋外暴露試験に供し
た。なお塗膜下で生じる腐食生成物の外観観察のため上
塗りはクリア塗装とした。
　図 6 に基準鋼とMg添加鋼の暴露試験中における外観
変化を示す。基準鋼では暴露開始 3 箇月後にはクロスカ
ット部周囲に赤褐色のFeさびが発生した。いっぽう
Mg添加鋼ではFeさびの発生は基準鋼と比べて抑制さ
れていた。9 箇月後，基準鋼ではクロスカット以外の塗
装健全部からもFeさびが発生していたのに対し，Mg添
加鋼ではクロスカット部に白色のZnさびの生成が確認
された。15箇月後では基準鋼のほぼ全面にFeさびが広
がっており塗装の膨れや剥離が多数みられた。Mg添加
鋼でも塗装健全部からさびが成長しているものの，その
ほとんどがZnさびであり，腐食生成物に顕著な違いが
見られた。
　暴露試験終了後の試験片の傷部周辺の断面観察，およ
び成分分析結果を図 7 に示す。基準鋼ではZnさびと母

図 4   Ta添加量に対する鋼材のVc
（a）基準鋼，（b）Ti添加鋼，（c）Ti-Ta添加鋼

Fig.4   Plot of Vc with Ta content of steels
(a) SM, (b) Ti-SM, (c) Ti-Ta-SM

図 3   各鋼材のアノード分極測定結果
（a）基準鋼，（b）Ti添加鋼，（c）Ti-Ta添加鋼

Fig.3   Anodic polarization curves of (a) SM, (b) Ti-SM, (c) Ti-Ta-SM

図 5   Ta量の異なるTi-Ta添加鋼の介在物SEM像
（a）Ta 0.03wt%，（b）Ta 0.08wt%

Fig.5   SEM image of inclusions in Ti-Ta-SM with different Ta content 
(a) Ta 0.03wt%，(b) Ta 0.08wt%

図 6   （a）基準鋼と（b）Mg添加鋼の塗装後，宮古島暴露試験にお
ける外観変化

Fig.6 	 Appearance of painted steels of (a)SM and (b)Mg-SM during 
exposure test at Miyakojima
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材の間にFeさびが厚く成長しており，ClがFeさびの内
部まで侵入している様子が確認された。いっぽうMg添
加鋼ではZnさびが鋼材表面を覆うように成長し，Feさ
びの生成が抑制されていた。またClのほとんどはZnさ
びの表面に濃化しており，さびの内部には侵入していな
いことがわかった。
　試験片表面に生成した腐食生成物の結晶相，および結
晶子サイズをX線回折法にて同定した結果を表 2 に示
す。Mg添加鋼では基準鋼と異なりFeさびの主成分であ
るFeOOH系化合物が検出されず，代わりにSimonkolleite
やGordaiteなどの塩基性亜鉛化合物の構成比率が高く，
Gordaiteについては結晶子が基準鋼と比べて微細化して
いることがわかった。以上の結果から，鋼材にMgを添
加することで腐食環境中における塩基性Znさびの生成
が促進され，高い防食機能が得られることがわかった。
1. 3　塗膜－鋼材界面の保護
　REMは水と反応して緻密な水和酸化物の沈殿を形成
し，鋼材の表面に保護性の被膜を形成して耐食性を向上
させることが知られている19）。従って鋼材にREMを添
加することで，塗膜－鋼材界面に侵入した水分と鋼材中
のREMが反応し，鋼材表面に緻密な被膜を形成するこ

とで鋼材と塗膜界面の保護性を向上させることが期待で
きる。 なお，REMの効果については本稿でこれ以上詳
しく触れないがREM水溶液中の分極試験において鋼材
の腐食電位上昇効果を確認しており，別の機会に紹介し
たい。

2．エコビュー プラスの開発

　1 章で紹介したとおり，TaやMgはそれぞれ異なるメ
カニズムにより鋼材の耐食性改善，および腐食環境遮断
効果があることが確認された。そこで当社塗膜下耐食鋼
であるエコビューにこれら元素およびREMを複合添加
することで，橋梁桁端部など厳しい腐食環境下において
も高耐久化が期待できる。これらの考え方をもとに高湿
潤環境対応型塗膜下耐食鋼「エコビュー プラス」を開
発した。本章ではエコビュー プラスの塗膜下耐食性評
価結果，および本製品の適用によって期待される塗装塗
替え周期延長効果について紹介する。
2. 1　複合サイクル試験による塗膜下耐食性の評価
　表 3 に示す組成の基準鋼，およびエコビュー プラス
の塗膜下耐食性を複合サイクル試験（Cyclic Corrosion 
Testing，以下CCT）にて評価した。塗装仕様は現在橋
梁で主流であるC5塗装系を想定し，防食下地をジンク
リッチペイント，中塗りをエポキシ系塗装，上塗りをフ
ッ素系塗装とした三層構造とし，試験期間短縮のため塗
装膜厚を通常よりも薄めの仕様とした20）。各鋼材を塩水
噴霧-湿潤-乾燥の環境に繰り返し暴露させ，2 週間ごと
にクロスカット部周囲で生じる塗膜膨れ幅，および面積
を評価した。なおCCT試験条件は橋梁桁端部の環境を
模擬するため，JIS K 5600-7-9 Cycle Dの条件をベース
に，実際の橋梁端部での環境モニタリング結果に基づき
表 4 のとおりに設定した。21）

　図 8 に複合環境サイクル試験16週目のクロスカット
部の外観を示す。基準鋼のクロスカット部近傍では茶褐
色を呈するFeさびが発生し，さらに塗膜下腐食に伴い
生成したさびの体積膨張により塗膜膨れが生じた。いっ
ぽうエコビュー プラスでは1.2節で紹介した暴露試験と
同様，クロスカット部近傍は白色を呈しており，Znさ
びの生成とFeさびの成長抑制効果が確認された。また，
塗膜の膨れ幅，膨れ面積ともに基準鋼よりも小さくなっ
た。
2. 2　塗装塗替え周期延長効果
　図 9 に各鋼の傷部における膨れ幅，および膨れ面積
の経時変化を示す。エコビュー プラスは基準鋼に比べ
膨れ幅，膨れ面積ともに増加が抑えられる傾向にあり，
例えば一定の膨れ幅（5.0 mm）に達するまでに要する

図 7 	 暴露試験後の（a）基準鋼および（b）Mg添加鋼のクロスカ
ット近傍における腐食生物の断面分析結果

Fig.7 	 Cross-sectional images of corrosion product of (a)SM and (b)
Mg-SM after exposure test

表 2   暴露試験後の腐食生成物の組成および結晶子径
Table 2 	Composition and crystallite diameter of corrosion product 

of steels after exposure test

表 3   基準鋼およびエコビュー プラスの組成
Table 3  Chemical compositions of SM and Eco-View Plus
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時間は，基準鋼，エコビュー プラスでそれぞれ10.3週，
15.5週となり約1.5倍の時間を要する結果となった（図
9（a））。
　鋼板の塗装寿命については，塗膜膨れ面積の経時変化
を塗膜劣化曲線で回帰し，一定の劣化面積に達するまで
の期間を予測する方法が種々提唱されている22）。今回の
ような初期段階の塗膜劣化結果から長期間の劣化挙動を
推定する場合にはGompertz曲線を用いた方法23）が適用
できることから，（1）式に示すGompertz曲線により塗
装塗替えまでに要する期間の見積もりを行った。

　　y（t）=K・abt
… ………………………………………（1）

ここで，y（t）	 : 塗膜の膨れ面積（mm2）
	 K	 : 評価部の面積（mm2）
	 t	 : 試験時間（week）
	 a，b	 : 定数（0< a, b <1）
　なお，y（t） は鋼材の劣化面積を意味することからFe
さび面積と定義し，Kの値は表 4 に示すクロスカット部
が全て含まれるよう2,000 mm2  （縦50 mm×幅40 mm）

とした。また初期劣化面積率（ t=0 におけるa）を0.5%
とした。図 9（b）および表 5 に膨れ面積の経時変化を
Gompertz曲線で回帰した結果を示す。塗装塗替え周期
の目安は，膨れ面積が塗装面全体の6.6～36.8％に達する
までの期間と考えられており23），最短の6.6％，すなわ
ちy = 132 mm2に達するまでに各鋼が要する時間（t6.6）

表 4   複合サイクル試験条件
Table 4  Cyclic corrosion test (CCT) conditions

図 8   複合サイクル試験16週目の塗装試験片外観
（a）基準鋼，（b）エコビュー プラス
Fig.8   Appearance of painted steels of

 (a) SM and (b) Eco-View Plus after 16 weeks of CCT

図 9   各種鋼材のCCT試験中における塗膜膨れの
（a）最大幅，および（b）面積の経時変化

Fig.9 	 Changes in (a) maximum length and (b) total area of coating 
blister on steels during CCT

表 5   Gompertz曲線回帰による鋼板の塗装塗替え周期予測結果
Table 5 	Prediction results of repainting cycles on steels with 

Gompertz curve
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を算出すると，基準鋼，エコビュー プラスでそれぞれ
14週，29週となった。このことから，エコビュー プラ
スは基準鋼と比べ，橋梁桁端部を模擬した環境において  
約 2 倍の塗装塗替え周期延長効果を有するものと考えら
れる。

むすび＝橋梁端部における厳しい腐食環境でも高い耐食
性を発揮する高湿潤環境対応型塗膜下耐食鋼「エコビュ
ー プラス」を開発した。エコビュー プラスは Ta, Mg, 
REMの複合添加により①Taによる鋼材の高耐食化，②
Mgと塗装成分との機能マッチングによる腐食環境の遮
断，ならびに③REMによる塗装－鋼材界面の保護機能
を付与し，高湿潤・高塩分環境における鋼板の塗膜下腐
食を抑制する。本製品を橋梁の中でも塗装寿命の短い端
部に適用することで塗装塗替え周期を延長し，橋梁機能
の維持に必要な管理・メンテナンスコストを抑え，LCC
縮減に貢献できると考えている。

謝辞：本研究および製品開発にあたり宮城県大河原土木
事務所，山形県県土整備部道路整備課の皆様には多大な
ご協力をいただきました。ここに感謝の意を表します。
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まえがき＝橋梁は，社会インフラを構成する重要な構造
物であり，生活基盤や経済活動を支える役割を担ってい
る。しかし，日本では高度経済成長期に建設された多く
の橋梁が耐用年数を迎え，老朽化が顕在化している1）。
例えば，長大橋や都市部の高架橋などで使用される鋼橋
においては軽量化のために鋼床版形式が多く採用される
が，車両の繰り返し走行に起因する疲労損傷が大きな問
題となっている。鋼床版は図 1 に示すように鋼製の床
板（デッキプレート）と橋軸方向および橋軸垂直方向の
補剛材である縦リブ（Uリブ）と横リブから主に構成さ
れる。鋼床版の疲労損傷 2）のなかでも，デッキプレー
トとUリブ溶接のルート部を起点に発生し，デッキプレ
ートを貫通するき裂（以下，デッキ進展き裂）は，路面
変状を引き起こす危険があるため，とくに問題視されて
いる 3）～5）。デッキ進展き裂は，定期点検で実施される
鋼床版下部からの目視点検では発見が難しく，路面上部
から一度舗装を除去して確認する必要がある6）。そのた
め，交通規制を伴う点検および補修が不可避であり，通
行止めや車線規制による交通渋滞，物流遅延といった社
会的影響が生じる。
　このような溶接部の疲労損傷に対しては，一般的に以

下の対策の適用が検討される。すなわち，①作用応力の
低減，②溶接止端形状の改善，③引張残留応力の除去が
講じられることが多い。①は，同一外力条件に対して，
厚肉化などにより応力を低減する。②は，応力集中箇所
である溶接止端をグラインダーなどにより滑らかにする
ことで，応力集中を防ぎ，き裂の発生を抑制する7）。③
は，ピーニング処理などにより溶接部に圧縮応力を導入
することで，引張残留応力によるき裂の発生を抑える8）。

疲労抑制鋼板EX-FacterTMによる鋼床版デッキプレート・
Uリブ溶接継手の疲労耐久性向上
伊藤孝矩＊1（博士（工学））・髙嶋康人＊1（博士（工学））・杵渕雅男＊1（博士（工学））・松下政弘＊2・田畑晃人＊3・山口徹雄＊4

Improving Fatigue Durability of U-rib to Deck Welded Joints of Orthotropic 
Steel Decks with EX-FacterTM Fatigue Crack Initiation Resistant Steel
Dr. Takanori ITO・Dr. Yasuhito TAKASHIMA・Dr. Masao KINEFUCHI・Masahiro MATSUSHITA・Akito TABATA・Tetsuo YAMAGUCHI

要旨
鋼床版のデッキプレート・Uリブ溶接継手に発生するデッキプレート貫通型疲労き裂の抑制を目的に，固溶強化元
素（Si，Cu，Ni，Cr）を最適添加した疲労抑制鋼板EX-Facterの疲労寿命延長効果を検証した。対象の疲労き裂は，
母材と溶接金属の境界近傍に存在する溶接熱影響部（HAZ）において発生する。そのため，HAZの疲労強度向上
が疲労寿命の改善において重要である。まず，熱サイクル試験で再現したHAZ組織を用いた疲労試験により，汎
用鋼と比べてEX-Facterの疲労強度が大きく向上することを確認した。さらに，継手模擬材を用いた検証でも有効
性を実証し，橋梁構造物の長寿命化に寄与する鋼板である可能性を示した。

Abstract
The fatigue life extension effect of the EX-Facter, a fatigue crack initiation resistant steel plate with an optimal 
addition of solid solution strengthening elements (Si, Cu, Ni, Cr), has been investigated to suppress fatigue 
cracks that occur in U-rib to deck welded joints of orthotropic steel decks. These fatigue cracks appear in 
the heat-affected zone (HAZ) of welding, which is the region of the base metal adjacent to the weld metal. 
Therefore, improving the fatigue strength of the HAZ is vital for improving the fatigue life. First, fatigue tests 
using HAZ structures simulated by heat cycle tests have confirmed that the fatigue strength of the EX-Facter 
has been significantly improved compared with conventional structural steels. Furthermore, its effectiveness 
has been verified using joint-simulation specimens, and it has been shown that the EX-Facter is a steel plate 
that can contribute to the extension of the fatigue life of bridge structures.

検索用キーワード
疲労，疲労寿命，疲労き裂発生，固溶強化，溶接熱影響部，鋼床版，溶接継手

■特集：建築・土木を支えるKOBELCOの材料およびソリューション	 FEATURE : KOBELCO’s Materials and Solutions for Architecture and Civil Engineering

（論文）
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＊4 鉄鋼アルミ事業部門　技術開発センター　鋼板開発部

図 1   鋼床版の模式図
Fig.1   Schematic diagram of an orthotropic steel deck
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①～③は構造設計および後工程の工夫で疲労損傷軽減を
図るものであり，一定の効果が見込まれる。しかしなが
ら，デッキプレート・Uリブ溶接継手のルート部に②や
③を適用するのは難しく，①も鋼重全体の増加を招き，
鋼床版のメリットである軽量性が損なわれる。そこで，
疲労特性の向上を実現するためには，設計や工程処理以
外のアプローチも検討する必要がある。当社では，固溶
強化元素を活用した疲労き裂発生抑制技術を駆使して，
それを厚鋼板で実現し，疲労抑制鋼板としてEX-Facter注）

（EXcellent Fatigue Crack Initiation Resister，以下，開
発鋼と呼ぶ）を開発した 9）。開発鋼を溶接構造物に適用
するには，溶接継手における疲労寿命延長効果を明らか
にする必要がある。本稿では，開発鋼の設計思想につい
て述べるとともに，デッキプレート・Uリブ溶接継手に
おける疲労改善効果を検証した結果について報告する。

1．疲労抑制鋼板EX-Facterのコンセプト

1. 1　疲労寿命改善に向けたこれまでのアプローチ
　金属疲労は，材料に繰り返し応力が作用することで，
材料表面で発生した微視的き裂が成長し，最終的に破断
へと至る現象である。この過程は，疲労き裂の発生，疲
労き裂の進展，終局破壊の三つの段階に分けられる。橋
梁などの溶接構造物では，溶接時の急速な加熱・冷却に
よって材料内部に局所的な引張残留応力を形成する場合
があり，き裂発生の駆動力となり得る。さらに，溶接止
端部などでの応力集中部では外力により塑性変形が発生
しやすく，その結果，き裂の発生が促進される。すなわ
ち，供用時の周期的な応力によって，残留応力や応力集
中が存在する部位でき裂が発生し，材料内部に進展す
る。疲労寿命の延長には，き裂発生を抑制あるいは，き
裂進展速度を遅延させることが重要である。これに対応
するアプローチの一つとして，き裂進展抵抗を高めた耐
疲労鋼10）～12）が開発された。これらの耐疲労鋼は，軟質
相中に硬質相を微細分散させた組織設計となっている。
材料中を進展する疲労き裂が硬質相に到達することで，
進展経路に変化が生じ，一時的な停留や進路の迂回が引
き起こされる。これにより，き裂進展速度が低下し，疲
労寿命の向上に寄与することが報告されている13），14）。
1. 2　疲労き裂発生に着目したEX-Facterの開発
　開発鋼は，疲労き裂発生までの損傷に着目し，き裂発
生を抑制することに重点を置いている。従来技術が，疲
労き裂発生後の進展を抑制することを主な目的としてい

るのに対し，当社の技術は添加元素による疲労き裂の発
生を防ぐことを目的としている点で，明確な違いがあ
る。添加元素であるSiやCuなどのマトリックスへの固
溶は，疲労中の転位組織に影響を与え，疲労特性を改善
することが報告されている15），16）。開発鋼では，これら
の固溶強化元素に着目し，Si，Cu，Ni，Crの添加量を最
適化した。代表的な化学組成と機械的性質を表 1 17）に
示す。今回，開発鋼の疲労強度を検討するために，開発
鋼（Developed）と同等強度の汎用鋼（Conventional）
を用意した。両鋼板の組織は，フェライトを主体とする
組織であり，引張強度は490 MPa級に分類される。汎
用鋼と開発鋼のき裂発生寿命とき裂進展寿命を調査した
結果を図 2（a）9）に示す。ここでは，試験開始からき裂
発生までのサイクル数をき裂発生寿命，それ以降の破断
までのサイクル数をき裂進展寿命と定義している。疲労
試験は応力比R（繰り返しの最小応力/最大応力）が－ 1
の同じ大きさの引張と圧縮の応力を交互に繰り返し与え
る両振りで実施した。いずれの応力条件においても，汎
用鋼に比べて開発鋼のき裂発生寿命が改善していた。図

脚注） EX-Facterは当社の登録商標（第6676446号）である。 

図 2   （a）	 汎用鋼と開発鋼の疲労試験結果
 　　 （b）	σa=300 MPaでのき裂発生寿命とき裂進展寿命の比較
Fig.2 	 (a)	 Fatigue test results of conventional and developed steel
	 (b)	 Comparison of crack initiation life and crack propagation 

life at a stress amplitude of 300 MPa

表 1   鋼材の代表的な化学組成と機械的性質
Table 1  Typical chemical composition and mechanical properties of steels
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2（b）9）に応力振幅が300 MPa での疲労寿命を比較した
結果を示す。疲労寿命に占めるき裂発生寿命の割合は汎
用鋼と開発鋼でそれぞれ58%， 91%であり，半分以上を
き裂発生寿命が占めていた。き裂発生寿命に着目する
と，開発鋼は汎用鋼の約70倍であり，著しく改善して
いることが示された。また，汎用鋼と開発鋼の疲労寿命
はそれぞれ6.4×104 回，2.7×106 回であった。したがっ
て，開発鋼は，汎用鋼よりもき裂発生寿命が改善し，長
寿命化していることが明らかとなった。

2．溶接ルート部の再現組織を用いた疲労特性評価

2. 1　再現HAZ組織の作製と評価方法
　デッキ進展き裂の発生起点となる溶接ルート部付近
は，すみ肉 1 パス溶接による熱影響を受けている。すみ
肉 1 パス溶接は，ほぼ直行する部材のすみ部分に対し，
1 回で溶接する方法である。この溶接により，溶接金属
の周囲には熱影響部（Heat Affected Zone，以下， HAZ）
が形成される。
　図 1 で述べたようにルート部の疲労き裂は，主に
HAZから発生するため，HAZでのき裂発生を抑制する
ことが重要となる。今回の強度クラスの鋼材では溶接熱
により，溶接部に隣接する母材組織がオーステナイト域
まで加熱・急冷されるため，母材組織がフェライトから
ベイナイト主体の組織に変化する。固溶強化元素により
き裂発生までの疲労損傷を遅らせる開発鋼では，組織が
変化したとしてもマトリックス中に含まれる固溶元素は
変わらないと考えられるため，デッキプレート・Uリブ
溶接継手の疲労耐久性の向上が期待できる。いっぽう
で，溶接継手には溶接金属を含め様々な組織が混在して
いる18）ため，評価対象のHAZ組織におけるき裂発生抑
制効果の検証が困難である。加えて，溶接継手は溶接止
端などでの応力集中や残留応力の影響があるため，組織
単独の評価をすることが難しい。そこで，継手形式での
評価前に，溶接熱を模擬した再現熱サイクル試験装置を
用いてHAZ相当の組織を再現し，固溶強化元素を活用
した開発鋼の疲労改善効果が発現するか調査した。
　表 117）で示した汎用鋼と開発鋼から11.5 mm×33 mm
×70 mmの試験材を採取した。溶接部の熱履歴を模擬
可能な再現熱サイクル試験装置を用いて，すみ肉 1 パス
溶接時に想定される熱影響を試験片に付与した。図 3 17）

に付与した熱サイクルを示す。すみ肉 1 パス溶接の温度
履歴に近い条件A，Bと，結晶粒径の変化を狙った条件
C，Dを用意した。ただし，汎用鋼では条件Dでの試験
は実施していない。熱サイクル後の試験材から，図4（a）
に示す直径 4 mmの丸棒試験片を採取した。試験片表面
はエメリー紙で#1200まで順次研磨を施し，平滑に仕上
げた。その後，電気油圧サーボ疲労試験機を用いて，荷
重制御下での軸力疲労試験を実施した。なお，平均応力

（最大応力と最小応力の平均値）の影響を除外し，材料
単独の影響を見るために，応力比Rは－ 1 とした。
　また，15 mm×80 mm×75 mmの大型の試験材も採
取した。その後，条件Bでの再現熱サイクル試験を実施
し，図 4（b）に示すCT試験片に加工した。電気油圧

サーボ式疲労試験機を使用し，応力比Rは0.1としてき
裂進展試験に供した。今回，コンピュータ制御により自
動的に荷重を減少させる荷重漸減法により疲労き裂進展
試験を行った。き裂進展試験中の最大応力での応力拡大
係数と最小応力での応力拡大係数の差を応力拡大係数範
囲（ΔK）として算出した。また，1 回の応力振幅によ
りき裂が進展する大きさを表すき裂進展速度（da/dN）
も測定した。
　組織観察はナイタールでエッチングした組織を，光学
顕微鏡にて観察した。加えて，走査型電子顕微鏡に搭載
された後方散乱電子線回折（EBSD）を用いた結晶方位
解析を行い，平均結晶粒径dを測定した。
2. 2　再現HAZ組織と疲労特性
　鋼床版のデッキプレート・Uリブ溶接継手を模擬した
試験体のすみ肉 1 パス溶接部の組織写真を図 5（a）に
示す。デッキプレートには開発鋼を使用している。図中
の点線は溶融線を示しており，この線を境にHAZと溶
接金属（WM）が存在している。溶融線に隣接する領域
は粗粒HAZに相当し，ベイナイト組織が形成されてい
た。粗粒HAZの平均結晶粒径（d）は20μmであった。
再現熱サイクル試験の条件Aにより得られた組織を図 5

（b）に示す。組織は粗粒HAZに酷似しており，平均結
晶粒径は23μmであった。再現熱サイクル試験片の組
織（以下，再現HAZ組織）は，すみ肉溶接に実際に形
成されるHAZ組織と形状・平均結晶粒径が同等である

図 3   再現熱サイクル試験の熱履歴
Fig.3   Thermal profile of the simulated thermal cycling test

図 4   （a）丸棒疲労試験片と（b）CT試験片の形状
Fig.4 	 Shape of (a) round bar specimens and  (b) compact tension 

(CT) specimens for fatigue testing
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と判断した。
　図 6 に汎用鋼および開発鋼の再現HAZ組織における
き裂進展速度（da/dN）と応力拡大係数範囲（ΔK）の
関係を比較した。両鋼ともに，き裂進展速度はΔKの減
少とともに急激に低下し，あるΔK値を下回るとき裂が
進展せずに停止する。この時のΔKは，ΔKth（下限界応
力拡大係数範囲）と呼ばれ，き裂進展が始まるかどうか
の指標となる。本研究では，da/dNが1.0×10－10 m/cycle
に到達した時点のΔKをΔKthと設定し，汎用鋼では4.0 
MPa√m，開発鋼では4.1 MPa√mという測定結果が得ら
れた。図中にも示すとおり，両者のΔKth およびΔKth 近
傍のda/dNに大きな差異は認められなかった。したが
って，き裂進展抵抗に関しては両鋼とも同等の特性を示
すことが確認された。
　つぎに，再現HAZ組織材の平滑丸棒疲労試験結果を
図 7 17）に示す。試験は条件A～Dの異なる熱履歴を付与
した試験体で実施した。破断材のプロットから算出した
対数近似線から100万回強度を求め，疲労強度（σw）
と定めた。
　開発鋼は，熱サイクル条件に関わらず，汎用鋼と比較
してσw が高い傾向を示した。また，両鋼ともに熱サイ
クル条件に起因するσw の差が見られ，熱サイクル条件
ごとの強度や組織変化が疲労寿命に影響を及ぼしている
ことが示唆された。一般に，疲労強度は材料の強度，と

くに引張強度に大きく依存することが知られている19）。
本研究においては引張試験が困難であったため，代替手
法として，引張強度と相関性の高いビッカース硬さ

（HV）を用いて材料強度の指標とした。
　σw をビッカース硬さで整理した結果を図 8 に示す。
図中の点線は，σw とビッカース硬さの比例関係の直線
であり，傾きが1.2から1.9の範囲で描いた。熱サイクル
条件の違いによらず，汎用鋼および開発鋼はそれぞれ傾
きが1.5もしくは1.8程度の直線関係になった。両鋼の各
熱サイクル条件における疲労強度の差は，主にビッカー
ス硬さの違いに起因することが明らかとなった。いっぽ
うで，汎用鋼と開発鋼の疲労強度の違いは硬さだけでは
説明できないことがわかった。金属材料における疲労特
性は材料強度だけではなく，微細組織の状態にも依存す
る。たとえば，結晶粒径は材料の強度と相関があるだけ
でなく，結晶粒界からき裂発生する15），20）など強度以外
の影響も示唆されている。疲労強度と結晶粒径の関係は
Hall-Petch 則に類似し，√d の逆数に比例するとされ
る21）。また，疲労限度を引張強度で規格化した指標は疲
労限度比と呼ばれ，強度の異なる材料間の比較に使われ
る。ここでは，σw をビッカース硬さで規格化した値を
疲労限度比（σw /HV）として用いた。σw/HVと√d の
逆数の関係を図 9 17）に示す。汎用鋼，開発鋼ともに
√d が変化しても疲労限度比はほとんど変わらなかった。
一般的に，結晶粒径微細化により材料強度は増加する。
すなわち，結晶粒径の微細化は，材料の硬さ増加により

図 5 	（a）	すみ肉溶接ルート部における溶接金属近傍のHAZ組織
	 （b）	再現熱サイクル試験片の組織
Fig.5   (a)	 Microstructure of the HAZ adjacent to the weld metal at 

the root of the fillet weld
	 (b)	 Microstructure of the simulated thermal cycling specimens

図 6   下限界応力拡大係数範囲近傍の亀裂進展挙動
Fig.6 	 Crack propagation behavior near the threshold stress 

intensity factor range (ΔKth)

図 7   汎用鋼および開発鋼の再現熱サイクル片における疲労試験結果
Fig.7 	 Fatigue test results of simulated thermal cycling specimens 

for conventional and developed steel

図 8   100万回疲労強度とビッカース硬さの関係
Fig.8 	 Relationship between fatigue strength at one million cycles 

and Vickers hardness
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疲労限度に影響を与えたのみであり，それ以外の影響は
認められなかった。また，汎用鋼に比べて，開発鋼の方
が疲労限度比は高く，この違いは結晶粒径の影響でも説
明できなかった。
　以上のことから，開発鋼は組織や硬さが異なる再現
HAZ組織においても，汎用鋼に対して優れた疲労特性
を示しており，固溶強化によって疲労特性が改善したと
考えられる。

3．溶接継手における疲労特性評価

3. 1　デッキプレート・Uリブの溶接継手を模擬した試
験体の作製と評価方法

　前章の検討により，溶接工程を模擬した熱サイクル試
験で作製した再現HAZ組織においては，開発鋼が疲労
特性に優れていることを確認できた。そこで本章では， 
開発鋼の効果をさらに実構造に近い条件下で検証した。
評価には図10に示す対象溶接継手を模擬した試験体を
用意した。疲労試験はデッキプレートには板厚16 mm
と25 mmの400～490 MPa級鋼を用いた。溶接は軟鋼用
フラックス入りワイヤを用いてすみ肉 1 パス溶接を実施
した。この時，Uリブ板厚方向に対して溶け込み深さが
板厚の75%以上となるようにした。デッキプレート端
上部に設置された可搬型アクチュエータを用いて片持ち
曲げ方式で実施した。図10の矢印部で応力比R=0.1で繰
り返し荷重を負荷し，打ち切り回数は1,000万回に設定
した。ただし，結果には100～500万回程度で中断した
データも含まれる。横リブ交差の影響の無い一般部（図
10中のa，bまたはe，f）のひずみ勾配を用いて，模擬U
リブ位置まで線形外挿した値を公称応力範囲Δσと定義
した。また，き裂発生の検知は，山田らの検討 22）を参
考にして，リブ近傍のひずみゲージ（図10中のd）で測
定し，ひずみ変動範囲が初期値から 5%低下したときの
繰り返し数を疲労き裂発生寿命N5%と定義した。
3. 2　継手模擬試験体の疲労特性
　疲労試験の公称応力範囲Δσと疲労き裂発生寿命N5%の
関係について，デッキプレートに汎用鋼を用いた継手の
結果を図11に示す。板厚25 mmの継手におけるN5%は，
板厚16 mmの継手におけるN5% と明確な差はなかった。
図中の破線は，き裂発生した全ての結果に対して，JSSC
疲労設計曲線（Δσm ・N5%=C0）23）を参考に傾きm=3 と

して両対数で直線回帰した平均線（以下，S-N5% 線とす
る）を表す。標準偏差σを用いて，平均－2σ（97.5%
下限）を寿命下限と定義し，実線で示した（以下，S- 
N5% 下限線とする）。つぎに，デッキプレートに開発鋼
を用いた場合の疲労試験結果を図12に示す。汎用鋼の
場合と同様に，板厚によるN5%の違いは見られなかった。
図中における一点鎖線は汎用鋼継手のS-N5%下限線の1.5
倍の寿命を表している。各応力での開発鋼の寿命は
S-N5%下限線の1.5倍以上となっていることがわかった。
　以上の結果から， 高いき裂発生抵抗を有する開発鋼を
用いることで，デッキプレート・Uリブ溶接継手におけ
る疲労耐久性が向上した。本稿では，デッキプレート・

図12  開発鋼を用いた継手疲労試験結果
Fig.12  Fatigue test results of joints specimens using developed steel

図11  汎用鋼を用いた継手疲労試験結果
Fig.11  Fatigue test results of joints specimens using conventional steel

図10  デッキプレート/Uリブ溶接部を模擬した継手試験体
Fig.10  Joint specimen reproducing the deck plate/U-rib welded joint

図 9   汎用鋼および開発鋼の疲労限度比と結晶粒径の関係
Fig.9 	 Relationship between fatigue limit ratio and grain size for 

conventional and developed steel
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Uリブ溶接継手に関する取り組みを報告したが，開発鋼
は板厚12 mmのグラインダー処理を施した面外ガセッ
ト継手での疲労耐久性向上にも効果があることが報告さ
れており17），汎用鋼に比べて疲労限度が高くなることが
明らかとなっている。これにより，たとえば垂直補剛材
との溶接部などにおける疲労き裂発生を抑制することも
期待される。

むすび＝疲労き裂の発生抑制をコンセプトとするEX-
Facterを開発し，鋼床版のデッキ進展き裂を題材に疲
労改善効果を検証した。再現HAZ組織材の検討から，
溶接熱影響により組織が変化した場合でも，汎用鋼に対
するEX-Facterの優位性が確認された。EX-Facterの高
い疲労特性は，材料強度や結晶粒径の違いによるもので
はなく，固溶強化元素の影響によると考えられる。また，
デッキプレート・Uリブ溶接継手を模擬した継手試験体
での試験から，継手の疲労特性も改善することが明らか
となった。
　本研究を遂行するにあたり，鋼床版の溶接部を模擬し
た継手の評価に関して多大なる技術的助言を頂いた関西
大学 石川敏之教授に深く感謝申し上げます。
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まえがき＝日本は地震国である。これまで何度も大きな
震災が発生し，人的・物的損害を被ってきた。そのため，
古代の五重塔に代表される高層木造建築物から現代の超
高層鉄骨ビルに至るまで，耐震性向上に関する材料・構
造・接合方法といった技術開発が進められてきた。
　KOBELCOグループとしても強靭（きょうじん）な
建築構造物を構成するための多くの技術を開発・提供し，
国土強靭化に貢献している。その中でも鋼のアーク溶接
に関する技術や商品に強みを持つことが特徴であり，近
年ますますその重要性は高まっている。
　 本 稿 で は， 鉄 骨 様 式 と 接 合 法 の 関 係 を 中 心 に，
KOBELCOグループの特徴ある高品質化・高能率化・
自動化ソリューションを広く紹介する。

1．建築物に適用される素材 1）

　一般的に建築物の主要構造部に適用される素材は，
木，コンクリート，鉄が多数を占め，これらの素材を用
いた構造として①鉄筋コンクリート造（RC造），②鉄骨・
鉄筋コンクリート造（SRC造），③鉄骨造（S造）など
がある。また鋼管柱にコンクリートを充填した④コンク
リート充填鋼管造（CFT造）や，木と鉄を組み合わせ
たハイブリッド構造など多岐にわたる（図 1）。
　近年，構造物の大型化・高層化が進んでいるが，高層

マンションにおいては居住性を重視しRC造が多く適用
され，高層オフィス・ホテルや生産施設についてはS造
やCFT造が多く適用されるなど，建築物の用途に応じ
て最適な構造を選択している。とくにS造やCFT造に
ついては建築物の耐震性能などを十分に発揮するため，
鋼材には高い強度やじん性が要求され，接合部に対して
も高い応力伝達能力が求められる。

2．S造における柱と梁の接合形式

　S造には柱と梁を剛接合としたラーメン構造が多く用
いられ（図 2），剛接合部分では，梁に対して分割した
柱を取り付ける（a）梁（はり）貫通形式，柱に対して

KOBELCOグループの建築鉄骨向け溶接技術
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図 1   大型建築物における柱の様式
Fig.1   Column styles in large buildings
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分割した梁を取り付ける（b）柱貫通形式がある（図 3）。
　（a）は通しダイアフラム形式とも呼ばれ，とくに日本
で発展している。世界的にみると独特な形式であるが，
アーク溶接ロボットとの相性が良く，品質の安定化と省
人化に適した大きな利点があり，本形式が普及した要因
となっている。（b）は国内で超高層建築物の溶接組立
箱形断面柱に多く用いられ，内ダイアフラム形式が適用
される。

3．接合方法の大分類と当社の取組

　金属の接合方法は， （1）機械的接合，（2）冶金的接合，
（3）化学的接合に分類される。（1）はボルト・ナット，
リベット，釘など，（2）はアーク溶接，抵抗溶接，レ
ーザ溶接，圧接，ガス溶接など，（3）は接着剤が主な
種類である。建築鉄骨では，高い接合強度と長期信頼性，
耐火性，能率，汎用性などの点から，（1）（2）の代表
であるボルト・ナットとアーク溶接が用いられている

（図 4）。
　ボルト・ナットの長所は，（a）接合部のギャップ対応
範囲が大きい（締め潰せる），（b）材質劣化が起きにくい，

（c）技量負荷が小さい，（d）欠陥が発生しにくい，（e）
不良を検出しやすい，（f）作業の安全性が高いことであ
る。いっぽう短所は，（a）長期的に緩みが起きる可能性
がある，（b）継手形状や板厚に適用範囲の制限がある，

（c）自動化に不適，（d）鋼板に断面欠損が発生する，（e）
部分接合であるといった点が挙げられる。
　また，アーク溶接の長所は，（a）継手形状によらず接
合可能，（b）強度・じん性の信頼性が高い，（c）自動
化しやすい，（d）高能率，（e）低コストなどが挙げら
れる。いっぽう短所としては，（a）周辺母材も含め材質
的な劣化が起きやすい，（b）高い技量を必要とする，（c）
内部欠陥が起きやすく，かつ検出しにくい，（d）火花（ス
パッタ），光，煙，高熱といった安全・衛生面の懸念が
挙げられる。
　このように接合方法にはそれぞれ長所・短所があり，
特徴を勘案して適材適所で適用されている。KOBELCO
グループでは，ボルト・ナットを神鋼ボルト㈱，アーク
溶接を当社溶接事業部門とコベルコ溶接テクノ㈱，コベ
ルコROBOTiX㈱などが各種商品やソリューションを提
供している。また，ボルト・ナット用の高性能線材や溶
接性に優れた厚鋼板を当社鉄鋼アルミ事業部門が提供し
ている。

4．アーク溶接

　アーク溶接は，鋼管や形鋼を用いた建築鉄骨製作にお
ける工場溶接に加え，建設現場での鉄骨建方における現
場溶接など幅広く適用されている。アーク溶接には，実
用化の歴史順に①被覆アーク溶接，②サブマージアーク
溶接，③エレクトロスラグ溶接（※厳密にはアーク溶接
ではないが，近縁としてここでは含める），④ノーガス
溶接，⑤ガスシールドアーク溶接，⑥エレクトロガスア
ーク溶接などの種類がある。当社の溶接事業部門はこれ
らに必要な溶接材料を市場に提供しており， 1940年の事
業開始以降，建築インフラの構築，高度化に貢献してき
た。
　また，高い技量が必要とされるアーク溶接の普及を目
指し，1960年代初頭には教習所を備えて溶接士の技能訓
練事業も開始し，高品質な溶接を日本各地で実現するた
めの優秀な人材を育成してきた。
　さらには，自動化・高能率化・高品質化に有効な溶接
装置事業にも力を入れ， 1980年代半ばに発展させた鉄骨
建築向け溶接ロボットシステムは，鉄骨製作工場や現場
建方において，多くご利用いただいている。
4. 1　RC造，SRC造の溶接技術
　RC造やSRC造では異形鉄筋同士の接合が必須である。
当社は1960年代に，これに適した溶接法として当社は

「KEN（Kobe Steel’s Enclose Narrow-gap）法」を開発し，
市場に広めた 2）。接合部を銅板で覆い，内部を溶接金属

図 3   柱と梁の接合形式
Fig.3   Types of column and beams connection

図 2   鉄骨ラーメン構造のイメージ
Fig.2   Image of steel rahmen structure

図 4   ボルト・ナット接合とアーク溶接 （イメージ）
Fig.4   Images of nuts & bolts joining and arc welding
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で充填する方法である。適用する溶接材料は被覆アーク
溶接棒であった。さらに1989年には，これを炭酸ガス
シールドアーク溶接で実施する発展型の「KEN-SH

（Kobe Stee l ’ s  Enc lose Narrow-gap Weld ing -
Semiautomatic High- Performance Process）法」を開
発した 3） （図 5）。
　これらの技術指導は，コベルコ溶接テクノ㈱の前身企
業である神鋼溶接サービス㈱で実施していたが，2010年
に（公社）日本鉄筋継手協会に事業移管し，名称も「JCe」
工法に変更された。現在は協会認定工法として，鉄筋業
で実施されている 4）。
4. 2　S造－柱貫通形式の溶接技術
　柱貫通形式に用いられる柱材には，H形鋼，H形鋼を
組み合わせた十字柱，溶接組立箱形断面柱などの種類が
あるが，ここでは最も代表的な溶接組立箱形断面柱を取
り上げる。この柱材は四面BOX柱とも呼ばれる。
　構造は，4 枚のスキンプレートと呼ばれる鋼板と補強
のための複数枚の内ダイアフラムで構成され，それぞれ
全線が溶接される。向き転換を除けば，工程は主に 2 工
程で，別種の溶接法が用いられる（図 6）。
　プレート同士が柱の長手方向に接合される部分は角継
手と呼ばれており，鋼板を最小 1 パスで溶接できる大電
流サブマージアーク溶接法が用いられ（図 7），2 電極を

直列に並べたタンデム式となることが多い。板厚約60 
mmを超えると 1 パスでは溶接困難となり，その場合は
炭酸ガスアーク溶接で下盛溶接した後，サブマージアー
ク溶接により全 2 パス以上で溶接を行う（図 8）。最近
の超高層ビルでは最大で鋼板の板厚100 mmにも及ぶ物
件も登場しており，下盛溶接をすると能率低下が生じる
ため，サブマージアーク 1 パス板厚限界の向上，あるい
は複数パスサブマージアーク溶接施工が日々研究されて
いる。
　当社は，溶接組立箱形断面柱の角継手を高効率で溶接
するための多電極サブマージアーク溶接システムをかね
てから開発，販売しており5），6），最近の溶接システムの
外観を図 9 に示す。
　いっぽう，内ダイアフラムの溶接には，エレクトロス
ラグ溶接法が用いられる。側面スキンプレート，ダイア
フラム，裏当て材 2 枚を使って図10のように閉鎖空間
を作り，その中に溶接ワイヤを導入するためのノズルを
上面スキンプレートに設けた穴から差し込み，垂直に引

図 8 	 炭酸ガスアーク下盛＋ 2 電極サブマージアーク溶接による
混用溶接継手の断面の例（板厚80 mm）

Fig.8 	 Example of cross section of multi-pass corner welding joint 
by CO2 arc welding and double electrodes submerged arc 
welding mixed method (Steel thickness: 80 mm)

図 6   溶接組立箱形断面柱の構造と組立溶接法
Fig.6 	 Structure and assembly welding methods of built-up box 

section column

図 5   異形鉄筋溶接法「KEN-SH」
Fig.5   Reinforcing steel bar welding method “KEN-SH”

図 7 	 2 電極サブマージアーク溶接法による 1 パス積層角継手の
断面の例（板厚50 mm）

Fig.7 	 Example of cross section of single pass corner welding joint 
by double electrodes submerged arc welding method (Steel 
thickness: 50 mm)

図 9 	 当社製溶接組立箱形断面柱の角継手用多電極サブマージア
ーク溶接システムの例（納入先：㈱オーエーテック様）

Fig.9 	 Example of Kobe steel’s multi electrodes submerged arc 
welding system for corner joints of  built-up box section 
column (Delivered customer: OATEC corporation)
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き揚げながら溶接を行うものである。溶接というよりも
鋳造といったほうがイメージ的に近い。本溶接法は非常
に高能率であるが，極めて入熱が大きく，かつ溶接時に
生じる熱の逃げ道が乏しいことから，溶接部の冷却速度
が遅く，溶接部周辺の材質劣化が懸念されるケースがあ
る。そこで，高強度・高じん性を得るためのエレクトロ
スラグ溶接材料の開発はもちろん，本法に好適な大入熱
対応鋼板が開発されている。高HAZじん性鋼とも呼ば
れ，1 フロア当たりの柱本数を減らして有効面積を増や
すために必要となる大断面柱のニーズが高まる中，当社
でも大入熱対応高強度鋼板を開発している（本号p.11

「大入熱溶接対応建築構造用780 N/mm2 級鋼の開発」
およびp.16「大入熱溶接対応建築構造用TMCP鋼板」
を参照）。
4. 3　S造－梁貫通形式の溶接技術
　近年最も発達し，主流となった接合形式は，厚板を用
いて角形もしくは円形断面を冷間プレスにより成形し，
柱の長手方向に 1 箇所もしくは 2 箇所を溶接した鋼管柱
を用いた梁貫通形式である。鋼管製造に用いられる溶接
法は主にサブマージアーク溶接であり，まれに炭酸ガス
アーク溶接が組み合わされることがある。狭あい箇所で
ある内面の溶接には，ブームウエルダと呼ばれる特殊な
サブマージアーク溶接システム装置が用いられる 7）

（図11）。
　梁貫通形式は，鋼管メーカの成形技術と能力の向上に
より，高強度かつ大きな板厚の鋼管が製造できるように
なった。また，溶接組立箱形断面柱よりも製造工程がシ
ンプルであり，コスト競争力が高いことから，次第に本
形式へ置き換わってきている。
　鉄骨製作会社における組立工程を図12に示す。鋼管
柱と梁との接合部用に，短尺の鋼管とダイアフラムを周
溶接したコア部材（通称：サイコロ）が始めに作られる。

さらに，そのコア部材に，現場建方でボルト・ナット接
合させるための短尺H形鋼（通称：仕口またはブラケッ
ト）をダイアフラムに溶接する。これをさらに長尺の鋼
管に複数個溶接して，工場製作の最終形態となる。なお，
現場建方において，梁との接合をボルト・ナットではな
く，溶接によって接合する場合は，ブラケットの取付は
省略される。ノンブラケット方式は梁の出っ張りがない
ため，工場から現場への輸送するためのトラック 1 台当
たりの積載本数が増え，高能率かつコストダウンになる
長所がある。しかしながら，現場建方の溶接工程は工場
と異なり，溶接姿勢の制限が生じるため，溶接部周辺の
ディテールの違いが発生して，結果的に耐震性能確保の
点で課題があるとされる。ただし，この現場溶接特有の
問題も数多くの解決研究と実践適用が図られつつある。
当社は，耐震性に優れる現場溶接部とするため，アーク
溶接を利用した応力集中緩和手段による施工開発を行っ
ているが，本稿では省略する 8）～10）。
　さて，図12に示した炭酸ガスアーク溶接は従来，人
手による作業であったが，現在は多関節ロボット，ロボ
ット平行移動用スライダ，溶接ワークポジショナなどで
構成される溶接ロボットシステムが担うようになってい
る。昼夜連続の長時間運転も可能であり，鉄骨製作工場
の姿を一変させた。ラインナップとしては，図13に示
すように，①コア溶接を主に行うための省スペース型鉄
骨コア・仕口兼用溶接システム，②複数のコア溶接を連
続的に行うための鉄骨コア連結溶接システム，③複数の
仕口溶接を連続的に行うための鉄骨止口溶接システム，

図10	 エレクトロスラグ溶接によるダイアフラムとスキンプレー
ト継手の構造と溶接部断面の例

Fig.10	Example of cross section and structure of diaphragm with 
skin-plate joint by electroslag welding

図11  プレス成形鋼管のシーム溶接（イメージ）
Fig.11  Seam welding image of press forming pipes

図12  梁貫通形式の代表的な溶接組立工程と溶接部断面の一例
Fig.12	Welding assembly typical process of continuous beam type 

column and an example of weld joint cross section
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④長尺の柱を搭載できる柱大組立溶接システムがある。
　また，溶接部の品質改善に貢献した技術として，溶接
電源の機能によって電流・電圧の波形制御を行い，炭酸
ガスアーク溶接の短所であったスパッタ発生を大幅削減
する「REGARCTM」プロセスが挙げられる11）～14）。当社
のアーク溶接電源「SENSARCTM」シリーズ（図14）の
みで実現可能な独自技術である。当技術により溶接ワー
クへのスパッタ付着が削減され，溶接の後工程である超
音波探傷試験に必要なスパッタ除去作業の手間と時間が
大幅に減り，コストダウンに貢献した（図15）。

　REGARCTM は 2008 年に実用化し，2021 年には New 
REGARCTM としてバージョンアップすることで，さら
なる低スパッタ化を図っている。
4. 4　梁部材の溶接技術
　梁部材の基本素材はH形鋼である。H形鋼には圧延で
形状を作り出す通称“ロールH”，溶接で作る通称“ビ
ルドH”の 2 種があり，大型サイズや規格外形状はビル
ドHとなる。ビルドHでは，ウェブとフランジの当接部
をすみ肉溶接され，溶接法はサブマージアーク溶接法が
多く用いられる（図16）。

図15	 一般的な炭酸ガスアーク溶接とREGARCTMプロセスでのス
パッタ付着状態の比較

Fig.15	Comparison of spatter adhesion states with conventional CO2 

arc welding and REGARCTM process

図14	 低スパッタCO2 アーク溶接プロセス「REGARCTM」の基本
電流波形と，当機能を有するアーク溶接電源SENSARCTM 
シリーズの最新機種RA500

Fig.14	Basic current wave form of low spatter CO2 arc welding 
process “REGARCTM”, and the latest model of “SENSARCTM” 
series generates this function “RA500”

図13  柱部材用ARCMANTM鉄骨溶接ロボットシステム
Fig.13  “ARCMANTM” steel frame welding robot systems for column assembly
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　梁材に加工するには，穴あけのほか，スティフナと呼
ばれる補強材や穴周りの補強材などの溶接取付作業が必
要となる。柱用途に続き，近年，梁材溶接用のロボット
システムも本格実用化段階に入った （図17）。
4. 5　現場建方の溶接技術
　建築現場では，工場で作られた柱と梁などの部材をク
レーンにより楊重し，高力ボルト接合とアーク溶接の両
方を使い，順次組み建てながら階層を上げていくが，近
年，現場建方の熟練溶接士が不足しつつあるとの課題が
建設業界などから発せられる。この課題に対して当社で
は，小型可搬型溶接ロボット「石松 TM」によって貢献
する。石松TMは本体重量約 6 kgという超軽量を最大の
特徴とし，安全柵の設置も不要であり，直線状もしくは
鋼管に合わせた走行レール上に取り付けることで運用す
る。ロボット外観と現場適用イメージを図18に示す。
石松TMは下向，横向，上向と姿勢を選ばず適用できるが，
難易度の高い上向姿勢自動溶接の適用イメージと溶接部
の断面写真を図19に示す。当技術はロボットだけでな
く，当社の特殊フラックス入り溶接ワイヤ「Familiarc 

DW-1ST, -55ST」の特性を活かした工法である15）。溶接
士による上向姿勢溶接は労働負荷が極めて高く，時間制
約が生じるが，ロボットではその制約がない。いっぽう，
最も適用頻度が高い柱同士の横向溶接については，制御
の工夫による高品質化が図られている（本号p.97「建築
現場における横向柱継自動溶接の新制御方法」参照）。
　石松 TM に類似したロボットは世界的にも少なく，汎
用性も高いことから，海外の鉄骨製作会社からも好評を
得ている。なお，海外では商品名称を「ARCMANTM 
PORTABLE」として展開している。
4. 6　その他
　各種溶接材料の技術については本号p.51「建築鉄骨向
け溶接材料の最新動向とラインナップ紹介」を参照願い
たいが，阪神淡路大震災の後，耐震性向上を目的として，

（一社）日本建築学会を中心に検討が行われて溶接材料
の性能向上も要望された。当社は溶接材料のトップメー
カとして，（一社）日本溶接協会の場で高強度・高じん
性溶接材料や熱的管理指標などのJIS規格追加の作業を
先導した16），17）。
　また，溶接ロボットについても，同協会や（一社）ロ
ボット工業会でその普及を目指し，ロボット型式認証制
度と建築鉄骨ロボットオペレータ制度の整備を先導し
た。これらの業界活動は現在根付き，今となっては必然
のものとなっている。
　現在の建築鉄骨の溶接は自動化が最大のニーズであ
り，トレンドであるが，全てをロボット化することは現
実的ではない。人による溶接作業は必ず残るため，その
技量向上もまた重要であり続ける。4 章冒頭に記載のと
おり，当社は溶接士の技能向上にも力を入れている 18）

（図20）。図16	 ビルドH形鋼組立用サブマージアーク下向すみ肉溶接のイ
メージと断面一例

Fig.16	Image of flat position fillet submerged arc welding of build 
H-shape steel assembly and an example of weld joint cross 
section

図17	 梁部材の溶接イメージとARCMANTM 鉄骨天吊梁溶接ロボ
ットシステム

Fig.17	Welding image of beam parts and “ARCMANTM” steel frame 
welding robot system for H-beam assembly

図19  「石松TM」を使った現場上向柱/板厚40 mm梁継手溶接
Fig.19	Column and 40 mm thickness beam joint overhead welding 

applied “ISHIMATSUTM” robot at on-site17）

図18  可搬型溶接ロボット「石松TM」とその現場適用イメージ
Fig.18	Portable welding robot “ISHIMATSUTM” and application 

image at on-site



50 KOBE STEEL ENGINEERING REPORTS/Vol. 74 No. 2（Nov. 2025）

　最近は，実技訓練だけでなく，溶接未経験者や初心者
を対象とした，バーチャル溶接トレーニングシステム

「ナップ溶接トレーニング」19），20）も事業化した（図21）。
　実技訓練を行う溶接研修センターは，神奈川県の当社
藤沢事業所で60年以上の長きに渡り運営しているが，
この度，建替によるリニューアルを図ることになった。
2025年10月 7 日に開所した（図22）。引き続き溶接士
やロボットオペレータの人材育成と業界発展に貢献して
いく所存である。

むすび＝建築構造物が大変形時に破壊する箇所は接合部
となることが多い。日本が地震国である限り，人命と建
物を守るために，鉄骨建築物の溶接・接合部の品質は高
いレベルで確保されなければならない。いっぽう，建設
業の人材不足問題も喫緊の課題である。この両課題の解
決のために，KOBELCOグループは溶接を核とした各種
技術開発と実用化によって貢献していく。
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図20  藤沢事業所溶接研修センター内での技能訓練の様子
Fig.20	Skills training at the Welding Training Center in Fujisawa 

industrial operations

図21	 バーチャル溶接トレーニングシステム「ナップ溶接トレー
ニング」

Fig.21  Virtual welding training system “NAP welding training”

図22  藤沢事業所 新研修センター
Fig.22  New Welding Training Center in Fujisawa industrial operations
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まえがき＝2025年現在，高さ325 mの日本一高い超高
層ビルとなる麻布台ヒルズ森JPタワーや，2028年に竣
工予定の高さ385 mとなるTOKYO TORCHが注目を集
めており，首都圏を中心に建築需要が拡大している。近
年の高層ビルや商業施設などは，空間の確保や経済効率
の向上などを目的として，柱と柱の間隔を広げる大スパ
ン化や柱の大型化などの傾向が強まっている。これに伴
い，使用される鉄骨は厚肉化や大断面積化が進んでいる
が，鉄骨重量の増加により加工や運搬コストの増加が課
題となる。この課題を解決する手段の一つとして鋼材の
高強度化が挙げられ，近年では，引張強さ550 MPa級
鋼や590 MPa級鋼といった高強度鋼材の適用が拡大し，
さらに，引張強さ780 MPa級鋼も超高層建築物に適用
され始めている 1）。
　建築鉄骨分野の溶接工程は，溶接技能者不足が課題と
なるいっぽうで，生産性向上や溶接品質の向上が求めら
れている。鉄骨ファブリケータ工場内では，冷間成形角
形鋼管の溶接に垂直多関節型ロボットを用いた自動溶接
が普及しており，溶接組立箱形断面柱（以下，BOX柱
という）では多電極サブマージアーク溶接やエレクトロ
スラグ溶接などの大入熱施工法が適用されている。
　当社は，さらなる生産性や溶接品質の向上のニーズに
応えるべく，建築鉄骨向けロボットシステムと専用溶接
ワイヤの開発，さらに引張強さ780 MPa級鋼を含めた
各強度クラスの鋼材に対応する溶接材料の開発を進めて
いる。本稿では，建築鉄骨製作に使用されるガスシール

ドアーク溶接材料，サブマージアーク溶接材料，エレク
トロスラグ溶接材料の鋼材強度クラスに応じた溶接材料
のラインナップを紹介するとともに，各溶接材料の最新
動向について紹介する。

1．炭酸ガスアーク溶接用ソリッドワイヤ　　

1. 1　鋼材強度クラスに応じた溶接材料のラインナップ
　鋼材強度クラスに応じた建築鉄骨向けソリッドワイヤ
のラインナップを表 1 に示す。
　建築鉄骨で使用される代表的な柱材として鋼板を冷間
加工にて成形した建築構造用冷間成形角形鋼管（以下，
コラムという）が挙げられる。コラムは，冷間成形によ
る加工硬化により，素材である鋼板の強度よりも上昇し
ているため，溶接材料は加工硬化の影響を考慮して選定
する必要がある2）。例えば，引張強さ590 MPa級コラム
には， 690 MPa級鋼用炭酸ガスアーク溶接用ソリッドワイ
ヤであるTRUSTARCTM 注 1）MG-70およびTRUSTARCTM 

MG-70R（N）を選定する必要がある。
　鉄骨ファブリケータ工場内では，コラムの溶接に垂直
多関節型ロボットを用いた溶接ロボットシステムが広く
使われている。当社の建築鉄骨向け溶接ロボットシステ
ムには，高能率化や低スパッタを実現するREGARCTM 注 2）

プロセスを搭載しており，このプロセス専用ワイヤが

建築鉄骨向け溶接材料の最新動向とラインナップ紹介
山本貴大＊1・于　航＊2・井上有人＊1・幸村正晴＊3

Latest Trends and Lineup of Welding Consumables for Structural Steel Colum
Takahiro YAMAMOTO・Hang YU・Yuto INOUE・Masaharu KOMURA

要旨
建築鉄骨製作に使用されるガスシールドアーク溶接材料，サブマージアーク溶接材料，エレクロトスラグ溶接材
料の最新動向，ならびに，鋼材強度クラスに応じた溶接材料のラインナップを紹介する。

Abstract
This paper presents the latest trends in consumables for gas shielded arc welding, submerged arc welding, and 
electroslag welding, which are commonly used in the construction of structural steel colum. Also introduced is 
the lineup of welding consumables, which is tailored to the strength class of the steel.
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（N）シリーズ，（A）シリーズである。（N）シリーズは
REGARCTM， （A）シリーズはNEW REGARCTM，それ
ぞれのプロセス専用溶接ワイヤである。
1. 2	 NEW REGARCTM溶接専用ソリッドワイヤ
	 FAMILIARCTM 注 3） MG-56R（A）　 
　NEW REGARCTM プロセスは，従来のREGARCTM プ
ロセスの波形制御をさらに最適化し， グロビュール領域
における溶滴移行形態の安定性向上およびスパッタ低減
を実現しており，最大ワイヤ送給速度は従来の16.4 m/
min から18.0 m/min，最大溶接電流は320 Aから340 A
に拡大している。ワイヤ送給速度の増加に伴い，送給経
路の内面からワイヤに与える反力は上昇する。したがっ
て，ワイヤ表面の銅めっきなどが脱落しやすくなり，送
給経路内の部位であるライナー，インナーチューブ，チ
ップに固形物が堆積することで，安定したワイヤ送給が
阻害される3）。そこで，当プロセスに適用する専用溶接
ワイヤとして，特殊な表面処理を施すことで安定したワ
イヤ送給性と詰まり量を軽減した（A）シリーズを開発
した。
　（A）シリーズのFAMILIARCTM MG-56R（A）について， 
FAMILIARCTM MG-56R（N）を比較にNEW REGARCTM

プロセスにおけるライナー，インナーチューブ，チップ
に堆積する固形物詰まり量を評価した。溶接電流350 A
で 5 時間の溶接を実施し，ワイヤ10 kg当たりの送給経
路内固形物詰まり量の測定例を図 1，チップ付根の外観
写真を図 2 にそれぞれ示す。FAMILIARCTM MG-56R

（A）は，ワイヤ表面とコンジットライナあるいはイン
ナーチューブとの摺動（しゅうどう）摩擦抵抗が低減し
たことで，送給経路内でワイヤ表面の銅めっきが脱落し
にくかったと考えられる。
　溶接継手性能は，コラム（490 MPa級コラム，板厚
32 mm）と通しダイアフラム（JIS G 3136 SN490B，板

表 1   建築鉄骨向け炭酸ガスアーク溶接用ソリッドワイヤの一覧
Table 1  List of CO2 solid wires for building structures

図 1   送給経路内 固形物詰り量の一例
Fig.1 	 Example about amount of contamination clogging in wire 

feeding route parts

図 2   チップ付根の堆積物
Fig.2   Contamination clogging at base of the contact tip脚注 3）FAMILIARC は当社の登録商標である。



神戸製鋼技報/Vol. 74 No. 2（Nov. 2025） 53

厚36 mm）の溶接で評価した。溶接入熱35 kJ/cm以下，
パス間温度 250℃以下とし，ルートギャップ 4 mm，
10 mmの二つの継手を作製した。平板部および角部の
断面マクロと積層要領を図 3，ルートギャップ10 mm
の溶接金属の機械的性質を表 2 に示す。なお，シャル
ピー衝撃試験片はコラム上面から板厚方向へ深さ 7 mm 
の位置で採取した。断面マクロから，溶込みやビード表
面は良好な形状を示しており，溶接金属の強度とシャル
ピー吸収エネルギーも建築鉄骨で求められる基準を十分
に満たしていることが確認された。
1. 3	 780 MPa 級 鋼 用 ソ リ ッ ド ワ イ ヤ TRUSTARCTM 

MG-82 
　建築鉄骨の工場および現場における半自動溶接におい
ても，高能率な溶接施工が求められる。溶接材料に求め
られる性能として，溶接金属の機械的性質だけでなく，
溶接作業の前後工程を効率化する溶接作業性についても
改善ニーズがある。とくに，スパッタ，ワイヤ送給性の
改善が求められており，当社はこれらのニーズに対応す
る技術開発を行っている。表面処理技術によるワイヤ送
給性の改善はその一つであり，高張力鋼用ソリッドワイ
ヤにもこの技術を適用させている。780 MPa級鋼用ソリ
ッドワイヤTRUSTARCTM MG-82の事例を紹介する。
　TRUSTARCTM MG-82の改良品は，製造過程でワイヤ
に表面処理を施すことにより，従来品と比較して優れた
ワイヤ送給性やアーク安定性を実現している。過酷な条
件でワイヤ送給性を評価するため，図 4 の概念図で示

すとおり 6 m の長尺トーチケーブルの一部を直径
300 mmの送給経路とし，溶接時の溶接電流，アーク電
圧，送給抵抗を評価した。ワイヤ径1.2 mm，溶接条件
300 A，36 V，30 cm/minで溶接を実施した結果を図 5
に示す。改良品は従来品と比較して，ワイヤ送給抵抗の
変動が小さく，安定していることが分かる。ワイヤ送給

図 3    MG-56R（A）溶接継手の平板部及び角部の断面マクロと積層要領
Fig.3   Cross-sectional macro comparison [F] MG-56R(A) welded joint and welding layer

表 2    MG-56R（A）溶接金属の機械的性質
Table 2  Mechanical properties of weld metal by [F] MG-56R(A) 

図 4   ワイヤ送給経路の概念図
Fig.4   Schematic illustration of wire feeding route

図 5 	  MG-82改良品と従来品を用いた溶接電流，ア
ーク電圧，送給抵抗の変動

Fig.5 	 Fluctuation of welding current, arc voltage and wire feed 
resistance of improved and conventional [T] MG-82
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図 6   BOX柱における溶接継手部
Fig.6   Weld joints in Box-Columns

表 4   溶接条件
Table 4  Welding condition

表 3   BOX柱角溶接用SAW溶接材料の一覧
Table 3  List of recommended SAW consumables for Box-Columns

抵抗の変動はアーク安定やスパッタ発生に影響を与える
だけでなく，半自動溶接時のトーチ振動に対しても影響
を与えることから，改良品は安定した溶接作業性だけで
なく，溶接作業時の疲労感低減効果も期待できる。

2．サブマージアーク溶接材料

2. 1　BOX柱角継手用溶接材料のラインナップ
　BOX柱の模式図を図 6 に示す。角継手溶接部は，サ
ブマージアーク溶接（以下，SAWという）による大入
熱 1 パス施工が広く適用されている。鋼材強度クラスに
応じたBOX柱角溶接用のSAW材料のラインナップを
表 3 に示す。
　最近では，780 MPa鋼用溶接材料や 1 層 1 パス施工で

は対応が困難な高強度極厚対応として 2 層 2 パス施工用
溶接材料が新たに加わっている。各種諸性能については
次節で紹介する。
2. 2	 550 MPaおよび590 MPa級鋼用極厚鋼板角継手 2

パス溶接材料
　建築物の高層化・大型化に伴いスキンプレートの厚肉
化が進んでおり，高能率施工法のニーズは高い。BOX
柱角溶接用SAW材料は，板厚60 mmまで 1 層 1 パスの
大入熱施工においても安定した溶接品質が確保できるよ
うに設計されている。いっぽう，板厚60 mm超ではビ
ード形状や溶込み深さが安定しにくく，極厚鋼板の高能
率施工ニーズに対応できない課題がある。この課題に対
して，比較的大入熱条件を用いた 3 層 4 パスや 2 層 3 パ
スの溶接施工が検討されるが，2 度の熱サイクルを受け
た溶接金属は微細な割れが生じることが経験上知られて
いる。2 層 2 パスであれば 1 度の熱サイクルであり，高
能率かつ溶接品質の安定性が期待できると判断し，専用
の従来ワイヤTRUSTARCTM US-49と組み合わせる新た
な フ ラ ッ ク ス TRUSTARCTM PF-I60K を 開 発 し た。
TRUSTARCTM PF-I60K/TRUSTARCTM US-49の諸性能
を以下に紹介する。
　スキンプレートには，KCL A385C（75 mm）とSA440C-
ST（80 mm）のそれぞれについてBOX角部を模擬した
L型の試験体を作製した。表 4 に示す溶接条件で得られ
た溶接金属の機械的性質を表 5，各種試験片の採取要領
を図 7 にそれぞれ示す 4）。溶接金属の引張性能は鋼材の
規格を十分満足し，シャルピー吸収エネルギーについて
も個々値，平均ともに27 J以上を十分に満足することが
確認された。
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　極厚鋼板の多層溶接であり，耐低温割れ性に懸念があ
ることから，予熱・パス間温度条件を窓形拘束溶接割れ
試験から確認した。図 8 に窓枠拘束溶接割れ試験の試
験体を示すが，試験板の適用鋼種は溶接金属の溶接割れ
感受性が高くなるように，比較的Pcmの高いJIS G 3106 
SM490Aを採用した。溶接施工条件は，表 4 の溶接条件
とし，1 パス目は予熱無し（約15℃），2 パス目のパス間
温度を150℃とした。溶接完了後，48時間室温に放置し
た後，拘束板から試験板を取り外し超音波探傷試験（以
下，UTという）を実施した。UTは， 基準感度＋10 dB
とし，さらに研削された溶接ビード直上に探触子を置い
て実施した。試験の結果，検出レベル以上のエコーは認
められず，実用的な予熱無し・パス間温度150℃以上（250

℃以下）で耐低温割れ性に問題が無いことを確認した。
　建築鉄骨に使用する溶接材料は，JIS Z 3183に準拠し
た溶着金属区分が必要とされる。TRUSTARCTM PF-
I60K/TRUSTARCTM US-49の組み合わせで溶着金属の
引張および衝撃試験，拡散性水素試験を実施した。表 6
に各種試験結果を示す。溶着金属の品質区分は「JIS Z 
3183 S621-H4」に分類でき，590 MPa級鋼の高張力鋼に
使用できることを確認した。
2. 3　780 MPa級鋼BOX柱角継手 1 パス溶接材料
　近年，鋼材の高強度化によるスキンプレートの薄肉化
の流れもあり，780 MPa 級鋼が適用され始めている。
590 MPa級鋼までのBOX柱角継手溶接は，サブマージ
アーク溶接による 1 パス施工が広く適用されているが，

図 7   試験片採取位置
Fig.7   Specimen location

表 5   溶接金属の機械的性質
Table 5  Mechanical properties of weld metal

図 8   窓形拘束溶接割れ試験
Fig.8   Schematic illustration of layout of both restraint and test plate

表 6    PF-I60K /  US-49 溶着金属の機械的性質一例
Table 6  Mechanical properties of [T] PF-I60K / [T] US-49 deposit metal
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780 MPa級鋼は施工効率の低い小入熱の多パス溶接が主
流である。780 MPa級鋼の溶接金属は低温割れ感受性が
極めて高く，予熱やパス間温度を厳格に管理する必要が
ある。また，小入熱の多パス溶接ではアークタイムも長
いことから施工負担が大きい。本節では，780 MPa級鋼
BOX柱の角継手に対し 1 パス溶接が可能なサブマージ
アーク溶接材料であるフラックスTRUSTARCTM PF-
I80ES，ワイヤTRUSTARCTM US-80SPの諸特性につい
て紹介する。
　溶接材料の規格について，ワイヤは「JIS Z 3351 YS-
NM6」， フ ラ ッ ク ス は「JIS Z 3352 SACG-I1」，JIS Z 
3183 に基づいた溶着金属の品質区分は「JIS Z 3183 
S804-H4」に分類される。溶接継手性能は，スキンプレ
ートに大入熱仕様780 MPa級鋼（板厚50 mm）を用い
て表 7 の溶接条件で評価した。ビードの外観を図 9，断
面マクロを図10に示す。溶接作業性は，590 MPa級以下
の鋼板に適用される溶接材料と同等程度であり，溶込み
形状も良好である。溶接金属の機械的性質を表 8 に示
す。引張試験片は母材表層から10 mm位置の溶接金属
中央，シャルピー衝撃試験片は 母材裏面から 7 mm位
置で採取した。溶接金属の引張性能は，スキンプレート
母材規格を満足し，シャルピー吸収エネルギーについて
は，平均で27 J以上を満足することが確認された。

3．エレクトロスラグ溶接材料

3. 1　鋼材強度クラスに応じた溶接材料のラインナップ
　エレクトロスラグ溶接（以下，ESWという）は，主
に厚板の立向溶接に適用される高能率溶接プロセスであ
る。開先内に形成された溶融スラグ浴の中にワイヤを連
続的に送給し，ワイヤから通電される電流により発生す
る溶融スラグの抵抗発熱を利用してワイヤと母材を溶融
する溶接法である5）。建築鉄骨分野では，図 6 に示す
BOX柱におけるスキンプレートと内ダイアフラムの接
合部に広く適用されている。表 9 に鋼材強度クラスに
応じたラインナップを示す。図11には代表的な溶接部
の断面マクロを示しており，溶込み寸法も記載してい
る。これにより，十分な溶込みが得られていることが確
認できる。
　ESWは，広範囲な板厚に対して 1 パスでの溶接が可
能であり，スパッタの発生がほとんどないうえ，溶着効
率はほぼ100％であるという特長がある。いっぽうで高
い入熱量を伴うプロセスであるため，安定した溶接継手
性能の確保は重要な課題となる。当社では，これらの課
題に対応する，建築鉄骨向けESW用ワイヤの開発に取
り組んでいる。

表 7   溶接条件
Table 7  Welding condition

表 8   溶接金属の機械的性質
Table 8  Mechanical properties of welded metals

図 9 	  PF-I80ES ／  US-80SP溶接継手の
ビード外観

Fig.9   Bead appearance of [T] PF-I80ES/ [T] US-80SP welded joint

図10	  PF-I80ES ／  US-80SP溶接継手の
断面マクロ

Fig.10	Cross-sectional macro comparison of [T] PF-I80ES / [T] US-
80SP welded joint
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3. 2	 550 MPaおよび590 MPa級鋼用フラックス入りワ
イヤ

　最近の高強度厚肉化対応では，溶接入熱の増大により
溶接継手性能の確保にはワイヤから添加する合金成分を
増加させる必要があるもののソリッドワイヤの場合は，
ワイヤが硬くなり製造上に課題が生じる懸念やワイヤ送
給性に悪影響をおよぼすリスクが想定される。これらを
背景に合金成分設計が容易なフラックス入りワイヤをベ
ースとした550 MPaおよび590 MPa級鋼に対応するワ

イ ヤ FAMILIARCTM EM-56ST お よ び TRUSTARCTM 

EM-60STを開発している。FAMILIARCTM EM-56STは
「JIS Z 3353 YES560-M」，TRUSTARCTM EM-60STは
「JIS Z 3353 YES600-M」に分類される。
　JIS Z 3353準拠の溶接試験における溶接金属の機械的
性質試験結果の一例を表10に示す。いずれのワイヤも
直 径 1.6 mm で あ り， フ ラ ッ ク ス は FAMILIARCTM 

EF-38フラックスと組み合わせて使用される。
　溶接継手性能は，実物件で頻繁に使用される板厚にお
いて，より大入熱となるダイアフラムとスキンプレート
の組み合わせとして60 mm×40 mmと65 mm×45 mm
を選定し，BOX柱内ダイアフラムを想定したT型簡易
継手験を実施した。鋼材の組み合わせを表11，溶接条
件および開先形状を表12にそれぞれ示す。
　溶接継手の機械的性質を表13に示す。いずれの溶接
継手における引張性能およびシャルピー衝撃性能は規定
されたスペックを十分に満足することが確認された。シ
ャルピー衝撃性能に関して，溶接金属のみならず，ESW
溶接部に要求される母材特性であるBondおよびHAZ

（Heat Affected Zone, Bond+1 mm）においても，スペ
ックを十分に満足することが確認された。

表 9   建築鉄骨向けエレクトロスラグ溶接材料の一覧
Table 9  List of Electroslag Welding Materials for building structures

表10  JIS Z 3353に準拠する溶接金属の機械的性質
Table10  Mechanical properties of the weld metal in compliance with JIS Z 3353

表11  溶接材料および鋼材
Table11  Welding consumables and steel plate

図11  ESW断面マクロ一例
Fig.11  Example of ESW cross-section macro

脚注 4） SESNETは日鉄溶接工業㈱の登録商標である。
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むすび＝建築鉄骨製作における高能率化や建築鉄骨用鋼
板の高強度化および厚肉化などの市場のニーズに対し，
溶接材料，溶接施工の面で技術開発を行ってきた。今後
も開発を継続し，お客様の課題を解決していくことで，
安全・安心なまちづくり・ものづくりに貢献していきた
い。
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表13  溶接金属の機械的性質
Table13  Mechanical properties of the weld metal

表12  溶接条件および開先形状
Table12  Welding conditions and groove shape
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まえがき＝日本国内におけるプレストレストコンクリー
ト（以下，PC）橋は1950年代より建設が開始され，1960
年代から急激に増加し，1990年代をピークにこれまで数
多く建設されてきた。近年，PC橋の劣化が顕在化して
おり，PCグラウトの充填不足，雨水や塩化物イオンを
起因としたPC鋼材の腐食や破断などが確認されている。
いっぽう，1993年の道路構造令の改正により通行車両の
大型化対策として橋梁，高架道路の設計自動車荷重が引
き上げられており，旧基準で建設された橋梁については
耐荷力不足が問題となっている。このような状況下にお
いて，外ケーブルによる補修・補強のニーズが高まって
いるが，補強用外ケーブルに関する基準類は新設で用い
られる外ケーブルに比べ充実していないという問題があ
った。これらの問題に対し，補修・補強に関する具体的
な性能照査方法や仕様に関する技術指針として2022年
にプレストレストコンクリート工学会より「既設PCポ
ストテンション橋保全技術指針」が刊行された。
　このような背景から，新たな指針に則した耐久性およ
び施工性に優れた外ケーブル補強工法向けのPCケーブ
ルおよび定着システムを開発した。本稿では，開発した
ケーブルと定着システムの概要，各種性能確認試験の内
容および施工について報告する。

1．開発品の概要

1. 1　開発コンセプト
　外ケーブル補強工法は，一般に桁外などの厳しい環境
下で使用されるため，施工から供用にかけて荷重や衝撃
に対して所要の強度や十分な防せい性能を有し，さらに
経年劣化が少なく耐久性・耐疲労特性に優れる必要があ
る。また，外ケーブル補強工法は，初期緊張力を低く設
定して状況に応じた追加緊張，災害などにより損傷した
ケーブルシステムの交換，橋梁解体時の撤去など様々な
場面に対応できるように，再緊張や緊張力開放といった
機能を有していることが望ましい。
　以上から，設計コンセプトを高疲労特性（疲労特性に
優れたくさび式），高耐食性（被覆ケーブル，金具表面
処理，内部完全充填），再緊張・取替更新（張力調整可
能なねじ式定着具）が可能な仕様とした。以下に詳細な
構成について示す。
1. 2　構成
1. 2. 1　ケーブル
　ケーブル外観を図 1，ケーブル断面を図 2 に示す。ケ
ーブルは，多重防せい（マルチレイヤプロテクション）
の考え方を採用した。ケーブルの緊張材は「亜鉛めっき
PC鋼より線（以下，GPS）」と「内部充てん型エポキシ

橋梁補修補強用RE-SETケーブル®システム
有路亮平＊1・堀井智紀＊2・荒木　茂＊1

RE-SET Cable® System for Repairing and Reinforcing Bridges
Ryohei ARIJI・Tomonori HORII・Shigeru ARAKI

要旨
橋梁の老朽化や設計荷重の増加により，補強対策が必要な橋梁が増加している。そのような中，橋梁補修補強方
法の一種である外ケーブル補強工法についても需要が増加しており，新たに指針が整備され，高性能かつ高耐久
な外ケーブル工法が求められている。今回，耐久性および施工性に優れた新たな外ケーブルを開発したことから，
その防せい性能や疲労性能を確認した試験結果について報告する。また，実橋梁でのケーブルやその周辺部材の
取り扱い，緊張方法などの施工状況についても報告する。

Abstract
The number of bridges that require reinforcement measures is increasing due to the aging of the structures 
and the increase of design loads. In view of this situation, there is also a growing demand for the external cable 
reinforcement method, a type of bridge repair and reinforcement method, and new guidelines calling for high-
performance and high-durability external cable construction methods have been established.  In connection with 
this, a new external cable has been developed, which excels in both durability and construction. This paper 
reports on test results that confirm its effectiveness in preventing rust and enhancing fatigue performance. 
The paper also reports on the construction situation, including the handling of cables and their surrounding 
materials in an actual bridge, and the tensioning method.

検索用キーワード
橋梁，補修補強，老朽化対策，外ケーブル補強工法，高耐久，施工性
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樹脂被覆PC鋼より線（以下，ECFストランド）」の 2 種
類があり，外周被覆材（以下，PE被覆）は耐候性や耐
薬品性に優れた高密度ポリエチレンを使用した。防せい
層の数は，GPSが「亜鉛めっき・防せいワックス・高密
度ポリエチレン」による三重防せい，ECFストランドが

「エポキシ樹脂・高密度ポリエチレン」による二重防せ
いになっている。
1. 2. 2　定着具
　定着具の概要を図 3 に示す。定着具は，くさび方式
を採用し，亜鉛めっきやエポキシ樹脂の上から定着する
方法とした（PE被覆は除去した状態）。くさび方式はテ
ーパー形状の受けを持った金具（スリーブ）と，内側に
歯を設けたくさびによりPC鋼材を固定（定着）する。
PC鋼材が引っ張られること（緊張）によりくさびがス
リーブに入り込み，PC鋼材を挟み込むようになってい
る。定着具の先端にはブッシュを配置しており，桁のた
わみに伴うくさび部の繰り返し曲げ応力に対する耐久性
を向上させている。機能面では，外周ねじ加工のスリー
ブとリングナットで構成することで再緊張や緊張力開放
が可能な定着具とした。防せい面では，定着具に複合皮
膜処理を採用するとともに，最も重要な箇所である「く
さび周辺の空間」をポリブタジエンゴムで充填する完全
密閉構造にすることで，供用中の腐食因子の侵入を防止
する仕様とした。なお，くさび方式は，配線時のケーブ
ル端部に定着金具がなく軽量，貫通孔の径が小さくでき
る，長さ管理が緊張後の余長切断で調整できるといった
利点がある。
1. 2. 3　緊張システム
　PC鋼材はプレストレスを導入するため，ジャッキを
使用して緊張を行う。くさび式の定着具のため，緊張・
定着時にはセット量を考慮する必要がある。セット量と
は，定着時にPC鋼より線がくさびと一体となって内方
へ引き込まれる量であり，PC鋼材がセット量分内方へ
引き込まれると，場合によってはその分ジャッキで導入
した張力がロスする。再度緊張してリングナットなどで
張力を調整するが，このような作業を簡易に実施するた
めに，緊張ジャッキに特殊ノーズを採用している。特殊
ノーズは，切り替えリングを回すことによりジャッキの
支圧位置を定着具から支圧板へ切り替えることができる

ものとした。これにより，一般的にセット量補正作業で
必要となるラムチェア設置やジャッキの取り外し工程を
省略できる（図 4，図 5）。

2．性能確認試験

2. 1　定着具の防せい性能
　PC鋼材の定着具は高強度材かつ高応力下で使用され
るため，酸洗いを伴う溶融亜鉛めっきで防せいすると水
素脆化などのリスクがある。また，最外周部がネジ部と
なるため，ネジかん合の観点から一般的な塗装は事前に
行うことができない。そこで水素脆化のリスク低減およ
びネジかん合が可能となる防せい方法として，酸洗いや

図 1   RE-SETケーブル®図
Fig.1   RE-SET cable

図 2   ケーブル断面
Fig.2   Cross section of tendon

図 3   定着具の概要
Fig.3   Overview of anchorage

図 5   緊張ジャッキ
Fig.5   Jack with special noses

図 4   特殊ノーズによる緊張方法の概要
Fig.4   Overview of tensioning methods with special nose
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電解工程なしで処理する複合皮膜処理（亜鉛アルミを含
有するベースコートとアルミと有機系樹脂を主成分とす
るトップコートの 2 層で形成される被膜）を採用してい
る。定着具における本被膜処理の防せい性能を評価すべ
く中性塩水噴霧試験（5%NaCl噴霧・1,000時間）を実
施した。なお，比較のため溶融亜鉛めっき処理品

（HDZT77）も同時に実施した。
　試験結果を図 6 に示す。溶融亜鉛めっき品は306時間
後に全面に赤さびが発生したが，複合皮膜処理品は
1,000時間後でも表面およびねじ部に塗膜の膨れ，さび，
断面欠損は確認されなかった。
2. 2　フレッティング疲労試験
　GPS，ECFストランドの各タイプの最大サイズについ
てフレッティング疲労試験を実施した。本稿ではGPS
の試験結果を報告する。
　試験概要図を図 7 に示す。フレッティング疲労試験
は実際の橋梁における偏向部を模擬し，ケーブルに所定
の緊張力を与えた後に，ケーブル中央部をアクチュエー
タによって上下させる試験である。両端部は型枠に支圧
板，補強筋を配してコンクリートを流し込み，固めたコ
ンクリートブロック定着体，ケーブル中央部にはデビエ
ータを模擬したコンクリート製の載荷ブロックを設置す
る。載荷ブロックには所定の曲げ半径となるように偏向
管を使用し，載荷ブロック上面にアクチュエータが接続
される。ケーブルの荷重はロードセルを用いて計測し
た。

　試験条件は指針 1）に倣い，ケーブルの荷重を上限荷
重－最大試験力の65%，変動応力－50 N/mm2 とした。
支間長約100 m規模の橋梁の外ケーブルの応力変動幅は
支間中央部の設計活荷重最大時で約20 N/mm2程度と算
出されている。試験条件はそれよりも安全側の評価とな
るように設定した。繰り返し回数200万回，試験速度
1.95 Hzでアクチュエータ制御により載荷した。判定は
試験後に試験材の素線に破断がないこととした。
　試験後のケーブルを確認したところ，素線破断はなか
った（図 8（a））。また，定着具には，破損や定着具内
での素線破断もなく（図 8（b）），十分な耐曲げ疲労性
能を有することが確認できた。なお，試験後の定着具の
ブッシュには，図 8（c）のようにブッシュ内径部に緊
張材の圧痕が確認されており，ブッシュによりくさび部
近傍の曲げモーメント発生箇所が半固定となり，くさび
部に生じる曲げ応力が緩和したと推察される。定着部の
ブッシュが疲労特性に有効的に機能したと考えられる。
2. 3　定着部荷重伝達試験
　本システムは取替え可能なシステムとするため，伸び
を開放できるようにする必要がある。定着スリーブがア
ンカープレート内に納まるように設定した（図 9）。具
体的には，支圧板の穴径を大きくすることとしたが，そ
の場合，支圧面積が小さくなり，支圧板と支承コンクリ
ートを大きくする必要があった。限られたスペースで定
着部を大きくすることを避けるため，緊張力開放に必要

図 6   塩水噴霧試験結果
Fig.6   Result of salt spray test

図 7   フレッティング疲労試験概要
Fig.7   Overview of fretting fatigue test

図 8   試験後の詳細調査
Fig.8   Detailed survey after the fretting fatigue test

図 9   張力解放時の定着部
Fig.9   Anchorage at tension released
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な区間のみ太径鋼管，それ以外は細径鋼管とし，その段
差部に支圧面を設けて支圧面積を確保する二段式アンカ
ープレートで小型の定着部とした （図10）。
　この二段式アンカープレートによる定着部の耐荷性能
を確認するために，載荷試験を実施した。試験は二段式
アンカープレートと所定の鉄筋を設置したコンクリート
ブロックを製作し，圧縮試験機でアンカープレート支圧
面を圧縮することで，ケーブルの荷重を模擬した。プレ
ストレスによる有害なひび割れがないことを確認するた
め，各荷重段階の定着部コンクリートの状態を確認した

（試験時コンクリート強度は30± 3 N/mm2）（図11）。
　試験結果を表 1 に示す。全サイズで判定基準「規格
最大試験力に達する前に破壊しないこと」を満足した。
また，使用荷重下0.85 Pyではφ28.6のみマイクロクラ
ックが発生したが，ほかのサイズはクラックがなく，必
要な耐荷性能を有することが確認できた。規格最大試験
力Puでのひび割れ幅も最大0.15 mmと小さかった。ケ
ーブル自体の終局状態においても定着部（コンクリート
部）は有害な変形や破壊することはなく，必要な耐荷性
能を有することを確認した。

3．施工報告

3. 1　偏向具の構築について
　外ケーブル補強ではプレストレスによる補強効果を得
るため，ケーブルは屈曲して配置されることから，偏向
装置が用いられる。偏向装置はケーブルの緊張力を桁へ
伝達しており，既設橋に設置されるため，桁中間部に新
たに構築する必要がある（図12（a））。偏向装置は主に
偏向具，スライドプレート，偏向具受け台で構成され，
偏向具は橋梁の条件などで様々な形式，形状，材質があ
るが，ケーブルとのしゅう動性や加工性，実績などから
主に樹脂製が多く用いられている。スライドプレート

（鋼製）は，緊張力導入時にケーブルの移動をより円滑
にするため，偏向具とケーブルとの間に用いられる。偏
向具受け台は，偏向具と桁をつなぐ機能を有する（図
12（b））。
　本稿では，偏向装置の一例としてケーブル 2 本（1 縦
桁）に対して 1 つの偏向具受け台とすることで，既設主
桁に直接設置でき偏向部のコンクリート構築を不要とし
た事例を紹介する。
　偏向具受け台は主桁下面に受けるようにコの字形状と
し，そこから張り出したプレートでケーブルおよび偏向
具を受ける形状とした（図12（c））。偏向具受け台と桁
との間には間詰材としてモルタルを充填し，さらにアン

図10  二段式アンカープレート
Fig.10  Special bearing plate

図11  定着部荷重伝達試験試験状況
Fig.11  Condition of load transfar test

表 1   定着部荷重伝達試験結果
Table 1  Result of load transfar test（crack width）

図12  偏向装置詳細図
Fig.12  Detail of deviator
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カーボルトで桁と偏向具受け台を接続した（図13）。
3. 2　配線・施工手順
　外ケーブル補強用RE-SETケーブル® が実際に採用さ
れた事例を基に，ケーブルの配線・施工状況を図14，
図15に示す。ケーブルは橋梁現場へコイル状に巻かれ
た状態で搬入される。ターンテーブルと呼ばれる配線機
材にケーブルを入れて 1 本ずつ引出し，架設現場の状況
にもよるが，ケーブルを一度足場上などに展開する。定
着部コンクリートに設置されている鋼管に鋼管用パッキ
ンとPE管を通し，定着具を支圧面にセットしたあとに
人力によってケーブルを所定箇所に配線する。ケーブル
端部は最外層のポリエチレン被覆をあらかじめ工場で除
去しているため，基本的には架設現場で被覆を除去する
必要がない。
　ケーブルを定着具に通し，所定位置となるように調整
し，サグを低減した状態でウェッジを取付けて仮止めす
る。偏向具をセット後，ジャッキをセットして緊張作業
を行う。緊張作業は図 4 に示すように，まず一次緊張し
定着する。その後，かん合リングをはめ合わせ二次緊張

を行い，リングナットが支圧面から浮いた分の隙間（セ
ット量）がなくなるようにリングナットを回し，セット
量を補正する。緊張完了後に専用治具（切断保護カバー）
を用いてケーブル余長部を切断，ウェッジ押え，キャッ
プを取り付ける。
3. 3　ポリブタジエンゴムの注入
　前述のように，定着具を含むケーブル全体に高い防食
性能が求められる。RE-SETケーブル ® は最外層にPE
被覆を有しているが，端部は定着や緊張を可能にするた
めPE被覆を除去している。緊張後，PE被覆除去部は保
護のためPE管を配置している。さらに内部空隙に充填
材としてポリブタジエンゴムを注入し，定着部と同様に
完全に内部を充填した仕様となっている（図16）。多く
の場合は定着部が上部になることから， PE管に注入口，

図13  偏向装置設置状況
Fig.13  Deviator at construction site

図14  施工状況 1
Fig.14  Conditions of construction 1

図15  施工状況 2
Fig.15  Conditions of construction 2

図16  充填材充填範囲
Fig.16  Filler area
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キャップ側に排出口を設け，排出口からオーバーフロー
するまで注入を実施する。PE管や定着部内部などの狭
い空間に注入する必要があることから，注入試験を実施
した。注入作業は電動ポンプなどを使用せず，人力によ
るハンドポンプを用いて注入を行った。試験では注入口
から注入した充填材は排出口よりオーバーフローするこ
とを確認し，硬化後の試験体をカットしてケーブル部お
よび定着部の充填状況を調べた結果，いずれも充填され
ていた（図17）。
　実際の施工現場においても注入作業を実施したが，注
入試験結果と同様に充填できていることが分かった

（図18）。

むすび＝道路橋は建設後50年以上経過した橋梁の割合
が2030年には50％を超える状況であり，橋梁の補強需
要が本格化するといわれている。外ケーブル補強が採用
される既設橋梁は橋梁ごとに条件が変わるため，新設橋
梁に比べ様々な制約条件も多く，技術的，施工的なハー
ドルも高くなる傾向がある。今後も多様化するニーズに
対応し，インフラ構造物の長寿命化，施工性の向上など
による工事期間の短縮などに寄与し，社会やサステナビ
リティへ貢献できる製品開発を推進していく。
　
参　考　文　献
1）	 公共社団法人プレストレストコンクリート工学会. 既設PCポス

トテンション橋保全技術指針. 令和4年1月

図17  注入試験状況
Fig.17  Result of injection test

図18  施工現場での作業状況
Fig.18  Condition at construction site
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まえがき＝日本は地震が頻発する国であり，1981年に導
入された新耐震基準により，建築物の耐震性向上が求め
られてきた。しかし，それ以前に建てられた木造の重要
文化財は耐震性能が不足し，大地震時の倒壊リスクが高
い。過去の震災でも多くの伝統木造建築が被害を受け，
その歴史的価値が失われる事例が報告されている。
　現在，日本には約5,500棟の重要文化財建造物， 約14,000
棟の登録文化財建造物が存在し，これらの適切な保存と
耐震補強が課題となっている。いっぽうで，文化財建造
物は観光資源としての活用が進められており，多くの来
訪者を迎えることから，安全性の確保が不可欠である。
このため，文化財建造物の耐震補強の需要は今後も増加
する見込みである。
　しかし，文化財建造物の耐震補強には多くの課題があ
る。まず，補強設計およびその実施の認可には長期間を
要し，迅速な対応が難しい傾向にある。旧有備館 1）の
ように，補強設計が完了していたにもかかわらず震災に
より倒壊した例もあり，迅速な対策の必要性が指摘され
ている。また，壁の少ない開放的な構造を持つ江戸時代
後期の建築物などでは，景観や意匠を損なわずに耐震補
強を行うことが困難である。既存の補強方法の一例とし

て，開口部の一部を犠牲にし，耐力壁を設置する方法や，
面格子状の壁，鉄骨柱を用いる方法などがある。これら
は建物の景観や意匠に影響をおよぼす可能性があり，文
化的価値の保持との両立が難しい状況にある。このよう
に，文化財の保存と耐震性能の確保を両立することが大
きな課題となっている。この課題を解決するため，近年，
新たな耐震補強技術の開発を進めている。その一例とし
て，高強度の亜鉛めっき鋼線を用いた耐震補強方法であ
るφ7ステルスブレース® 注）を紹介する。細径の鋼線を
使用することで，設置に必要となる既存部材への削孔な
どの損傷を最小限に抑えつつ，狭い空間でも施工が可能
である。また，鋼線の特性を活かし，引張荷重時に応力
を負担して，圧縮荷重時には座屈による部材の損傷を防
ぐ機構を備えている。
　本稿では，提案する補強方法の基本的な力学特性を把
握するため，実規模の試験体を用いた水平載荷試験を実
施し，その有効性を報告する。本技術は，開放的な建築
の特性を保ちつつ耐震性能を高め，文化財建造物の安全
性向上と文化的価値の継承に寄与する新たな選択肢とし

伝統木造建築向けステルスブレース
橋田優人＊1

Stealth Brace for Traditional Wooden Architecture
Yuto HASHIDA

要旨
近年，地震被害により伝統木造建築の倒壊や損壊が増加している。これらの建物は壁が少なく開放的な造りが多
いため，耐震補強が難しい。本稿では，要求される耐震性能に対して十分な降伏耐力，靭性（じんせい），剛性を
有する高強度の亜鉛めっき鋼線を用いた耐震補強方法を提案する。鋼線の両端部にはボタンヘッドと呼ばれる加
工が施されており，引張荷重時にはボタンヘッドを介して鋼線が応力を負担する。圧縮荷重時には鋼線端部が抜
け出すことにより，応力を負担せず，定着金具本体および柱梁部材に発生する応力の低減が期待できる。水平載
荷試験の結果，提案する補強方法が十分な耐力と靭性を有することが確認された。今後，配置角度や定着金具を
パラメーターとして，適用範囲の拡大を図る。

Abstract
In recent years, there has been an increasing incidence of traditional wooden architecture collapsing or 
suffering damage as a result of earthquakes. These buildings often have open structures with few walls, making 
their seismic reinforcement challenging. This paper proposes a seismic reinforcement method utilizing high-
strength, Galvanized steel wire, which possesses sufficient yield strength, toughness, and rigidity to meet the 
required earthquake resistance performance. Both ends of each steel wire are processed with so-called button 
heads, allowing the steel wire to bear the stress through the button heads when a tensile load is applied. When 
a compressive load is applied, the steel wire-end escapes to avoid bearing stress. Therefore, it is expected that 
the stress generated in the metal-fitting body or column/beam members will be reduced. A horizontal load test 
has confirmed that the proposed reinforcement method yields sufficient strength and toughness. Going forward, 
the arrangement angle and fixing anchoring fittings will be employed as parameters to expand the scope of 
application.

検索用キーワード
伝統木造建築，耐震補強，亜鉛めっき鋼線，ピン接合，ボタンヘッド，水平載荷試験，φ7ステルスブレース®
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て期待される。

1．提案する補強方法

　鋼線および接合金物（端末金具と定着金具）により構
成されている。補強方法の概要を図 1 に示す。定着金
具と土台の木材とは，コーチスクリュ・ボルトを用いて
固定する。端末金具の挙動を図 2 に示す。圧縮荷重時
には，鋼線端部が抜け出し荷重を負担しない構造とな
り，鋼線の直線性を保持することで面外へのはらみ出し
を抑制する。障子や躯体（くたい）の損傷回避が期待さ
れ，地震時などの引張力に対して効果的に働く構造とな
る。また，高角度での圧縮時には，端末金具が鋼線とと
もに飛び出す場合があるため，端末金具にテーパ加工を
施し，復元性を確保している。
　本稿で提案する補強方法は，構造形式に応じて 3 種類
に分類される。それぞれの定着金具の構造を図 32），
図42），図52）に示す。

1. 1　亜鉛めっき鋼線の特性
　補強材として用いる亜鉛めっき鋼線は，通常，複数本
を束ねて斜張橋などの橋梁ケーブルに使用されている実
績のある製品である。今回はこれを 1 本単位で用いる構
法とし，その優れた機械的性能を活かすものである。鋼
線の応力－ひずみ曲線を図 6 に，機械的特性を表 1 に
示す。降伏荷重はSS400の約 5 倍，引張強さはSS400の
約 4 倍を示し，破断伸びは約 4％であり，木材の変形に
も追従可能である。

図 3   定着金具形状【ピン接合型】
Fig.3   Shapes of Anchorage Fittings【pin joint type】

図 2   引張および圧縮荷重下における端末金具の挙動
Fig.2 	 Behavior of terminal hardware under tensile and compressive 

conditions

図 1   補強方法概要図
Fig.1   Overview of reinforcement methods

図 6   応力－ひずみ曲線
Fig.6   Stress－strain curve

図 5   定着金具形状【面外型－金具押え】，【面外型－木片押え】
Fig.5 	 Shapes of anchorage fittings【External type - clamping hardware】, 

【External type－clamping wood hardware】

図 4   定着金具形状【溶接型－ 2 本】
Fig.4   Shapes of anchorage fittings【welded type－ 2 wires】

表 1   亜鉛めっき鋼線の機械的特性
Table 1  Mechanical properties of galvanized steel wire
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　また，鋼線端部の定着方法には「ボタンヘッド加工
（図 7）」を採用している。これは冷間加工により突起（ボ
タンヘッド）を形成し，その部分で支圧定着するもので
ある。この方式により，端末金具との圧着が不要となり，
引張荷重時のみ機能する合理的な定着構造となる。
1. 2　ピンボルト接合を用いた補強方法
　2 本の鋼線および定着金具により構成される。2 本の
鋼線は上方で横架材を貫通し，ピン機構を有する定着金
具に接合することで，変形時も軸方向力のみを負担す
る。本補強方法を【ピン接合型】と称する。
1. 3　溶接金具を用いた補強方法
　定着金具は，鋼線の初期角度（本稿では62.3°）に合
わせて傾斜した金具を，溶接により一体化し，横架材と
の接合は【ピン接合型】と同様とした。【ピン接合型】
と比較して，金具サイズと重量が約60%程度に抑えら
れる。
　鋼線は上方で横架材を貫通し，金具に固定されてい
る。本補強方法を【溶接型】と称する。
1. 4　面外取付金具を用いた補強方法
　本方法は，既存部材への加工を最小限とし，簡易な施
工性能を追求するため，横架材に鋼線を貫通させず，躯
体の面外に取り付けることのできる形状とした。1 本の
鋼線および面外定着金具を用いて構成され，横架材およ
び土台の側面に金具が取り付けられている。鋼材が横架
材を貫通しないため，既存部材の加工は最小限に抑えら
れる特徴を有する。また，金具または木片を定着金具に
添えることで，せん断力に抵抗する機構とした。本補強
方法をそれぞれ【面外型－金具押え】，【面外型－木片押
え】と称する。

2．水平載荷試験

2. 1　試験方法
　本稿では，提案する補強手法の構造的挙動を確認する
目的で，木造軸組架構を対象とした水平載荷試験を実施
した。試験時の補強方法概要図を図82），試験体の高さ
と幅を表22），材料寸法を表32）に示す。鋼線の本数は，
構造安定性や応力分散の観点，本数による挙動の違いを
把握する目的から，補強形式ごとに選定した。【ピン接
合型】では安定性確保のため 2 本構成とし，【溶接型】
では鋼線本数による違いを検証するため，1 本および 2
本で試験を実施した。【面外型－金具押え】および【面
外型－木片押え】では，構造保持の限界を考慮し，1 本
構成での試験に留めた。
　試験体は，ピン接合型が 3 体，その他はそれぞれ 1 体
ずつ製作した。試験は『木造軸組工法住宅の許容応力度
設計（2017年度版）』に準拠し，タイロッド方式による
荷重の加え方を採用した。

図 7   ボタンヘッド
Fig.7   Button head

図 8   補強方法概要図
Fig.8   Overview of reinforcement methods

表 2   試験体寸法一覧
Table 2  Dimensions of test specimens

表 3   材料寸法
Table 3  Material dimension
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　載荷は，変形角γを 1/450 から 1/15までの 8 段階で
鋼線に引張力が発生する方向を「正方向」と定義し正負
交番載荷を各ステップで 3 回ずつ繰り返し行った。これ
に続き， 1/10 radに至るまで，正方向への単調載荷を実
施した。
　また，鋼線を 2 本使用する試験体については，横架材
の割裂を防ぐ目的で梁成（はりせい）を210 mmから
270 mmに増加させた。
2. 2　試験結果および考察
　【ピン接合型】の履歴性状を図92），【ピン接合型】，【溶
接型】，【面外型】の包絡線を図102），図112），図122）

に示す。各補強方法において，それぞれの試験結果を比
較・整理した結果，以下の共通した挙動および特性が確
認された。
　いずれの補強方法においても，載荷初期には線形的な
荷重－変形関係を示し，鋼線の降伏荷重に達するまで明
瞭な剛性を有することが確認された。具体的には，【ピ
ン接合型】では約95 kN（2 本），【溶接型】では約45 kN

（1 本），約98 kN（2 本）となった。【面外型】では約
45 kN（1 本）で降伏が確認されており，降伏荷重まで
はほぼ直線的に荷重が増加していることが明らかとなっ
た。
　つぎに，鋼線の降伏後には各試験体ともに剛性の低下
が見られ，塑性挙動への移行が生じていた。しかし，い
ずれの場合においても急激な耐力の低下や，局所的な破
壊に伴う構造性能の著しい損失は認められなかった。こ
のことから，各補強方法は降伏以降も一定の荷重を負担

し続ける能力を有しており，延性に富んだ靭性能（変形
性能）が確保されていることが示された。
　さらに，最大荷重に至る過程において，鋼線の規格破
断荷重付近に達しても，端末金具や定着金具，木部（柱
梁材）において著しい損傷や破壊は確認されず，十分な
構造安全性を保持していた。また，圧縮側載荷時におけ
る挙動として，各補強方式とも定着部で鋼線やボルトが
接合部から抜け出す傾向が見られた。この現象によって
鋼線が荷重を負担しなくなることが明瞭に把握されてお
り，補強部材の作用メカニズムに関する知見が得られ
た。
　以上のことから，3 種類の補強方法はいずれも，載荷
初期の明瞭な剛性，鋼線の明確な降伏挙動，および降伏
後の高い靭性能を有していることが判明した。

3．各補強方法の特性値の算出と評価

3. 1　特性値の算出方法および概要
　水平載荷試験の結果から作成したバイリニア型のモデ
ル化 3）と置換結果を図132）に示し，短期基準せん断耐
力および各特性値の算出結果を表 4 に示す。
3. 2　特性値に関する考察
　図13より【ピン接合型】および【溶接型】と【面外型】
の組み合わせでは，それぞれに類似した挙動が見られる
ことが確認されたので，以下に示す。
　終局変位はいずれの構造形式も 1/20（rad）から 1/10

（rad）の範囲内であることが確認され，これは「極めて
まれに発生する地震（大地震）」時の安全限界（層間変

図 9   ピン接合型　履歴性状
Fig.9   Pin joint type hysteresis characteristics

図12  面外型（金具押え，木片押え）　包絡線
Fig.12	External type (clamping hardware, clamping wood hardware) 

envelope curve

図11  溶接型（1，2 本） 包絡線
Fig.11  Welded type (1  , 2  Wires) envelope curve

図10  ピン接合型　包絡線
Fig.10  Pin joint type envelope curve
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図13  バイリニア型のモデル化と置換結果（P－δ関係）
Fig.13  Bilinear model and substitution results (P-δ relationship)

表 4   特性値の算出結果
Table 4  Calculation of characteristic values
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形角 1/30～1/20 rad）を満たしていることを意味する。
したがって，ある程度の損傷を許容したうえで，補修に
よる再利用が可能であると考えられる。
　とくに【面外型】はほかの形式と比較して，初期剛性
および短期基準せん断耐力が相対的に低い傾向を示し
た。この原因としては，金具の取り付け部や押え材付近
における初期変形角からの局所的なめり込み，さらに上
部横架材（上台梁）のねじれおよび偏心による影響が考
えられる。しかしながら，1/10 radの変形時点において
も明確な耐力低下は確認されず，変形への追従性が高
く，靭性（変形性能）のある構造特性を有している。こ
のことから，既存の木造躯体における局部的な破損の抑
制を目的とした補強手法として有効性が認められる。

4．適用事例（好文亭）

　水戸偕楽園内に建つ好文亭 4）は江戸時代後期に徳川
斉昭によって設計された歴史的建築物である。図14に
外観写真を示す。千波湖や筑波山に近接しており，三階
からは風光明媚な景観が望める，開放的な構造と繊細な
意匠が特徴である。本建築物は，開口部が多いため壁量
が少なく，大地震時に倒壊の恐れがあると判定され，
φ7ステルスブレース®での耐震補強が実施された。本物
件での，面格子で耐震補強した場合のイメージ図と，
φ7ステルスブレース®の設置写真を図15に示す。φ7ス
テルスブレース® の使用により，建設当時の景観を保ち
ながら，耐震補強がなされていることがわかる。2021年
度に耐震補強が完了し，利用者の安全が確保されたこと
により，現在は通年型での「呈茶サービス」が提供可能
となっている。現在， 同様の角度にて設計織込がなされ
ている物件が 2 件あり，文化財建築への利用が広がりつ
つある。

5．結論

　本稿では，3 種類の補強方法について水平載荷試験を
実施し，いずれも初期剛性，降伏挙動，靭性能に優れた
構造特性を有することを確認した。これらの結果は，文
化財建築における耐震補強の新たな選択肢として有効で
あることを示している。
　一般的に行われている耐震補強の手法としては，開口
部の一部を犠牲にして耐力壁を設置する方法や，採光や
通風を確保しつつ補強できる面格子状の壁や鉄骨柱を用
いる方法などが知られている。しかし，これらの手法で
は，建築の意匠に何らかの影響をおよぼすことは避けが
たい。いっぽうで，障子は全面的な開口を持ちながらも，
開けた際には 2 枚が重なって片側に寄せられる。この特
性を活かし，2 枚の障子の隙間に補強材を配置すること
で，従来の景観を損なうことなく耐震性能の向上を図る
ことも可能となる。実際に好文亭では，φ7ステルスブ
レース® を用いて，建設当時の景観を保ちながらの耐震
補強がなされた。

むすび＝以上の結果を踏まえ，今後の展開として以下の
取り組みを予定している。まず，梁スパンの変更により
生じる各種角度に対して追加確認試験を実施し，製品の
対応可能範囲の拡大を図る。併せて，得られた結果をも
とに標準化を進めるとともに，製品特性を分かりやすく
整理したリーフレットを作成する。また，設計事務所や
文化財保護機関などへの情報提供を行うことで，φ7ス
テルスブレース®の認知度向上と採用促進を目指す。
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図14  好文亭の外観
Fig.14  Exterior of the Kobuntei

図15  好文亭における補強方法による景観
・左：面格子（イメージ図）　　・右：φ7ステルスブレース®（設置写真）

Fig.15  Landscape of reinforcement methods at Kobuntei
left: Lattice window (image)　　right: φ7 stealth brace® (installation photo)
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まえがき＝鋼構造建築物に使用される鉄骨梁には，塑性
変形能力が求められる。梁が地震などの荷重を受けた際
に，上フランジが圧縮され座屈すると，梁が梁材軸の直
交方向へはらみだす現象が発生することがある（図 1）。
この現象は横座屈と呼ばれている。横座屈が発生する
と，耐力が急激に低下するため，必要な塑性変形能力を
確保することができない。そのため，梁には必要に応じ
て，横座屈を防止するための補剛材が設けられている。
　いっぽうで，梁にはコンクリート床（以下，床スラブ
という）が頭付きスタッド（以下，スタッドという）に
より接合されていることが一般的である。床スラブによ
って，上フランジが拘束されることで，上フランジの構
面外方向の変形および梁材軸まわりの回転が拘束され，
横座屈が発生しにくくなる（図 2）。この横座屈補剛効
果を定量的に見込むことができれば，補剛材を省略する
ことが可能になる。
　床スラブの横座屈補剛効果については，これまで種々
の研究が行われている（例えば文献 1）。しかしながら，

床スラブの上フランジ拘束効果を活用した鉄骨梁の横座屈
補剛工法
伊藤冬樹＊1・高田武之＊2（博士（工学））

Lateral Buckling Restraint Method for Steel Beams Using Stiffening Effect 
of Slab
Fuyuki ITO・Dr.Takeshi TAKADA

要旨
鉄骨梁の上フランジが床スラブによる拘束を受けている場合，純鉄骨梁と比較し横座屈が生じにくいことが既往
研究で確認されている。当社では，あらたに実験や解析をおこない，床スラブ付き鉄骨梁の塑性変形能力評価手
法を構築した。構築した評価手法は，｢神戸製鋼所の横座屈補剛工法｣ として，（一財）日本建築総合試験所の建
築技術性能証明を取得している。
本工法の特長は，頭付きスタッドが梁幅方向に複数行配置される場合の剛性を設計に反映できること，および，
崩壊形式（横座屈または局部座屈）に応じた塑性変形能力評価が可能なことなどである。
本稿では，開発にあたり実施した実験・解析について述べる。本工法で予測される塑性変形能力は，実験・解析
の結果と良い対応を示していた。

Abstract
Previous research has confirmed that when the upper flange of a steel beam is restrained by a floor slab, 
lateral buckling is less likely to occur than in a steel beam. Kobe Steel has conducted new experiments and 
analyses to establish a method of evaluating plastic deformation capacity for steel beams with floor slabs. This 
evaluation method has been certified by the General Building Research Corporation of Japan (GBRC) as “Kobe 
Steel’s Lateral Buckling Restraint Method” under its “Assessment of Technology for Building Construction” 
program. The features of this method include its ability to reflect the rigidity of multiple-line layouts of headed 
studs across the beam width in the design, and its ability to evaluate plastic deformation capacity in accordance 
with the collapse mode (lateral buckling or local buckling). This paper describes the experiments and analyses 
conducted during its development. The plastic deformation capacity predicted by this construction method 
shows a good agreement with the experimental and analytical results.

検索用キーワード
横座屈，合成梁，頭付きスタッド，載荷実験，有限要素法解析，崩壊形式，塑性変形能力

■特集：建築・土木を支えるKOBELCOの材料およびソリューション	 FEATURE : KOBELCO’s Materials and Solutions for Architecture and Civil Engineering

（技術資料）

＊1 鉄鋼アルミ事業部門　厚板ユニット　厚板商品技術部　＊2 事業開発部

図 1   鉄骨梁の横座屈
Fig.1   Lateral buckling of steel beam

図 2   床スラブの上フランジ拘束効果
Fig.2   Stiffening effect of the slab
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超高層建築物で適用される大断面梁など梁幅方向に複数
行のスタッドが配置される場合の検討例は少ない。ま
た，崩壊形式（横座屈または局部座屈）の判定が可能で，
崩壊形式に応じた塑性変形能力が評価可能な手法の提案
例は少ないと言える。
　そこで，当社は，聲高ら2）および五十嵐ら3）～6）の研
究を参考にし，あらたに床スラブの補剛効果確認のため
の梁－床スラブ接合部の要素実験，架構実験および有限
要素法解析を実施して，梁の塑性変形能力予測手法を構
築した。構築した評価手法は，「神戸製鋼所の横座屈補
剛工法」として，2022年12月に（一財）日本建築総合
試験所の建築技術性能証明を取得した。
　本工法の特長は，（1）スタッドが梁幅方向に複数行
配置される場合の剛性を設計に反映できること。（2）
崩壊形式（横座屈または局部座屈）に応じた塑性変形能
力評価が可能なことなどである。
　床スラブの上フランジ拘束効果を活用した横座屈補剛
工法により補剛材の省略が可能となると，補剛材に伴う
製作や施工の合理化につながり，建築業界の生産性向上
の一助になると考えている。
　本稿では，本工法の開発にあたり実施した梁－床スラ
ブ接合部の実験，架構実験，有限要素法解析について述
べる。

1．横座屈補剛工法の概要

　本章では，本工法の開発にあたり参考とした研究およ
び本工法の概要について述べる。
　文献 2 では，床スラブによる上フランジの拘束効果が
検討されている。短い梁と床スラブだけからなる試験体
の要素実験を行っている。剛性や最大耐力に関する既往
の評価式と実験結果の比較を行い，あらたな評価式を提
案している。
　文献 3 では，上フランジを梁材軸まわりに対して連続
完全拘束された梁の弾性座屈性状についてエネルギー法
を用いて理論的に解析している。また，梁両部材端の境
界条件やモーメント勾配を考慮した弾性横屈耐力評価式
を提案するとともに，横座屈と局部座屈の連成座屈の弾
性座屈耐力算定法を掲示している。文献 4 では，上フラ
ンジが連続完全拘束された場合の横座屈耐力上昇を整理
できる新たな断面形状指標Tsを提案している。さらに，
上フランジに対する拘束が相対的に弱く，梁構面外方向
の水平変位や梁材軸まわりの回転が発生する場合を対象
として，連続完全拘束時からの拘束度合の低下を反映し
た弾性横座屈耐力算定法および塑性変形性能に応じた必
要補剛力を掲示している。文献 5 では，梁の繰返し載荷
実験を実施し，上フランジに対する拘束が梁の弾塑性挙
動および崩壊形式に与える影響を明らかにするととも
に，塑性変形性能の評価手法を提案している。文献 6 で
は，無拘束で崩壊形式が局部座屈となる梁の塑性変形性
能について幅厚比指標WFを用いて評価する方法を提案
している。
　本工法における床スラブの補剛効果の評価方法は，文
献 2 に基づいている。開発にあたり，超高層建築物など

で適用される大断面梁も工法の適用対象とするため，梁
幅方向に複数行のスタッドを配置した場合の実験を追加
で行った。
　床スラブの補剛効果に応じた弾性横座屈耐力の算定，
塑性変形能力確保に必要な補剛量の考え方は，文献 3 お
よび文献4に基づいている。本工法の弾性横座屈耐力は，
式（1）で算定する。

　　Mcr＝βR（α1Mcre＋α2Mcrm'）……………………………（1）

　ここで，
　　Mcr	 ：本工法を適用する梁の弾性横座屈耐力

（kNm）
　　Mcre	 ：無拘束時弾性横座屈耐力（kNm）
　　Mcrm'	 ：上フランジを連続完全拘束されたH形鋼の

弾性横座屈耐力の最小値（kNm）
　　α1,α2	：境界条件や応力勾配で決まる定数
　　βR	 ：低減係数
　崩壊形式の判定，崩壊形式ごとの塑性変形能力の評価
は，文献 5 および文献 6 を参考とした。架構実験，有限
要素法解析の結果より，崩壊形式は，WF/λb が1.4以下
の場合は横座屈，1.4超は局部座屈となる。それぞれの
崩壊形式における塑性変形能力は式（2），（3）で求める。

　　横座屈の場合：R＝110（0.65－λb）2………………（2）
　　局部座屈の場合：R＝32（1.0－WF）2… …………（3）

　ここで，
　　R	 ：塑性変形倍率（最大耐力を超え全塑性モーメ

ントまで耐力が低下した時点）
　　λb	 ：一般化細長比
　　WF	 ：幅厚比指標

2．構造実験による検証

　本章では，本工法の開発にあたり実施した構造実験に
ついて述べる。
2. 1　梁-床スラブ接合部の要素実験
　文献 2 では，鋼梁と床スラブの接合部のみを取り出し
た要素実験を行い，主に梁幅方向に 1 行のスタッドを配
置した場合の力学的挙動を確認している。しかし，大断
面梁においては梁幅方向に複数行のスタッドを配置する
ことが多く，この場合についての検討は不十分である。
　本工法の開発にあたって，スタッドの配置を主なパラ
メータとした梁－床スラブ接合部の要素実験を行い，モ
ーメント－回転角関係における弾性剛性と最大耐力に関
して，梁幅方向に複数行のスタッドが配置された場合に
も適用できるように文献 2 の算定法を修正した。
　なお，本検討結果の詳細は，文献 7 にまとめているた
め，そちらも参考にされたい。
　試験体は，図 3 に示すように梁と床スラブをスタッ
ドで結合したもので，表 1 に示す34体である。表 1 中
のGr.番号に対応して以下の 6 グループのパラメータを
設定した。

【1】梁幅方向のスタッドの配列
梁幅方向のスタッド本数と位置の影響を確認
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【2】デッキプレートの形状と向き
合成デッキとフラットデッキを用いた試験体とし，
その影響を確認。合成デッキについては梁材軸に
対する合成デッキの溝の向きの影響を確認

【3】片側スラブのへりあき距離
片側スラブを模した試験体とし，片側スラブのへ
りあき距離の影響を確認

【4】梁材軸方向のスタッドの配列
梁材軸方向のスタッドのピッチの影響を確認

【5】片側スラブ+梁材軸方向のスタッドの配列
片側スラブのへりあき距離と梁材軸方向のピッチ
の影響の確認

【6】コンクリートの種類
普通コンクリートを用いた試験体とし，1 種軽量コ
ンクリートとの差異を確認

　スタッドの寸法はφ19 mm×100 mmであり，配置は
図 4 に示すように梁幅方向に最大 4 行，梁材軸方向に最
大 2 列としている。コンクリートは，1 種軽量コンクリ
ートを基本としているが，1 体（1c× 1_NC試験体）の
み普通コンクリートとしており，設計基準強度はともに
18 N/mm2である。梁はすべての試験体で共通とし，ウェ

ブとフランジの面外変形を拘束するためにフランジ厚を
50 mmとし，さらに厚さ 9 mmのスチフナを100 mm
間隔で設けている。
　試験体は，図 5 に示すように上下を反転させ，ボル
トによって床スラブを反力床に固定する。反転させた試
験体の上に，スチフナを有するH形鋼ジグを高力ボルト

図 3   試験体形状
Fig.3   Test specimen

表 1   試験体一覧
Table 1  List of test specimens

図 5   試験体および試験装置
Fig.5   Test specimen and test set-up

図 4   スタッドの配置の例
Fig.4   Examples of stud layout



74 KOBE STEEL ENGINEERING REPORTS/Vol. 74 No. 2（Nov. 2025）

で緊結することで，上フランジ表面から水平力を与える
油圧ジャッキ芯までの距離（梁せいに相当）を1.09 m
としている。
　回転剛性に関して，文献 2 の算定方法を修正した計算
結果と実験結果の比較を示す。修正した算定方法は式

（4）である。梁幅方向に複数行のスタッドを有する場
合の回転剛性Ksc は，スタッドのコーン状破壊面の有効
水平投影面積Aci の欠損を考慮することで算定すること
としている（図 6）。
　　Ksc=∑n

i=1（KSi
－1+Kci

－1）－1）……………………………（4）
　　　KSi =E･As･bsi

2/ls

　　　Kci =Ee･Aci･bsi
2/40･ls 

　ここで，
　　Ksi	 ：i番目の頭付きスタッドの伸びによる回転剛性
　　Kci 	：i番目の頭付きスタッドのコンクリートの変形

による回転剛性
　　E	 ：鋼材のヤング係数

　　As	 ：頭付きスタッドの軸部断面積
　　bsi 	：回転中心から梁幅方向 i行目の頭付きスタッド

中心までの距離
　　ls	 ：頭付きスタッドの首下長さ
　　Ee	：コンクリートのヤング係数
　　Aci	：梁幅方向 i行目の頭付きスタッドのコーン状破

壊面の水平投影面積
　図 7 に，回転剛性の実験結果と式（4）の計算結果を
比較して示す。図 7 中の一部で，実験結果の記載がない
ものは，回転剛性が負値を示したことや，初期サイクル
で最大耐力を迎えたことで剛性を算定できないためであ
る。図 7 より，計算結果は実験結果とおおむね良い対応
を示していることが分かる。
2. 2　架構実験
　崩壊形式の判定，崩壊形式ごとの塑性変形能力の評価
の妥当性検証のため，架構実験を実施した。
　図 8 に試験装置および試験体を示す。試験体は，全
塑性モーメントに達した後に終局をむかえるように弾性
範囲では横座屈または局部座屈しない部材断面に設定し
た。実大寸法の 1/2.5程度を想定した縮小試験体であり，
柱の反曲点間を想定した 1 層 1 スパンの直交梁付きの部
分骨組架構である。試験体に設ける床スラブは鉄骨梁お
よび直交梁の上フランジと頭付きスタッドで接合した。
　表 2 に試験体一覧を示す。実験因子は一般化細長比λb

（0.42～0.59）およびスタッド間隔（80 mm，200 mm，
400 mm）とした。ここでλb は文献 3 に基づき算定して
おり，梁せい（400 mm，600 mm）および梁フランジ幅

（130 mm，150 mm，180 mm）を変化させることで対応

図 9   載荷プログラム
Fig.9   Loading program

図 6   コーン状破壊面の有効水平投影面積
Fig.6   Effective horizontal projected area of cone-shaped failure

図 7   回転剛性Ksc の比較
Fig.7   Comparison of Ksc

図 8   試験体および試験装置
Fig.8   Test specimen and test set-up
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した。またλb は文献 3 に示される幅厚比指標WFを加味
し，文献 5 に基づく崩壊形式が横座屈（AC59-200，
AC59-400，AA42-80）もしくは局部座屈（AC45-200，
AC45-80）となる部材断面を選定した。400 mmと200 
mmのスタッド間隔は，文献 8 に示される合成率が，そ
れぞれ0.5程度，1.0程度となるよう設定した。またスタ
ッド間隔を80 mmとした試験体は，実大構造物におけ
る一般的なスタッド間隔の 1/2.5とすることを意図して
設定した。
　床スラブは厚さ60 mmで軽量 1 種コンクリート（目
標圧縮強度21 N/mm2）を用い，溶接金網（φ3.2@50，
SWM-P）を 1 段配筋とした。スタッドは径10 mm，長
さ40 mmとした。表 3 に材料試験結果を示す。
　試験は，試験体の柱下端をピン支持し，柱上端とピン
で接合した加力梁に水平方向の変位を与える方法とし
た。試験体の構面外の変形と柱のねじれ防止のために，
直交梁の先端に直交梁接続用治具を配置し，柱下端ピン
位置と同一レベル位置でピン支持した。
　図 9 に載荷プログラムを示す。R=（5, 10, 20, 30, 40, 
50）×10－3radで 2 回ずつ漸増繰返し載荷を行った後，
単調に正方向に水平力を与えることを原則としたが，試
験体の損傷状況を考慮しながら適宜サイクルを省略し，
崩壊形式を確認した。

　図10に，正側載荷時に下フランジに圧縮力が作用す
るA柱側（図 8 左側）の梁端曲げモーメントMab と回転
角 bθa の関係を示す。また，表 4 に実験結果一覧を示す。
表のRmax はMmax 時点での sθb を梁の全塑性モーメントMp

時の変形角θp で除して 1 を減じて算定した塑性変形倍率
であり，RはMp を超えた後に再びMp まで低下した時点
での塑性変形倍率である。なお sθb は骨格曲線における
梁端回転角である。
　表 4 に示すとおり，床スラブの上フランジ拘束効果に
より，最大耐力は 5 体の中でλb が最大（λb=0.59）であ
るAC59-200およびAC59-400の負曲げ側でもMp に達し
た。そのほかの試験体ではMmax／Mp は1.13～1.31となっ
た。なお，表中には圧縮材の細長比λyを付記する。
　塑性変形倍率Rは，AC59-200およびAC59-400のA柱
とB柱の平均値で1.37，1.09であり，スタッド本数の増
加に伴い塑性変形能力が向上していた。AC45-200およ
びAC45-80の比較でも同様の傾向がみられた。AC45-
200，AC45-80およびAA42-80ではRは 2 を超えていた。
　図11に本工法で崩壊形式が横座屈と区分されるもの
の塑性変形能力評価式，式（2）と実験結果の比較を，
同様に図12には，崩壊形式が局部座屈と区分されるも
のについて，式（3）との比較を示す。評価式と実験結
果は良い対応を示している。

図10  梁端モーメント－回転角関係
Fig.10  M-θ

表 2   試験体一覧
Table 2  List of test specimens

表 3   材料試験結果
Table 3  Mechanical properties
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3．有限要素法解析による検討

　本章では，前章で述べた構造実験を再現する解析モデ
ルの検討について述べる。また，実構造を想定した網羅
的な解析検討の一例を示す。
3. 1　架構実験の再現解析
　本節では，AC59-400およびAA42-80の再現解析につ
いて示す。解析モデルを図13に示す。解析モデルは試
験体と同じ形状寸法とするが，柱・直交梁・載荷装置類
を省き，梁の内法スパン部分のみをモデル化した。梁と
床スラブはシェル要素でモデル化した。回転バネの剛性
には，スタッド抜出しおよびフランジ面外変形を考慮し
た値を用いた。また，スタッドのコーン状破壊を想定し，
回転バネの回転角が所定の値に達すると曲げ耐力が 0 と
なるバネモデルを用いた。梁フランジと梁ウェブの材料
特性には実験と同様の繰返し載荷を精度よく再現できる
よう橋口モデルを用いた。
　初期不整形状は，逆対称曲げとなる強制回転変位を与
えた座屈固有値解析を行い，得られたモード形状に基づ

図14  梁端モーメント－回転角関係
Fig.14  M-θ

図11  R-λb

Fig.11  R-λb

図12  R-WF
Fig.12  R-WF

図13  解析モデル
Fig.13  Analysis model

表 4   実験結果
Table 4  Test results
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いて与えた。繰り返し載荷であるため，負側のモード形
状についても考慮し，モード形状を正負重ね合わせた形
状を初期不整形状として用いた。大きさは，面外変形が
最大となる下フランジ中央の節点において，面外変形が
L / 1000となる大きさとした。
　図14に解析より得られた負曲げ側の梁端モーメント
－回転角関係を実験結果と合わせて示す。実験結果と解
析結果は良い対応を示している。
3. 2　解析によるパラメトリックスタディ
　架構実験を再現可能な解析モデルにて，実構造を想定
したパラメトリックスタディを行い，塑性変形能力の評
価手法の妥当性を検討した。本節では，その一例を示す。
解析一覧を表 5 に示す。解析モデルは，9 ケースであり，
一般化細長比λb と幅厚比指標WF，梁の鋼種をパラメー
タとしたものを示す。
　解析結果と変形能力評価式の関係を図15に示す。（a）
には崩壊形式が横座屈となる場合のRとλbの関係を，（b）
には，崩壊形式が局部座屈となる場合のRとWFの関係
を示している。No.4 の梁形状の場合，補剛材の一般的
な必要間隔は 9 m程度である。No.4 の梁長さは18 mで
あるが，床スラブの上フランジ拘束効果により，R：3.2
を確保することが可能となっている。また，本工法の変
形能力評価式，式（2），（3）は解析結果を安全側に評
価することができていることが分かる。

むすび＝鉄骨梁の横座屈補剛工法の開発にあたり実施し
た実験および解析について述べた。本工法で予測される
塑性変形能力は，実験や解析の結果と良い対応を示すこ
とが確認された。
　鉄骨梁の横座屈補剛工法が今後の鉄骨の製作および施
工の合理化の一助となれば幸いである。
　本研究を進めるにあたり，五十嵐規矩夫教授，三井和
也准教授（以上，東京科学大学），聲高裕治教授（京都
大学），小野潤一郎氏，吉田和彦氏，木村征也氏，内田
衞氏，平井健太氏（以上，㈱日建設計）より貴重なご助
言を賜った。ここに深く感謝の意を示す。
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表 5   解析一覧
Table 5  List of analysis case

図15  解析結果
Fig.15  Results
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まえがき＝近年，鋼構造建築物の高層化および大型化に
ともなう，柱部材の厚肉化および高強度化が進む中，
780 N/mm2 級鋼の適用が期待されている。しかし，780 
N/mm2 級鋼への同強度溶接材料での溶接では，低温割
れ防止のための予熱および後熱と強度確保のための厳し
い入熱量およびパス間温度の管理が必要となり 1），施工
難度が高く，また，施工能率も低いため，780 N/mm2級
鋼適用のネックの一つとなっている。
　いっぽう，溶接組立箱形断面柱の角溶接を対象とし
て，溶接金属の強度が母材の強度を下まわるアンダーマ
ッチ溶接に関する研究成果が公表されており，アンダー
マッチ溶接は，溶接施工条件を緩和できる可能性が示さ
れている2）。一般に，工事現場における柱継手位置は，
作業性を考慮し床面から 1 m程度の高さに設けられる。
水平荷重時の柱の曲げモーメント分布を考えると，柱継
手位置の曲げモーメントは柱端位置の曲げモーメントに
比べて小さい。そのため，アンダーマッチ溶接による柱
継手の設計は可能であると考えられる。同様の観点から
柱継手を部分溶込み溶接とした研究 3）が行われており，
設計方法が鋼構造接合部設計指針 4）に示されている。
　通常，柱継手はオーバーマッチ溶接となるように溶接
材料および溶接条件が設定される。オーバーマッチ溶接

の場合，完全溶込み溶接された柱継手の耐力は母材耐力
を上回ることになるので，とくに継手の設計を必要とし
ない。いっぽう，アンダーマッチ溶接の場合では，柱継
手の耐力を算定し，設定する要求性能を満足させる必要
がある。また，アンダーマッチ継手の強度は，母材によ
る塑性拘束の影響を受け，継手の強度が溶接金属の強度
よりも上昇することが古くから知られている5）ことか
ら，塑性拘束の影響も考慮する必要がある。
　本稿は，780 N/mm2級溶接組立箱形断面柱を対象とし
て，アンダーマッチ溶接を用いた場合の柱継手の弾塑性
挙動を明らかにし，最大曲げ耐力の推定式とその妥当性
について柱部材の繰返し水平載荷実験により確認した結
果について述べる。

2．アンダーマッチ溶接を用いた場合の柱継手
の最大曲げ耐力の推定式

2. 1　軸力が作用しない場合
2. 1. 1　曲げ耐力の計算値
　軸力が作用しない場合の柱継手の最大曲げ耐力 jMu を
以下のストレスブロックの仮定に基づき推定する。な
お，算定に当たっては，鋼管幅Bに比べて板厚 tが十分
に小さいと仮定した。

アンダーマッチ溶接による780 N/mm2級箱形断面柱継手
の最大曲げ耐力評価
宮田亮太＊1・山口徹雄＊1・田畑晃人＊2・松下政弘＊3・田中　剛＊4（博士（工学））

Ultimate Flexural Strength of Column Splices with Undermatching Welds 
in 780 N/mm2 Class Columns
Ryota MIYATA・Tetsuo YAMAGUCHI・Akito TABATA・Masahiro MATSUSHITA・Dr.Tsuyoshi TANAKA

要旨
近年，引張強さ780 N/mm2 級の高張力鋼が開発されているが，溶接部の強度を母材と同等に確保するためには，
多大な労力およびコストを要するのが現状である。これに対して，現場における柱継手にアンダーマッチ溶接が
適用可能になれば，溶接作業にともなう諸問題を大幅に軽減することが期待される。本稿では，アンダーマッチ
溶接を用いた柱継手の最大曲げ耐力の推定式を提案する。アンダーマッチ溶接を用いた柱継手を有する溶接組立
箱形断面柱部材に対して有限要素解析と曲げ試験を実施し，その結果に基づいて柱継手の最大曲げ耐力評価を行
い，提案式の妥当性を確認した。

Abstract
High-strength steels with tensile strengths in the region of 780 N/mm2 have recently been developed. However, 
achieving welded joints with strength equivalent to the base material still requires considerable effort and cost. 
In contrast, applying undermatching welding to column splices in the field has the potential to significantly 
reduce the challenges associated with welding operations. This report presents a formula for estimating the 
ultimate flexural strength of column splices using undermatching welds. Finite element analyses and bending 
tests have been conducted on box-column members with undermatching-welded splices. Based on the results 
of these analyses and tests, the ultimate flexural strength of the column splices has been evaluated, and the 
validity of the proposed formula has been verified.
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（ⅰ）0°方向載荷
　図 1（a）に示すようにフランジについては溶接金属
の引張強さ wσu ，ウェブについては溶接金属の降伏点 wσy

のストレスブロックが形成されると仮定した。このと
き，jMu は，次式により表される。

　　　　　　　　　　　　　　　……………………（1）

　ここでβは溶接金属の降伏比の逆数（wσu /wσy）を表す。
（ⅱ）45°方向載荷
　図 1（b）に示すように外縁側の断面積の半分が wσu に
到達し，残りの領域が wσy に留まるストレスブロックが
形成されると仮定した。このとき，jMu は，次式により
表される。

　　　　　　　　　　　　　　　　…………………（2）

（ⅲ）角継手がアンダーマッチ溶接の場合
　図 2 に，45°方向載荷の場合を示す。角継手に接する
領域が角継手の溶接金属の引張強さ cσu となると仮定す
ると，jMu は，次式により表される。
0°方向

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…（3）

45°方向

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…（4）

ここで，aは角継手の溶接溶込み断面積である。
2. 1. 2　高強度母材の塑性拘束による強度上昇率の算定
　アンダーマッチ継手では降伏が先行する溶接金属の塑
性変形を高強度側の母材が塑性拘束し，溶接金属が多軸
応力状態となり継手強度があがることが古くから知られ

t（B－t）2（1＋2β）wσy2
1

jMu＝

t（B－t）2（1＋3β）wσy2 2
1

jMu＝

t（B－t）2（1＋2β）wσy－2a（B－t）・（wσu－cσu）2
1

jMu＝

t（B－t）2（1＋3β）wσy－  2a（B－t）・（wσu－cσu）2
1

jMu＝ 2

ており 5），その最大曲げ耐力は，溶接金属の強度に基づ
く計算値を上回ることが期待される。本項では，すべり
線を用いた極限解析に基づき導出した耐力評価式につい
て述べる。
2. 1. 2. 1　有限要素数値解析
　溶接金属の塑性変形状態を単純化して捉えることを目
的として，材料を完全弾塑性材とした有限要素数値解析

（FEA）を行った。解析モデルを図 3 に示す。図 7 に示
す試験体にあわせて上柱を板厚12 mm，下柱を板厚
24 mmとし，溶接部も含めてモデル化した。解析モデ
ルは，対称性を利用した 1/2 モデルとし，ソリッド要
素を用いて作成した。柱下端は完全固定とし，柱頂部を
自由端として強制変位を与えた。解析には，汎用有限要
素数値解析ABAQUS（Ver6.14）を用いた。塑性域の降
伏条件および構成方程式は，von Misesの降伏条件，
Prandtl-Reussの流れ則および等方硬化則に基づいてい
る。材料特性には，溶接金属および母材の降伏点を用い
た完全弾塑性型の応力－歪関係を入力した。
　θ=4θp 時の柱継手位置における相当塑性歪の分布と
変形状態の例を図 4 に示す。ここで，θは柱部材角であ
り，柱継手に生じる曲げモーメントが上部箱形断面の全
塑性モーメントMpに達する弾性柱部材角θp を基準とし
ている。なお，図4は同図に示すa－a’断面のものである。
0°および45°方向載荷のいずれにおいても，イーブンマ
ッチ継手では，溶接金属および母材に塑性化が生じるの
に対して，アンダーマッチ継手では，開先面に沿って溶
接金属側が顕著に塑性変形するすべり変形が生じている
ことがわかる。
2. 1. 2. 2　極限解析
　2.1.2.1 有限要素数値解析の解析結果よりアンダーマッ

図 1   応力分布
Fig.1   Stress distribution

図 2   角継手強度の異なる柱継手の応力分布　（a）イーブンマッチ角継手　（b）アンダーマッチ角継手
Fig.2   Stress distribution in column splices with different fillet weld strengths

	 (a) Fillet joint with even-matched weld metal　(b) Fillet joint with undermatched weld metal
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チ継手では開先面に沿うすべり変形が塑性挙動を支配し
ていることが明らかとなった。そこで，アンダーマッチ
継手の強度推定式を得る目的で，すべり線に基づく極限
解析を行う。溶接金属が母材により塑性拘束されている
と仮定すると平面歪状態とみなすことができる。溶接金
属を完全剛塑性材とし塑性変形にともなう体積変化を 0

（非圧縮性）と仮定すると，降伏線にはすべりだけが許
容されることになる。開先面にすべり線を設けた崩壊機
構を図 5 に示す。
　単位幅当りの崩壊荷重をpp とすると，外力仕事WO は
次式で表される。

　　Wo ＝pp・δ……………………………………………（5）

　ここで，δは母材の鉛直方向の仮想変位を表す。すべ
り線で成される内力仕事Wi は，降伏せん断応力，すべ
り量およびすべり線の長さ（t：母材の板厚）の積で表
される。すなわち，

　　　　　　　　　　　　　　………………………（6）

　W0 とWi を等値するとpp が得られる。

　　pp ＝1.23t・wσy … ……………………………………（7）

　アンダーマッチ継手の降伏耐力は，母材からの塑性拘

Wi＝ ・ ・3
wσy

sin35°
δ

cos35°
t

図 3   FEAモデル
Fig.3   FEA model

図 4   a-a’断面の相当塑性ひずみの分布
Fig.4   Distribution of equivalent plastic strain of a-a’ section
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束の影響を受け，溶接金属の降伏点の1.23倍となる。
2. 1. 2. 3　継手強度
　2.1.2.2 極限解析で求めたpp は降伏耐力に相当し，最大
耐力については降伏点を引張強さに置き換えて算定する
方法が考えられる。しかし，柱継手が最大耐力となる状
態では，母材の塑性化の程度に応じて強度上昇率が1.23
より低下することが考えられる。そこで，継手の最大耐
力および降伏耐力を次式で表し，以下に示す三つの場合
に分けて強度上昇率ωを算定する。

　　pu ＝ω・t・wσu　………………………………………（8）

　①　wσu ≦ bσy の場合
　柱継手の溶接金属の引張強さ wσu に到達するまで母材
の降伏強さ bσy に留まる場合で，最も塑性拘束の程度が
大きいと考えられる。この場合は，ω=1.23を用いる。
　②　wσu ≧ bσu の場合
　イーブンマッチ継手以上の場合であり，母材側の塑性
化が進展するため，塑性拘束の影響が表れないと考えら
れる。この場合は，ω=1 とする。
　③　bσy ≦ wσu ≦ bσu の場合
　①と②の中間の場合で wσu が母材の引張強さ bσu 以下の
場合である。ここでは，①と②の境界値を線形補間する
次式によりωを与える。

　　　　　　　　　　　　　…………………………（9）

ここで，bYRは母材の降伏比，Srは母材に対する柱継手
の軟質度（wσu / bσu）を表す。
　2.1.1項で算定した曲げ耐力式に対して，本項で算定し
たωを柱継手における溶接金属の引張強さ wσu ，降伏点
wσy に乗じ，ωwσu ，ωwσy に置き換えることで，塑性拘束
を考慮した jM *

u を導出可能である。
2. 2　軸力が作用する場合
　冷間成形角形鋼管設計施工マニュアル6）では，全塑性
曲げモーメントに及ぼす軸力の影響について，軸力比に
応じた近似式を用いて評価している。本節では，同様の
手法を用い，柱継手の最大曲げ耐力について軸力比に応
じた耐力評価式を提示する。
　箱形断面柱部材が曲げと軸力を受ける場合，軸力の大
きさによって最大曲げ耐力は低減し，中立軸の位置も移
動する。本節では，図 1 で仮定した軸力の無い場合のス
トレスブロックを基に，軸力による低減効果を考慮した
柱継手の最大曲げ耐力 jM *

uc を算定する。
（ⅰ）0°方向載荷
　①　0 ≤ nw ≤ 0.5の場合
　中立軸が降伏応力のブロック内にある場合であり，継
手強度の上昇を考慮した応力状態は図 6（a）と仮定する。
応力分布より算定される最大曲げ耐力 jM *

uc は次式で近
似できる。

　　　　　　　　　　　………………………………（10）

　ここで，軸力比nw は溶接金属の降伏点に基づく柱継
手の降伏軸力（=A･wσy）を基準としている。
　②　0.5 ≤ nw ≤ 0.5（β+1）のとき
　中立軸が引張強さのブロック内にある場合であり，応
力状態は図 6（b）と仮定する。応力分布より算定され
る最大曲げ耐力 jM *

uc は次式で近似できる。

　　　　　　　　　　　　　　　……………………（11）

1－bYR
1.23－0.23Sr－bYRω＝

jM*u
jM*uc

2β＋1
4＝1－ n2w

jM*u
jM*uc

2β＋1
2＝ {（β＋1）－2nw}図 5   崩壊機構

Fig.5   Collapse mechanism

図 6   応力分布
Fig.6   Stress distribution
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（ⅱ）45°方向載荷
　①　0 ≤ nw ≤ 0.5のとき
　中立軸が降伏応力の応力ブロック内にある場合であ
り，応力状態は図 6（c）と仮定する。応力分布より算
定される最大曲げ耐力 jM *

uc は次式で近似できる。

　　　　　　　　　　　………………………………（12）

　②　0.5 ≤ nw ≤ 0.5（β+1）のとき
　中立軸が引張強さの応力ブロック内にある場合であ
り，応力状態は図 6（d）と仮定する。応力分布より算
定される最大曲げ耐力 jM *

uc は次式で近似できる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…………（13）

3．柱部材の繰返し水平載荷実験

　前章までで導出したアンダーマッチ継手の最大曲げ耐
力推定式の妥当性を検証するため，建築構造用高性能
780 N/mm2 級鋼材（KBSA630C注））を対象として片持
ち柱形式の載荷実験を行った。
3. 1　試験体
　試験体一覧を表 1 に示す。試験体ⅠとⅡ，試験体Ⅲ
とⅣの試験体形状の例をそれぞれ図 7 および図 8 に示
す。試験体は，柱と下部固定治具からなるT字形である。
　本実験では，780 N/mm2 級箱形断面□－150×150×
12と□－150×150×24に柱継手を設ける。柱継手で破
壊させ，柱継手の最大耐力を知るため，柱下端から50 
mmの位置に柱継手を設けた。実験因子は，軸力有無，
溶接金属強度および載荷方向である。溶接金属強度につ
いては 3 水準とし，載荷方向については 0°および45°方
向の 2 種類とする。柱継手の詳細を図 7 に示す。ルート
ギャップを 3 mm，開先角度35°とし，セラミック製の
裏当て材を用いて裏波溶接による完全溶込み溶接を行っ
た。裏波溶接とした理由は，本実験に用いた板厚は12 

jM*u
jM*uc

3β＋1
4＝1－ n2w

jM*u
jM*uc

3β＋1
4＝ β

1
2
1（1－β）  2β－ n－

mmと小さく，これに板厚 9 mmの裏当て金を使用する
と試験体と裏当て金の板厚差が小さく裏当て金を介して
の応力伝達などにより，最大耐力に影響を及ぼす可能性
があるためである。表 1 に示す溶接ワイヤ（φ－1.2 
mm）を用い，下向姿勢により溶接を行った。溶接積層
は 4 層 4 パスである。
　角継手の詳細を図 7 に示す。ルートギャップ 5 mm，
開先角度35°とし，裏当て金を用いて完全溶込み溶接を
行った。溶接ワイヤとして，JIS Z3312 G78Aクラスを使
用したものは，柱継手では予熱温度・パス間温度とも
100℃，角継手では予熱温度75℃，パス間温度125℃狙
いとして溶接した。なお，後熱は実施していない。
　また，低強度溶接ワイヤについては，柱継手，角継手
とも溶接金属の冷却速度を遅くし，目標とする溶接金属
強度を得ることを目的に予熱温度,　パス間温度ともに
200℃狙いとして溶接した。

図 7   試験体およびセットアップ（試験体シリーズⅠ,Ⅱ）
Fig.7   Test specimens and set-up (test series I and II)

表 1   試験体一覧
Table 1  Test specimens

脚注） KBSAは当社の登録商標（第4936432号）である。
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　試験体に使用した母材および溶接金属の引張試験結果
を表 2 に示す。なお，降伏点は0.2%オフセット法より
算定した。引張試験片の形状は，柱母材ではJIS 5 号，
溶接金属ではJIS A2号を用いた。試験片の採取位置は
柱母材では全厚，溶接部では溶接金属中央とした。
　得られた結果より計算した軟質度Sr を表 1 に示す。
3. 2　載荷方法・計測方法
　載荷方法は，正負漸増交番繰返し載荷とし，柱継手に
生じる曲げモーメントが上部箱形断面の全塑性モーメン
トMp に達する時の弾性柱部材角θp を変形の基準値とし
て，±θp ，± 2θp ，± 3θp…で各 2 回ずつ破壊モード
が確定するまで行う。なお，0°および45°方向載荷試験
体のMp は，それぞれ，254 kNmおよび239 kNmである。
　軸力のない試験体シリーズⅠおよびⅡでは図 7 に示す
ように変位計をセットし，柱部材角θを計測した。軸力
を変化させた試験体シリーズⅢおよびⅣでは図 8 に示す

ように鉛直ジャッキにより柱軸力を導入した後，水平載
荷を行った。なお，軸力の影響を考慮した上部箱形断面
の全塑性モーメントMpc は，冷間成形角形鋼管設計施工
マニュアル6）の考え方に基づき算定した。
3. 3　実験結果
　実験結果一覧を表 3 に示す。表中の eMmax は柱継手に
生じた最大曲げモーメントを示す。破断サイクルの 5θp

（+1）は 5θp の載荷サイクルの正側 1 サイクル目に破断
したことを示す。
　各試験体の荷重－変形関係を図 9～図12に示す。溶
接金属強度が低くなるに従い，最大曲げモーメントが低
下し，破断時期が早くなる。ただし，軸力の有無，角継
手がアンダーマッチ溶接であっても，柱継手の軟質度Sr

＝0.8程度の試験体は，eMmax / Mp は1.1を超えており，い
ずれの試験体においても母材の塑性化を確認した。

図 8   試験体およびセットアップ（試験体シリーズⅢ, Ⅳ）
Fig.8   Test specimens and set-up (test series Ⅲ and Ⅳ)

表 2   材料の機械的性質
Table 2  Mechanical properties

表 3   実験結果一覧
Table 3  Experimental results
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4．実験結果と最大曲げ耐力の推定式の比較

　試験体シリーズⅠについて，実験により得られた破断
側の骨格曲線と計算値の比較を図13に示す。実験値と
計算値の比 eMmax / jMu は，試験体C0－HおよびC45－H
では，1.15および1.10である。試験体C0－MおよびC45
－Mでは，1.33および1.29であり，試験体C0－Lおよび
C45－Lでは，1.55および1.42である。これより，軟質度
Sr が小さくなるに従い，計算値は実験値を過小評価して

いくことが分かる。
　いっぽう，図 1 に示したストレスブロックの溶接金属
の降伏点および引張強さをω倍することにより算定した
最大曲げ耐力 jM *

u と比較する。eMmax / jM *
u は，アンダー

マッチ継手である試験体C0－MおよびC45－Mでは，
1.10および1.07となる。試験体C0－LおよびC45－Lでは，
1.26および1.15となる。イーブンマッチ継手である試験
体C0－HおよびC45－Hではω=1 であり，2.1.1項に示
した jMu から変化しない。すべての試験体に対して
eMmax / jM *

u は，1.07～1.26の範囲となり jM *
u により最大曲

げ耐力を安全側に推定することができている。
　角継手をアンダーマッチ溶接とした試験体シリーズⅡ
の実験結果と評価式を比較した結果を図14に示す。グ
ラフの値は全て無次元化しており，mは柱継手の最大曲
げ耐力を母材の全塑性モーメントで，いずれも角軟質度
rの変化にともなう実験最大耐力の変化の傾向をとらえ
ている。
　つぎに，軸力が作用した試験体シリーズⅢについて実
験結果より得られた最大曲げ耐力 eMmax および最大曲げ
耐力計算値の比較を図15に示す。nは軸力を母材の降伏

図10  荷重―変形関係（試験体シリーズⅡ）
Fig.10  Load-deformation relationships (test series Ⅱ)

図11  荷重―変形関係（試験体シリーズⅢ）
Fig.11  Load-deformation relationships (test series Ⅲ)

図12  荷重―変形関係（試験体シリーズⅣ）
Fig.12  Load-deformation relationships (test series IV)

図13  荷重―変形関係（試験体シリーズⅠ）
Fig.13  Load-deformation relationships (test series Ⅰ)

図14  実験結果と評価式の比較（試験体シリーズⅡ）
Fig.14	Comparison of experimental results and evaluation formula 

(test series Ⅱ)

図 9   荷重―変形関係（試験体シリーズⅠ）
Fig.9   Load-deformation relationships (test series Ⅰ)
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軸力で，それぞれ除したものである。また，軸力を作用
させ，かつ，角継手がアンダーマッチ溶接の場合の試験
体シリーズⅣについて実験結果と評価式の比較を図16
に示す。グラフのmとnは，図14と図15と同様の無次
元化をしている。評価式はいずれの場合でも実験結果の
傾向と一致し，jM *

uc により最大曲げ耐力を推定すること
ができているといえる。

むすび＝本稿では，780 N/mm2級溶接組立箱形断面柱の
柱継手に施工効率向上に有効なアンダーマッチ溶接を適
用した場合の最大曲げ耐力について検討した。母材によ
る塑性拘束効果を考慮した評価式を導出し，軸力の有無
や載荷方向を含む多様な条件下での繰返し載荷実験を行
うことにより，その妥当性を確認した。本検討の活用を
通じた780 N/mm2 級鋼の溶接施工負荷低減により，今
後，780 N/mm2級鋼の実構造物適用のさらなる拡大を期
待する。
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図15  荷実験結果と評価式の比較（試験体シリーズⅢ）
Fig.15	Comparison of experimental results and evaluation formula 

(test series III)

図16  実験結果と評価式の比較（試験体シリーズⅣ）
Fig.16	Comparison of experimental results and evaluation formula 

(test series Ⅳ)
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まえがき＝地震国である日本において，耐震設計された
鋼構造建築物や鋼製機械設備架構の骨組は，柱端部に溶
接されたベースプレートおよびアンカーボルトにより鉄
筋コンクリート造の基礎と接合される。当該接合部は柱
脚と呼ばれ，ベースプレートおよびアンカーボルトが露
出した露出柱脚，柱下端部分を鉄筋コンクリートで囲ん
だ根巻き柱脚， 柱下端部分を完全に鉄筋コンクリート基
礎に埋め込んだ埋込み柱脚がある（図 1）。

　この中で露出柱脚は，地震時において柱からの曲げモ
ーメントなどに対しアンカーボルトを積極的に降伏させ
ることで地震エネルギーを吸収させる方法が最も多く用
いられている。このため，アンカーボルトには高い変形
性能が求められ，設計においては露出柱脚の耐力や剛性
について慎重な検討が行われている。
　近年，建築物や設備架構の大型化に伴い鉄骨骨組に加
えアンカーボルトについても高強度化のニーズが高まっ

TS700アンカーボルトを用いた露出柱脚の構造性能
平野公大＊1・高田武之＊2（博士（工学））・西村有司＊1・田中　剛＊3（博士（工学））

Structural Performance of Exposed Column Bases Using TS700 Anchor 
Bolts
Kimihiro HIRANO・Dr. Takeshi TAKADA・Yuji NISHIMURA・Dr. Tsuyoshi TANAKA

要旨
当社は基準強度490 N/mm2であるTS700アンカーボルトの国土交通大臣の認定を取得しており，大型鋼構造物の
露出柱脚などへの採用実績を有している。
鋼構造建築物の露出柱脚は，一般的に「鋼構造接合部設計指針（日本建築学会）」に基づき設計される。露出柱脚
に用いるアンカーボルトの指針における適用範囲は基準強度325 N/mm2までであり，TS700アンカーボルトを用
いた露出柱脚への現行指針の適用には個別の検討が必要である。
そこで，TS700アンカーボルトを用いた露出柱脚の耐力および剛性の評価式を確立することを目的とした載荷実験
を行い，実験結果が既往の評価式とおおむね良い対応を示すことを確認した。

Abstract
Kobe Steel has obtained certification from the Minister of Land, Infrastructure, Transport, and Tourism for 
its TS700 anchor bolts, which have a standard strength of 490 N/mm2, and has a proven track record of 
using these bolts in exposed column bases in large steel structures. Exposed column bases in steel structures 
are generally designed on the basis of the Architectural Institute of Japan’s “Recommendation for Design of 
Connections in Steel Structures”. However, the scope of application of the guidelines for anchor bolts used 
in exposed column bases is limited to a standard strength of 325 N/mm2. Therefore, the application of these 
guidelines to exposed column bases using TS700 anchor bolts requires individual consideration. To that end, 
load tests have been conducted to establish evaluation formulas for the strength and rigidity of exposed column 
bases using TS700 anchor bolts. The results of these tests have confirmed a generally favorable response to 
previous evaluation formulas.

検索用キーワード
アンカーボルト，高強度，露出柱脚，曲げ実験，かき出し定着破壊，接合部パネル

■特集：建築・土木を支えるKOBELCOの材料およびソリューション	 FEATURE : KOBELCO’s Materials and Solutions for Architecture and Civil Engineering

（論文）

＊1 建設技術部　＊2 事業開発部　＊3 国立大学法人神戸大学　大学院工学研究科　建築学専攻

図 1   柱脚 1）

Fig.1   Column base type1）
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ている。当社はテンクモ㈱とともに，基準強度を490 
N/mm2とすることができる「建築構造用700 N/mm2ア
ンカー用ボルト，ナット，座金のセット（以下，TS700ア
ンカーボルト）｣ の国土交通大臣の認定を取得した。
　いっぽう，「鋼構造接合部設計指針 1）」に示されてい
る構造用アンカーボルトの材料はSNR400A，Bおよび
SNR490Bのみであり，高強度タイプのアンカーボルト
は同指針の適用範囲外となる。
　当社はTS700アンカーボルトを用いた露出柱脚の耐
力および剛性の評価方法を確立するため，神戸大学大学
院鋼構造研究室と共同で露出柱脚の載荷実験を行った。
本稿ではその実験結果および既往の算定方法との対応を
報告する。

1．TS700アンカーボルトの概要

1. 1　建築構造用アンカーボルトセットの概要
　建築構造用アンカーボルトセットは，両端に所定のね
じを設けたアンカーボルト 1 本，ナット 4 個および座金
1 枚で構成される（図 2）。ねじの加工は切削加工およ
び転造加工に大別され，切削加工はアンカーボルト素材
のねじ部においてねじ山を削り出すように形成し，基準
軸径＝ねじ山部の径となる。いっぽう転造加工は，アン
カーボルト素材を転造ダイス間で回転させ，ねじ山を盛
り上げるような塑性加工を施すことでねじ山を形成する
ため，基準軸径＜ねじ山部の径となり，切削ねじと比較

し同一軸径でねじ部有効断面積を大きくとることができ
る（図 3）。また転造ねじでは加工に伴う切粉が発生し
ないため素材を無駄なく使用でき環境にも優しい。
　表 1 にJIS B 1220に規定される構造用両ねじアンカー
ボルトセットの構成を示す。ねじの加工について，
ABMはねじを切削加工により，ABRは転造加工により
製造される。ねじの呼びはABM400およびABRでは
M48まで，ABM490ではM100まで規格化されている。
ボルトの材料について，ABM400/ABR400にはJIS G 
3138 で規定される建築構造用圧延棒鋼 SNR400B が，
ABM490/ABR490には同SNR490Bが適用されている。
　表 2 にボルト材料の機械的性質を，表 3 に建築基準
法に基づくボルトの基準強度を示す。ここでABMおよ
びABRの基準強度は建築構造用圧延棒鋼SNR400Bおよ
びSNR490Bの値を示す。
　SNR400B/SNR490Bでは基準軸径が40 mmを超える
と降伏点または0.2%耐力の値が低減され，合わせて基
準強度も低減される。また降伏比はABRでは80%以下，
ABMでは75%以下を規格値としている。
1. 2　TS700アンカーボルトの特長
　TS700アンカーボルトのセットの構成，ボルト材料の
機械的性質および基準強度を同表 1，2 および 3 に示す。
　TS700アンカーボルトはABRと同様に転造加工によ
り製造されており，切削加工と比較し前節で示したよう
な利点がある。またABRはねじの呼びがM48までしか

図 2   アンカーボルトセットの構成
Fig.2   Configuration of anchor bolt set

図 3   転造ねじおよび切削ねじ
Fig.3   Rolled thread and cut thread

表 1   アンカーボルトセットの構成
Table 1  Configuration of anchor bolt set
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規格化されていないのに対し，TS700アンカーボルトは
M100まで対応している。
　TS700アンカーボルトの材料には当社が同ボルトのた
めに開発した独自規格「建築構造用700 N/mm2 アンカ
ー用ボルト用鋼（以下，KTR700）」を使用している。
SNR400B/SNR490Bではボルトの基準軸径が40 mmを
超えると基準強度を低減する必要があるのに対し，
KTR700は全ての径において基準強度を490 N/mm2 と
しているため，ボルト径にかかわらず一定の基準強度で
設計が可能である。またKTR700は降伏比75%以下を規
格値としているため，降伏後の変形性能を十分に確保で
きる。

2．露出柱脚の設計

2. 1　柱脚の耐力
　柱脚は建築物または設備架構上部から伝達される軸方
向力，せん断力，曲げモーメントを基礎に確実に伝達す
る必要がある。鋼構造接合部設計指針 1）によると露出
柱脚の設計において柱脚の塑性変形に期待する場合に
は，コーン状破壊耐力がアンカーボルトの最大引張耐力
を下回らないように設計するとある。ここで，アンカー
ボルトの最大引張耐力については鋼構造接合部設計指
針 1）により，コーン状破壊耐力については同指針が参
考にしている「鉄筋コンクリート造建物の靭性保証型耐
震設計指針・同解説 2）」におけるかき出し定着破壊耐力
を用いることとし，以降コーン状破壊耐力はかき出し定
着破壊耐力と呼ぶ。
2. 2　柱脚の剛性
　柱脚の弾性剛性について，根巻き柱脚および埋込み柱
脚ではコンクリートを無視した鋼断面からなる剛接柱と
して評価するが，露出柱脚はアンカーボルトの軸変形な
どを考慮し弾性回転ばねとして評価する。鉄骨骨組に水
平力が作用する場合，柱脚での回転拘束度の違いによっ

てとくに第一層の柱に作用する曲げモーメント分布が顕
著に変化することから，露出柱脚の設計においてその弾
性剛性を適切に評価することが重要である。鋼構造接合
部設計指針 1）には露出柱脚の弾性剛性の評価方法が紹
介されており，本稿においても同指針に基づき算定する
こととした。
2. 3　適用範囲
　これまで述べた各耐力・弾性剛性の評価方法はいずれ
も基準強度が325 N/mm2 までのアンカーボルトセット
を適用範囲としている。次章以降では各評価方法の
TS700アンカーボルトへの適用可能性について実験的に
確認した結果を述べる。

3．実験計画

3. 1　試験体
　実験では逆T字型の中柱試験体を 4 体，L字型の外柱
試験体を 2 体の計 6 体を用意した。表 4 に実験パラメー
タおよび各耐力計算値 aQp ，LQu の一覧を，図 4 に試験体
形状を示す。ここで，aQp ，LQu はそれぞれ柱脚の全塑性
曲げモーメントおよびコンクリート基礎のかき出し定着
破壊耐力によって決定する柱せん断力の値を示す。な
お，表 4 に示す耐力の計算における材料強度には，鋼材，
コンクリートともに規格値を用いた。
　今回の実験において，アンカーボルト強度による比較
を行うため，アンカーボルト降伏に先行してコンクリー
ト基礎のかき出し定着破壊が生じてはならない。よっ
て，I-A-375, I-T-375，およびO-A-450, O-T-450はそれぞ
れかき出し定着破壊耐力が露出柱脚の全塑性曲げ耐力を
上回るよう，アンカーボルトの埋込み長さを決定した。
また中柱形式においてはかき出し定着破壊の挙動も確認
するため，同耐力と露出柱脚の全塑性曲げ耐力が同等と
なるよう埋込み長さを短くした試験体も 2 体用意した。
　かき出し定着破壊耐力Tはコンクリートの寄与分Tc と

表 2   ボルト材料の機械的性質
Table 2  Mechanical properties of bolt material

表 3   基準強度
Table 3  Design strength of bolt



神戸製鋼技報/Vol. 74 No. 2（Nov. 2025） 89

補強筋の寄与分Tw の和で式（1）のように表される2）。

　　T＝kn（Tc＋Tw）… ……………………………………（1）

　ここで，kn は柱圧縮応力度の効果を表す係数であり，
本実験では柱軸力を考慮しないため，kn=1 とする。

　本稿では，アンカーボルトの埋込み長さを定着長さと
考え，式（1）によりかき出し定着破壊耐力Tを算定し，
その時の柱せん断力 LQu を求めた。
　表 5 に各材料の機械的性質を示す。アンカーボルト
には，KTR700（M22）およびSNR490B（M27） を使用し

表 4   試験体一覧
Table 4  List of test specimen

表 5   材料の機械的性質
Table 5  Mechanical properties of materials

図 4   試験体形状
Fig.4   Overview of test specimen
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た。なお，アンカーボルト軸径はおのおのの降伏軸力Tp

および引張軸力Tu が概ね同一となるよう決定した。
3. 2　載荷方法
　図 5 に示すように柱上端に取り付けた油圧ジャッキ
により水平方向に正負交番の漸増繰返し載荷を行った。
載荷履歴は層間変形角R=1/400 rad，1/200 rad，1/100 
rad，2/100 rad，3/100 rad，4/100 radを正負各 2 回ず
つ載荷し，その後，正方向にR=1/10 radまで単調載荷
した。

4．実験結果と考察

4. 1　破壊状況および最大耐力
　図 6 に各試験体の破壊状況を，図 7 に荷重-層間変形
関係を示す。なお，図 7 中の破線はアンカーボルトの降
伏により決定する露出柱脚の全塑性曲げ耐力の計算値
aQp を，〇印は最大荷重を示す。
　中柱形式，外柱形式いずれもアンカーボルト強度によ
る破壊性状および最大荷重の大きな差異は見られなかっ
た。
　埋込み長さが大きい中柱試験体I-A-375, I-T-375およ
び外柱試験体O-A-450, O-T-450はいずれも R=1/200～
1/100 radで接合部パネル（図 6 中の破線で囲われた部
分）に斜めひび割れが発生したが，その後も荷重は増加
し続けた。その後中柱試験体はR=1/100 radの変形時
にアンカーボルト降伏した後，最終的には接合部パネル
のせん断破壊に至った。外柱試験体は正載荷時に試験体
の下部コンクリートに破壊が生じた。これは図 8 に示
すように，本実験の正載荷時では接合部に鉛直方向の引
張軸力が導入され，接合部パネルの斜めひび割れの進展
に伴い，引張軸力に抵抗できなくなったためである。
　アンカーボルトの埋込み長さが小さい中柱試験体I-A-
250，I-T-250ではR=1/200 radで接合部パネルに斜めひ
び割れが生じた。その後，パネルのひび割れが梁上側へ
と伸展し，かき出し定着破壊に至った。
　中柱試験体において，I-A-375，I-T-375では最大荷重が
aQp を上回り，I-A-250，I-T-250では最大荷重が aQp をやや
下回る。外柱試験体においては，いずれも正載荷側では
最大耐力が aQp を上回っている。
　埋込み長さの小さいI-A-250，I-T-250では，最大荷重
到達後の繰返し載荷において，荷重が顕著に低下してい
る。これは，コンクリート基礎のかき出し定着破壊によ
り，アンカーボルトの引抜きに対する抵抗力を失ったた

めと考えられる。
4. 2　柱脚の弾性剛性
　図 9 に各試験体の柱せん断力 cQと層間変形角のベー
スプレート回転成分Rbp の関係を示す。図中の破線は露
出柱脚の弾性剛性の計算値KBS およびアンカーボルトの
降伏により決定する露出柱脚の全塑性曲げ耐力の計算値
aQp を示す。また図中の〇印は接合部パネルのせん断ひ
び割れ発生点を示す。
　鋼構造接合部設計指針 1）によると，露出柱脚の弾性
剛性KBS は式（2）による。

　　KBS＝E・nt/Ab（dt+dc）2/2lb… …………………………（2）

図 5   載荷方法
Fig.5   Loading method

図 6   破壊状況
Fig.6   Destruction status
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　E	：アンカーボルトのヤング係数
　nt	：引張側アンカーボルト本数
　Ab	：アンカーボルト軸部断面積
　dt	：柱断面図芯より引張側アンカーボルト群図芯まで

の距離
　dc	：柱断面図芯より圧縮側柱フランジ外縁までの距離
　lb	 ：アンカーボルトの長さ（図10参照）
 　接合部パネルのせん断ひび割れ発生点までの荷重-変
形関係の履歴と露出柱脚の弾性剛性の計算値KBS とを比
較すると，いずれの試験体においても計算値は実験値を
安全側に評価しており，とくに外柱試験体ではそれが顕
著である。よって，本実験の範囲では，TS700アンカー
ボルトを用いた露出柱脚においても，弾性剛性は鋼構造
接合部設計指針 1）に基づいた設計式により安全側に評
価することができる。

5．柱脚の耐力評価

5. 1　終局耐力の評価式
　本章では，正載荷側の最大荷重時における柱せん断力
cQue に対して耐力評価を試みる。
　アンカーボルト降伏による露出柱脚の全塑性曲げ耐力
aQp およびかき出し定着破壊によって決定する耐力 LQu ，
接合部のせん断破壊によって決定する耐力 jQu を算定し，
実験値との比較を行った。なお，本計算における材料強
度には材料試験に基づき得られた値を用いた。
　中柱形式の露出柱脚接合部は，アンカーボルトを機械
式定着とした梁主筋とみなすと，RC造におけるト形接
合部を90°回転させた形状と同じものになり，また外柱
形式の場合も同様に，RC造のL形接合部を90°回転させ
たものと同じ形状となる。既往の研究 3），4）では，梁主
筋を機械式定着としたト形接合部の終局せん断耐力は，
定着長さ，梁の上下主筋の中心間距離および接合部の有

図 7   荷重-層間変形角関係
Fig.7   Relationship between load and story deformation angle

図 8   柱脚下部コンクリートの破壊例
Fig.8 	 Example of destruction of concrete at the bottom of column 

base

図 9   荷重-ベースプレート回転角関係
Fig.9   Relationship between load and base plate rotation angle

図10  柱脚関係寸法図 1）

Fig.10  Column base dimensions1）
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効幅を用いて鉄筋コンクリート造建物の靭性保証型耐震
設計指針・同解説 2）に基づき算定できることが示され
ている。そこで，本稿ではアンカーボルトの埋込み長さ
を定着長さと考え，式（3）により接合部せん断耐力 jVu

を算定し，その時の柱せん断力 jQu を求めた。

　　jVu =κ・φ・Fj・bj・La……………………………………（3）

ここで，κ：接合部の形状による係数（ト形接合部：κ
=0.7，L形接合部：正載荷時κ=0.6　負載荷時κ=0.4）4）

　φ：直交梁の有無による補正係数（φ=0.85）
　Fj	：接合部せん断強度の基準値；Fj =0.8σB

0.7

　bj	：接合部有効幅
　La	：アンカーボルトの埋込み長さ
　表 6 にそれぞれの耐力評価式の計算値を，図11に実

験値 cQue と各計算値との比較を示す。
　中柱形式および外柱形式いずれの試験体も，実験値は
露出柱脚の全塑性曲げ耐力 aQp の値と良い対応を示す。
　埋込み長さの大きい中柱試験体I-A-375，I-T-375およ
び外柱試験体O-A-450，O-T-450において，各耐力の計
算値は露出柱脚の全塑性曲げ耐力の値が最も小さく，接
合部パネルのせん断耐力，かき出し定着破壊耐力の順に
大きくなる。これらの試験体はアンカーボルトの降伏が
先行した後，最大荷重に到達し，最終的には接合部パネ
ルがせん断破壊した。接合部パネルのせん断耐力および
基礎コンクリートのかき出し定着破壊耐力に余裕があっ
たため，R=4/100 radまで荷重低下が小さかったと考え
られる。
　埋込み長さが比較的小さい中柱試験体I-A-250，I-T-
250においては，各耐力の計算値は接合部パネルのせん
断耐力が最も小さく，露出柱脚の全塑性曲げ耐力とかき
出し定着破壊耐力がほぼ等しい値となっている。これら
の試験体はアンカーボルトが降伏した後，最大荷重に到
達し，最終的には基礎コンクリートのかき出し定着破壊
が生じた。接合部パネルのせん断耐力およびかき出し定
着破壊耐力が小さいため，R=3/100 rad以降の載荷にお
いて，荷重低下が著しくなったと考えられる。

むすび＝TS700アンカーボルトを用いた露出柱脚の実
験的研究の結果，得られた知見を以下に述べる。
①露出柱脚の載荷実験において，ABR490を用いた試験
体とTS700アンカーボルトを用いた試験体はおおむね
同様の挙動を示した。すなわちアンカーボルトの基準強
度を325 N/mm2から490 N/mm2に増加させても柱脚の
全塑性曲げ耐力が同程度ならば，各試験体の破壊性状お
よび最大荷重に与える影響は小さい。
②本実験において，露出柱脚の全塑性曲げ耐力は鋼構造
接合部設計指針 1）に，かき出し定着破壊耐力は鉄筋コ
ンクリート造建物の靭性保証型耐震設計指針・同解説 2）

に基づいて算定したが，実験結果は評価式とよい対応を
示す。また，露出柱脚の弾性剛性は鋼構造接合部設計指
針 1）に基づいて算定したが，試験体のアンカーボルト
強度および埋込み長さにかかわらず，実験の載荷履歴か
ら読み取れる剛性を十分に安全側に評価する。
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表 6   各耐力の計算値一覧
Table 6  List of calculated values for each strength

図11  実験値と各耐力評価式との比較
Fig.11  Comparison of experimental values with each strength 

evaluation formula
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まえがき＝足元，国土交通省の建築着工統計から算定し
た2024年度の推定鉄骨需要量は365万トンと 2 年連続の
400万トン割れとなった 1）。首都圏再開発などの大型案
件はあるものの，人手不足による工事見直しや資材高騰
などの影響もあり鉄骨需要量は低位である2）。 
　そのような中においても，鉄骨ファブリケータでは，
生産性向上や製品品質向上，そして近年深刻化する人手
不足への対応のため，溶接に限らずあらゆる工程を自動
化する必要に迫られている。とくに鉄骨梁は，鉄骨柱と
比較して自動化の進展が遅れており，そのことが新たな
課題として顕在化してきている。
　本稿では，CADデータと連携して溶接情報を自動作
成するソフトウェア「SMART TEACHINGTM 注 1）」と，
本溶接前の組立工程を自動化する「鉄骨梁自動組立溶接
システム」について紹介する。

1．開発の背景

　建築鉄骨向け溶接の自動化は，これまで溶接時間が長
く，アーク発生率の高いコラム構造の部材への適用が中
心であり，鉄骨柱が主な対象となっていた。しかし，現

在では作業者の高齢化が進行しており，今後さらに鉄骨
ファブリケータにおける人手不足が懸念される。さら
に，2024年からは労働時間の上限規制が適用され，従来
の生産能力を維持することも難しくなってきている3）。
　こうした背景から，鉄骨ファブリケータでは，これま
で人手に依存していた作業領域においても，自動化の導
入が一層進むと見込まれている。溶接作業においても，
溶接ロボットによる適用部材の拡大により，人手不足を
補いながら，高品質な溶接作業を安定して行うことが可
能となる。とくに鉄骨梁は，鉄骨柱と比較して溶接時間
が短いにもかかわらず，部品形状の多様性や自動化の難
易度の高さといった要因から，溶接の自動化が進みにく
い状況にあった。そのため，近年では鉄骨梁向けの溶接
自動化システムに対する需要が高まっている。
　さらに，建設業界ではデジタルトランスフォーメーシ
ョン（DX）を推進しており，生産性の向上を目的に建
築物の 3Dモデルを活用したBIM（Building Information 
Modeling）の導入が進められている。BIMの概念を持
つ鉄骨設計CADの導入により，設計から施工までの一
貫したデータ管理が可能となり，各工程でのミス低減や
業務の効率化が期待される。
　また海外では，国内と同様に人手不足が発生してお

建築鉄骨梁溶接向けの新しい自動化システムとCADデータ
連係ソフトウェアの紹介
鹿　勇気＊1・藤本泰成＊1・浅野　涼＊1・新井敦士＊1・田中伸明＊2

Introducing New Automation System and CAD-Linked Software for 
Architectural Steel Frame Beam Welding
Yuki SHIKA・Taisei FUJIMOTO・Ryo ASANO・Atsushi ARAI・Nobuaki TANAKA

要旨
鉄骨ファブリケータでは技能者不足や生産性向上の課題に直面しており，これを解決するための自動化が求めら
れている。当社は，梁溶接を対象とし鉄骨設計CADデータと連携するソフトウェアと本溶接の前工程である組立
工程を自動化するシステムを開発した。このソフトウェアは鉄骨設計CADデータからシステムの動作プログラム
を自動生成することができる。組立工程を自動化するシステムは，鉄骨梁や柱における様々な形状の自動組立お
よび溶接への対応が可能である。これにより，工程自動化による脱技能化や製品の組立精度向上が図られるとと
もに高品質な溶接を実現でき，鉄骨ファブリケータの課題解決に貢献する。

Abstract
Steel frame fabricators are facing challenges such as shortages of skilled workers and the need to improve 
productivity, driving demand for automation solutions. Kobe Steel has developed beam welding software that 
integrates with steel frame design CAD data and has also created a system that automates the assembly 
process, which is the process before beam welding.  The developed software automatically generates operating 
programs for the system directly from the CAD data of the frame design. The automated assembly system 
supports a wide variety of beam and column shapes, enabling automated assembly and welding. This facilitates 
deskilling and improved assembly precision, while also achieving high-quality welding, which helps resolve the 
challenges faced by steel frame fabricators.

検索用キーワード
溶接ロボットシステム，建築鉄骨，自動化，CAD連係，部材認識，ポジショナ，組立溶接

■特集：建築・土木を支えるKOBELCOの材料およびソリューション	 FEATURE : KOBELCO’s Materials and Solutions for Architecture and Civil Engineering

（解説）

＊1 溶接事業部門　技術センター  溶接システム部　＊2 溶接事業部門　技術センター　溶接システム部（現 溶接事業部門　企画管理部）

脚注 1） SMART TEACHINGは当社の登録商標である。
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り，とくに北米では溶接工の深刻な不足に加えて人件費
も比較的高いことから，今まで進んでいなかった組立・
溶接工程の自動化が進みつつある。北米を含む海外では
地震が少ないこともあり，高層ビルの柱であっても日本
で使われているコラムやパイプ構造・SRC構造でなく，
梁と同じくH型構造の柱が多く採用されているため，H
形鋼向けの自動化システムを広く適用できる。
　これらの背景から，鉄骨設計CADデータと連携する
SMART TEACHINGTMと，鉄骨梁自動組立溶接システ
ムを開発した。これにより，施工の効率化と品質の向上
が図られ，システムを導入した鉄骨ファブリケータにお
ける生産性の向上および競争力の強化が見込まれる。

2．組立溶接施工における課題と，開発したシ
ステムおよびソフトウェアの概要

　鉄骨構造では，H形鋼やコラム形鋼の梁・柱といった
主材には，様々な部材が取り付けられる。これらの部材
は，主材の補強や主材同士および床などの構造物との接
合を目的として配置される。図 1 に従来の組立工程の
概略を示す。部材の組立工程では，作業者が図面から各
部材の取り付け位置を読み取り，指定の位置に部材を位
置合わせして組立溶接を行っているが，多くの課題があ
る。まず，図面から正確に寸法を読み取り，指定の位置
に部材を位置合わせする工程は高度な技能が必要であ
り，これにより作業できる人員の確保が困難になってい
る。またこの工程は，熟練作業者が行っても時間がかか
り，作業効率の面で改善の余地がある。製品の品質面で
は，作業者の技能に依存するため，溶接品質にばらつき
が生じる可能性がある。さらに，寸法の読み取り間違い
や位置合わせの精度が低い場合，本溶接時や建設現場で

の組立実施時に手直しの発生など悪影響を及ぼすことが
懸念される。
　これらの課題解決を目的に開発されたのが本システム
である。システムの外観を図 2 に示す。本システムは，
部材識別装置，ハンドリングロボットおよびその移動装
置，反転式ポジショナ，溶接ロボットおよびその移動装
置によって構成される。また鉄骨設計CADと連携する
ソフトウェア「SMART TEACHINGTM」をインストー
ルしたPCを含む。
　本システムでの作業および動作の流れと各装置の役割
は 以 下 の と お り で あ る。 ま ず 作 業 者 が，SMART 
TEACHINGTM によりCADデータから組立溶接に必要
な情報を作成し，各装置に入力する。その後作業者は，
反転式ポジショナへの主材搭載と部材識別装置への部材
の配置を行い，自動運転を開始する。自動運転中，部材
識別装置が部材の形状判定を行い，部材の組立可否判定
や位置認識を行う。そして，部材を把持するツールを備
えたハンドリングロボットが部材識別装置から部材を取
り出し，各部材の位置決め位置まで移動して反転式ポジ
ショナ上の主材に部材を位置決めする。ハンドリングロ
ボットはツール交換機能を備えており，様々な形状の部
材に対応可能である。ハンドリングロボットによる部材
の位置決め完了後，溶接ロボットにより組立溶接を行
う。前述の部材識別，部材位置決め，組立溶接を繰り返
すことで部材の組立を行っていく。主材の裏側など別の
面に組立を行う場合は，反転式ポジショナにより主材の
姿勢変更を行う。これらの動作による部材組立の完了
後，溶接ロボットと反転式ポジショナにより本溶接が行
われる。
　本システムの特長は，鉄骨設計CADデータを基に，
組立工程と本溶接工程の溶接データやシステム動作プロ
グラムを自動で作成し，工程を自動化できることであ
る。次章以降において，SMART TEACHINGTMおよび
それぞれの装置の詳細について述べる。

3．CAD連係ソフトウェアSMART TEACHINGTM

の特長と運用について

　従来の鉄骨溶接システムにおいては，オペレータがワ
ーク寸法や溶接情報を図面から抽出，また必要に応じワ
ークの実測を行い，システムのソフトウェアに手作業で
入力を行う。これに対し，SMART TEACHINGTMでは
鉄骨設計CADデータと連携する機能を備え，CADデー
タから組立・溶接に必要な情報を自動で取得する。これ
により，オペレータの入力作業の省略に加え，入力ミス
防止にもつながる。SMART TEACHINGTMは事務所と
現場でそれぞれ運用する。
　事務所での運用を図 3 に示す。事務所においては，ま
ずは取り付ける部材やシステムの稼働時間などを考慮
し，自動化の範囲を判断する。システムで組立・溶接を
行うと判断した場合，建物一棟分の情報を含んだCAD
データである IFC ファイルを読み込ませることで，
SMART TEACHINGTM が溶接対象の主材ごとにSTフ
ァイルを自動生成する。STファイルとは当社独自のフ

図 2   鉄骨梁自動組立溶接システム
Fig.2   Structural steel beam auto assembly welding system

図 1   組立工程の概略
Fig.1   Assembly process
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ァイルであり，一本の主材と溶接対象部材の寸法情報が
含まれたXML形式のファイルである。またSTファイ
ルが用意できない場合は，BIMソフトウェアから主材一
本分の設計情報をIFCファイルとして書き出すことでも
対応できる。このように作成したSTファイルやIFCフ
ァイルをUSBあるいはLAN経由で現場PCに送り，事
務所での事前準備が完了する。
　つぎに，現場での運用を図 4 に示す。現場では事務
所で作成した主材一本分のSTファイルまたはIFCファ
イルをSMART TEACHINGTMに読み込ませると，主材
のビューワとともに主材番号や部材サイズ・形状，脚長
や溶接残し長さなどの溶接情報が現場PCの画面上で確
認でき，実ワークとの比較が可能である。必要に応じて
部材の追加・削除・編集も可能である。このように，現
場で実物とシステム上のデータを照合することで，溶接
ミスや認識違いによる機器の破損を未然に防ぐことがで
きる。オペレータは問題ないことを確認した後，生成し
た動作プログラムを溶接ロボットに送信し，自動溶接を
開始する。

4．鉄骨梁自動組立溶接システムの各装置の特長

　組立の自動化を目的として新たに開発したアイテム，
技術を以下に紹介する。
　部材の自動組立において，様々な形状の部材やその取
付方法に対応するため，ハンドリングロボット用に複数
のハンドリングツールを開発した。一つは，スチフナー
やガセットプレートを把持するマグネット吸着式のツー
ル，もう一つは直動機構や近接センサなどを駆使し，貫
通穴を補強する大小様々なリング部材の把持が可能なツ
ールである。
　部材識別装置（図 5）は，部材を並べるパレット部と，

部材形状を計測する機構で構成されている。計測機構に
はプロファイルセンサと呼ばれる計測器が備わってお
り，対象物の高さを 3 次元的に計測でき，その計測分解
能は0.1 mmである。このセンサをスライド機構を持っ
た門型装置に搭載し，パレット上を高精度に移動させる
ことで，部材の厚みも含めた形状データを取得する。取
得した正確な形状データにより，主材への組立可否判断
や，部材を把持するためのハンドリングロボットの位置
決め位置の算出を行っており，総合誤差±1.0 mmの位
置決めを達成している。
　本システムでは，溶接ロボットの移動装置と，ワーク
搭載用のポジショナについても開発を行った。移動装置
は 3 軸動作が可能な天吊型を採用している。トーチケー
ブルをロボット旋回部に内蔵することで，装置やワーク
との干渉を減らし適用性を向上した。溶接品質を確保す
るためには，溶接ロボットのウィービング精度が大切で
あるが，その精度確保を実現した。
　ポジショナは最大 8 tのH形鋼ワークを搭載できる反
転式ポジショナ（図 6）を開発した。反転式ポジショナ
は，油圧駆動の二対のアームを連動させて主材を反転さ
せる。適用可能な梁成（はりせい）は最大1,200 mmで
あり，当社従来製品のリング式ポジショナの最大1,000 
mmよりも大きなサイズのワークも搭載可能とした。ま
た，反転式ポジショナの最大の特長として適用性が高い
ことが挙げられる。従来のコラム柱・丸パイプの搭載を
主とするリング式ポジショナでは，ワークをリング機構
で把持するため，把持部の溶接ロボットとの干渉によ
り，最大で主材の4,400 mm範囲で組立・溶接残しが発
生してしまう。残し部分をロボットで行うためには，主
材をずらして載せ替えることが必要となる。これに対
し，反転式ポジショナは主材を下から支持する構造を採
用しており，主材把持機構との干渉によって生じていた

図 3   事務所でのCAD連係ソフトウェアの運用
Fig.3   Operation of SMART TEACHINGTM software in the office

図 4   現場でのCAD連係ソフトの運用
Fig.4   Operation of SMART TEACHINGTM software at factory site

図 5   部材識別装置
Fig.5   Parts identification device

図 6   反転式ポジショナ
Fig.6   Positioner
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部材の適用除外という課題を解決した。下から支持する
構造としたため，主材を把持する作業も無くなり，省力
化および生産効率向上にも貢献している。いっぽう，こ
の反転方式で課題となるのは主材を反転する動作が従来
のリング式ポジショナに比べ時間がかかることである。
二対の油圧駆動のアームを同期し，重量物を支えながら
反転を行うため，ワークが落下しないよう速度を制限し
て慎重に動作させる必要があった。この課題に対し，当
社の反転式ポジショナは，油圧センサによる負荷監視と
油の流量制御を行い，ワークの重量を十分支えつつアー
ムの動作速度を上げる制御方法を開発し，反転時間の約
2 割削減を実現した。

5．組立溶接施工による施工対象の拡大

　当社はこれまで本溶接の能率向上，品質向上を目指し
溶接施工技術の開発に取り組んできた。本システムの開
発においては，本溶接とは施工技術が異なる組立溶接の
ロボット施工にも取り組み，技術を確立した。
　梁に溶接される部材は多品種で，サイズや形状も多様
である。それらに対し，様々な組立溶接技術を確立した。
組立溶接においても，水平溶接姿勢に加え，立向き溶接
姿勢でもJASS6で指定されている脚長やビード長さを
満たした組立溶接を実現した（図 7（a），図 7（b））。さ
らに，本システムでは反転式ポジショナと天吊型移動装
置を組み合わせることで，当社従来製品ではこれまで対
応できていなかったOSリング ® 注 2）のようなリング部

材の溶接も可能となった（図 7（a），図 7（c））。

6．システムの導入効果

　本システムは，国内で自動化が進んでいない鉄骨梁組
立工程を含めた自動化を実現し，鉄骨ファブリケータの
様々な課題の解決が期待される。
　まず，人手不足の解消と生産性の向上が挙げられる。
ロボットによる自動化により，組立工程の省人化が図ら
れ，人手不足を緩和する。また，自動化により組立作業
や溶接技術の技能レス化が進むことで，熟練工不足の課
題も解決される。さらに，自動化システムは24時間稼
働可能となるため，生産性が大幅に向上する。
　つぎに，製造品質の向上である。ロボット化により組
立作業や溶接作業について高度な技術を持つ熟練工がい
なくても高品質な製品製造が可能となる。加えてCAD
データと連係したことにより，オペレータの入力作業に
よる製作ミスが減少し，歩留まり向上も期待できる。
　本システムにおいて推奨されるFAMILIARCTM 注 3）

MX-Z200MPを使用することでより良好なスラグ密着性
と光沢のあるビードが得られ，梁溶接に多いすみ肉溶接
に対して品質の高い継ぎ手を得ることができる。また，
後工程の作業面では発生するスパッタの量が減少するた
め，清掃や仕上げ作業の手間が省け，作業時間の短縮に
よるコスト削減も期待できる。
　最後に，安全性や作業環境の向上である。大型の製品
へ部材を取り付ける場合でもクレーンレスでの製造が可
能となり，作業環境が安全に保たれる。作業者の安全が
確保されることで事故のリスクは低減する。ロボットに
よる自動化が進むことで，作業者の負担を軽減すること
が可能となる。
　本システムの導入により，鉄骨ファブリケータが抱え
る人手不足や生産性向上の課題を解決することが可能と
なる。省力化，省人化，安全作業，製作期間の短縮，技
能レス化，そしてCAD連係による一貫したプロセスの
実現により，効率的で高品質な製作を実現する。本シス
テムの導入により，企業の競争力が向上し，持続的な成
長が期待できる。

むすび＝本稿では，SMART TEACHINGTMおよび鉄骨
梁組立溶接システムの技術・特長について紹介した。現
在は，適用可能部材の拡大や主材や部材の搬送自動化な
どに取り組んでおり，さらなる適用率拡大や溶接前工程
自動化を実現する。
　今後も，溶接技術向上や溶接前後工程の自動化技術開
発により，ユーザの自動化ニーズを満たす商品を開発し
ていく所存である。
　
参　考　文　献
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図 7 	 組立溶接の外観（a）ワークの３Dモデル，（b）ウェブと
スチフナー組立溶接，（c）OSリングとウェブ組立溶接

Fig.7 	 Appearance of welded assembly (a) Sample 3D model, (b) 
Web and stiffener assembly welding, (c) OS ring and web 
assembly welding

脚注 2） OSリングは岡部㈱の登録商標である。
脚注 3） FAMILIARCは当社の登録商標である。
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まえがき＝溶接を取り巻く環境は，少子高齢化，若年層
の入職率低下に加え，政府が推進している働き方改革の
影響を受けて大きく変化しており，その結果，溶接工不
足が大きな社会課題となっている。建設業の溶接におい
ても同様であり，とくに現場溶接では，溶接技能者の確
保が年々難しくなってきており，技能継承の遅れや溶接
部の品質安定性の低下が懸念されている。そのため，現
場溶接ではロボット適用による能率化，省力化，品質安
定化が検討されている。なかでも冷間成形角形鋼管（以
下，コラムという）の周囲に，曲率のついたロボット走
行用のガイドレール（以下，レールという）を設置し，
小型可搬型溶接ロボットを用いた柱継自動溶接を行う例
がある1）。いっぽう，当社の検討では，レールの曲率中
心と，コラムの曲率中心が異なる非同心条件では溶接品
質が確保できない場合があることを確認しており，その
課題解決に取り組んだ。

1．現場柱継溶接の自動化技術

1. 1　技術課題
　図 1 は現場柱継溶接において，小型可搬型溶接ロボ
ットを複数台使用した際の適用イメージである。コラム

柱は図面どおりの精度を得るため，溶接などによる固定
が完了するまでの間，エレクションピースおよび建方治
具を用いて仮固定されている。ロボット適用時は，溶接
線から一定の距離に平行となるようにレールを設置し，
そのレール上をロボットが走行することで溶接が可能と
なる。溶接時には熱ひずみによる変形を軽減するため，
ロボットを複数台設置し，対面で同時に溶接することが
多い。

建築現場における横向柱継自動溶接の新制御方法
鈴木将史＊1・河田純一＊1・川﨑博文＊2・石﨑圭人＊1

New Control Method of Automatic Horizontal Column Joint Welding at 
Construction Sites
Masafumi SUZUKI・Junichi KAWATA・Hirofumi KAWASAKI・Keito ISHIZAKI

要旨
建築現場では将来的な人手不足が懸念されており，現場溶接の自動化ニーズは高く，大手建設会社らを筆頭に自
動化技術の開発が進められている。小型可搬型溶接ロボットはその特徴から，現場溶接でも適用が広がっており，
角形鋼管柱の突合せ溶接では専用のレールを用いて自動溶接を行う。しかし，板厚やコーナ部の曲率半径が異な
る角型鋼管柱への適用は，ビード形状の不整や融合不良欠陥の発生といった溶接品質の課題がある。また，専用
レールの設置に要する作業時間の増加も人手不足の観点で課題となっている。本稿では，これらの課題を解決す
ることを目的として開発したロボットの新制御方法と周辺機器について紹介する。実験室での検討後，実際の建
築現場へ適用し，これらの課題解決に効果的であることを確認した。

Abstract
Concerns over future labor shortages at construction sites have heightened the need for automation in on-site 
welding, with development efforts being spearheaded by major general contractors. Thanks to their unique 
features, compact, portable welding robots are increasingly being applied to on-site welding tasks, including 
automatic welding on dedicated rails for butt joint welding of square steel pipe columns. However, when applied 
to square steel pipe columns with varying plate thicknesses and corner radii, challenges arise in welding 
quality, such as irregular bead shapes and incomplete fusion defects. Additionally, the labor-intensive installation 
of special rails contributes to longer work times, exacerbating labor shortages. This paper introduces a new 
robot control method and peripheral equipment developed to address these issues. Laboratory studies, followed 
by field application on actual construction sites, have confirmed the effectiveness of this solution in overcoming 
the challenges faced during welding operations.

検索用キーワード
建築現場，横向柱継溶接，小型可搬型溶接ロボット，自動化，ソリッドワイヤ，トーチ角補正，速度制御

■特集：建築・土木を支えるKOBELCOの材料およびソリューション	 FEATURE : KOBELCO’s Materials and Solutions for Architecture and Civil Engineering

（技術資料）

＊1 溶接事業部門 技術センター　＊2 コベルコROBOTiX ㈱　第二事業部

図 1   現場柱継溶接イメージ
Fig.1   Image of column joint welding at construction sites
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　図 2 はレールの設置状況（コーナ部の一部）を上面
から見た模式図である。レールをコラム柱に設置する場
合，一般的には図 2（a）に示すように，レールコーナ
部の曲率中心とコラムコーナ部の曲率中心が一致する，
同心条件となるように設置する。この場合，レールとコ
ラム表面までの距離は常に一定となる。さらに，溶接速
度（＝ワイヤ先端速度）を一定とする場合，レールコー
ナ部走行時のロボット走行速度はコラムコーナ部の曲率
半径とレールコーナ部の曲率半径の比で算出される。そ
のため，ロボット走行速度を制御しやすく，良好な溶接
品質が得やすい。建築構造用冷間プレス成形角形鋼管の
一つであるBCP325のコラムコーナ部の曲率半径は，板
厚を tとして3.5 tと規定 2）されている。そのため，板厚
が変わると，コラムコーナ部の曲率半径が変化し，同じ
幅のコラムであれば曲率中心位置が変化する。したがっ
て，同心条件でレールを設置する場合には，レールの曲
率半径もしくは直線部の長さなどを変化させた複数の種
類のレールを用意する必要がある。また，板厚が小さい
場合，コラムコーナ部の曲率半径も小さくなり，レール
の曲率半径との比が大きくなる。その結果，ロボットが
レールコーナ部を走行する際の速度が上昇し，速度限界
が問題になる場合がある。
　前述したレール設置の煩雑さや速度限界の懸念の解消
を目的に，図 2（b）に示すような非同心条件でレール
を設置する方法が考えられる。一般的に，均一な溶込み
やビード形状を得るためにはトーチとコラムのなす角は
一定とした方がよい。同心条件の場合には，上面から見
た時のトーチ角度はコラムに対して常に垂直となるが，
図 2（b）の場合，ロボットがレールコーナ部に滞在す
る区間において，トーチ角度が後進角，前進角に変化す
る。それにより，ワイヤ先端の溶接速度や狙い位置，ア
ークの指向性が変化し，溶込みやビード形状が不均一と
なる。その結果，図 3 に示すような凹凸や垂れといっ
たビード形状の不整が発生し，ひいては融合不良などの
欠陥発生の可能性がある 。
1. 2　角度補正技術
　非同心条件での設置では，ロボットがレールコーナ部
へ進入した時からコラムに対してトーチ角度が垂直でな
くなる。1.1節で述べたトーチ角度による影響を解消す

るため，まずトーチ角度をコラムに垂直にする補正方法
を検討した。なお，使用したロボットはトーチ角度を溶
接線方向に沿って傾け，前進角・後進角と変化させる機
構を有しており，トーチ角度の補正に利用した。
　コラムの板厚・サイズの情報およびレールとの位置関
係などの情報を基に，特定のロボット位置におけるトー
チとコラムに垂直な方向との角度差を幾何学的に算出
し，角度補正式を導出した。なお，説明にあたり，レー
ルの曲率中心を原点とした XY座標系を用いる。
　まず，図 4（a）に示すように，ロボットがレールコ
ーナ部に位置し，かつ，ワイヤ先端がコラムの直線部に
位置する場合を領域Ⅰとし，ロボットが領域Ⅰ内のA
点に位置する場合を考える。この場合，錯角の関係から，
ロボットのレール上の回転角分（以下，レール回転角と
いう），トーチを前進角方向へ補正すればよい。レール
回転角をθr ，トーチ角補正量をθc と置くと，

　　θc  =  θr………………………………………………（1）

と表される。
　つぎに，図 4（b）に示すように，ロボットがレール
コーナ部に位置し，かつ，ワイヤ先端がコラムコーナ部
に位置する場合（領域Ⅱとする）を考える。ロボットが
B点に位置する場合，コラム曲率中心とレール曲率中心
の差分（オフセット距離と定義）をそれぞれd1，d2，レ
ールの曲率半径を rとすると，トーチ角補正量θc は，

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　………………（2）

r sinθr－d2
r cosθr－d1θc＝tan－1

tanθr－

r sinθr－d2
r cosθr－d11＋tanθr

図 2   レール設置状況の模式図（a）同心条件，（b）非同心条件
Fig.2    Schematic illustration of rail installation (a) Concentricity condition, (b) Unconcentricity condition 

図 3   ビード形状の不整
Fig.3   Irregularity of weld bead
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と表され，ロボットがコーナ部の中央を超えてからも領
域Ⅱに滞在する場合は式（2）の補正式を用いる。
　さらに，ロボットがレール上を前進し，再びワイヤ先
端がコラム直線部へと進入した際（領域Ⅲとする）には，
式（1）と同様の考え方から，トーチ角補正量θc は

　　θc  =  θr －90°… ……………………………………（3）

と表される。
　図 5 は，22 mmt×700 mm×700 mmのコラムに曲率
半径 250 mm のレールをコラム表面（直線部）から
86.5 mm離して設置し，溶接速度が一定（300 mm/min）
とした際のトーチ角補正量を示す。領域Ⅰではトーチを
前進角方向へ補正し，その後，領域Ⅱに進入した時点よ
り，トーチ角補正量はマイナス，すなわち後進角方向へ
と変化する。ちょうどコーナ中央部で補正量はゼロとな
るが，トーチを垂直に維持するため，後進角の補正を行
う。このようにトーチ角度をコラムに常に垂直となるよ
うに補正させることで，不均一となりやすいコーナ部に
おける溶接金属の形成を均一化している。
1. 3　走行速度制御技術
　溶接後のビード形状を均一にするためには，溶接速度
も重要な要素である。1.2節で述べたトーチ角補正を導
入した場合，ロボットの走行速度を従来と同一とする
と，トーチ角補正を実施している区間において溶接速度
が変化してしまう。したがって，トーチ角補正によるワ
イヤ先端の移動量も考慮し，ロボットの走行速度を制御
する必要がある。
　図 5 と同条件にてトーチ角補正を実施した際のロボッ
トの走行速度を図 6 に示す。直線部では，ロボット走
行速度＝溶接速度（300 mm/min）で走行する。領域Ⅰ
ではトーチ角は前進角方向の変化となるため，ワイヤ先
端速度は増加する傾向となる。したがって，領域Ⅰでは
ロボット走行速度を減少させている。また，領域Ⅱでは，
トーチ角補正が後進角方向の補正をする影響に加え，ロ
ボットは溶接線より外側を移動するため，ロボットの走
行速度は大きく変化させる必要がある。
　このようにトーチ角補正制御とロボットの走行速度を
制御することにより，非同心条件においても，トーチ角
がコラムに垂直な状態かつ一定の溶接速度となり，良好

な溶接品質が得られる。
　補足として，レールコーナ部においては，レールとコ
ラム表面との距離は逐次変化する。しかし，ロボットに
位置を教示するセンシング動作時にその距離を計測し，
補正しており，溶接時の突出し長さはおおよそ一定とな
る。
1. 4　溶接試験結果
　トーチ角補正および走行速度制御技術（以下，本技術
という）を搭載したロボットを用いて，実験室で板厚の
異なる複数の試験体に溶接を行った。表 1 に試験条件
を示す。
　図 7 に36 mmtの溶接後ビード外観を示す。図 3 に示

図 4   角度補正量の算出（a）コラム直線部 領域Ⅰ，Ⅲ，（b）コラムコーナ部 領域Ⅱ
Fig.4   Calculation of angle compensation (a) Column straight section Area Ⅰ and Ⅲ, (b) Column corner section Area Ⅱ

図 5   トーチ角補正量
Fig.5   Torch angle correction amount

図 6   ロボット走行速度
Fig.6   Robot speed
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やすいレールコーナからコラムコーナの前後領域につい
て，速度を変化させている。図 8（a）で示した22 mmt
と同等の試験体に対して，溶接品質の確認を実施した。
超音波探傷試験 3）では溶接線全線で欠陥は検出されず，
図10に示すマクロ観察でも，コーナ部，直線部で欠陥
なく十分な溶込みが得られた。また， 直線部において、
シャルピー衝撃試験および硬さ試験にて性能を確認した
結果を表 2 に示す。平均吸収エネルギーは171 J，ビッ
カース硬さから算出した推定引張強さは706 MPaであ
り，いずれも建築鉄骨溶接部の機械的性質 2）を満足す
ることを確認した。

したようなビード不整は発生せず，凹凸感の少ないビー
ドが得られた。いっぽうで，長手方向の溶着量の不均一
が確認された。実際にはレールの加工精度，設置精度，
ロボットをレールに連結するための台車の車輪による影
響などがあり，溶着量が不均一となる場合がある。それ
らの要因を整理し，実験室での溶接結果との比較から，
ロボットの速度変化に関するパラメータを計算し，適正
化することで，全体的な溶着量の均一化を図った。適正
化後のパラメータを用いて，表 1 と同等の試験条件にて
溶接した結果を図 8  （a） （b）に示す。レールコーナ部
の前後領域について，ビードが均一となり，美麗なビー
ド外観を得た。
　さらに，コーナ部のロボット走行速度に関して，ロボ
ットの機械的な速度限界も考慮が必要である。1.1節で
述べたように，コラムからの距離が離れるほどロボット
走行速度は上昇する。ロボットが速度限界を超過する
と，指示どおりに速度が出ず，溶着量が増加傾向となり，
場合によってはビードの垂れなどが生じる。しかし，本
技術を用いて非同心条件で設置することで，従来法と比
較してレールをコラムに近づけることが可能となるた
め，ロボット走行速度限界に対する裕度が得られる。パ
ラメータの調整にはロボット走行速度も含まれており，
コーナ部の一部で速度を増加させる制御も導入してい
る。部分的にロボット走行速度上限に達する可能性があ
るが，レールとコラムとの距離を小さくしたことによっ
て得られた裕度範囲内でパラメータを調整し，速度限界
以下で施工できるようにした。図 9 に速度調整後のロ
ボット走行速度を示す。とくに溶着量の不均一が発生し

図 7   本技術適用後ビード外観の一例 （36 mmt）
Fig.7 	 Examples of bead appearance after application of this 

technology (36 mmt)

表 1   試験条件（実験室）
Table 1  Test conditions (Lab.)

図 8   パラメータ適正化後のビード外観 
（a）板厚 22 mmt，（b）板厚 36 mmt 

Fig.8   Bead appearance after parameter optimization
(a) Colum thickness 22 mmt, (b) Colum thickness 36 mmt

図 9   ロボット走行速度のログデータ
Fig.9   Log data of robot speed
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現場でコラムの固定用に用いられるエレクションピース
や建方治具などとの干渉を考慮しておらず，セッティン
グとして実現可能な範囲を示しているため，実際に現場
適用可能な範囲とは異なる場合がある。

3．周辺機器の開発

　生産性向上のためには柱当たりの溶接に要する時間を
短くすることが有効である。大型の多関節ロボットを建
築現場で用いる際には，レールの設置などに多くの人手
と時間が必要となることが多く，自動溶接の課題となっ
ている。小型可搬型の溶接ロボットにおいても，少しで
も付帯作業に要する時間を削減するための治具を新たに
製作した。さらに現場環境で起こりやすいケーブルの引
っ掛かりなどによる外乱を軽減できる治具も合わせて製
作した。図11（a）に製作した周辺機器の使用イメージ
を示す。また，図11（b）に設置状態での上面図を示す。
後述するレール設置簡易治具はレール設置時，ケーブル
サポート治具は溶接時に使用するが，説明の都合上同時
に示している。
3. 1　レール設置簡易治具
　図11（c）に開発したレール設置簡易治具を示す。治
具下方の爪部を開先にかけ，マグネットでコラムに固定
することで，レール高さの位置決めをする。この治具を
コーナ部 4 か所すべてに設置し，その後コの字型などに
分割したレールを載せ，再度連結し，レールをコラムに
固定する。固定後は治具を取り外して完了となる。従来
の治具では直線部ごとに二つ（合計八つ）設置が必要で
あったが，設置個所をコーナ部とすることで，必要数を
削減でき，従来より設置時間の短縮を可能とした。さら
にレールの安定性が増すため，作業人員の削減効果も期
待できる。

2．本技術の適用範囲

　本技術を適用可能なコラムの板厚とサイズを表 3 に
示す。コラム種に応じて，それぞれBCR（建築構造用冷
間ロール成形角形鋼管）は板厚16 mmt～25 mmt，BCP
は板厚16 mmt～40 mmtまで適用可能である。従来技術
の場合，板厚の変化によってコラムの曲率半径が変化す
るため，板厚毎に複数のレールが必要であるが，本技術
であればオフセット距離が変化することで一つのレール
で複数の板厚へ適用可能である。同じサイズのコラムで
あれば，適用範囲内の板厚に対して二種類のレールのみ
でカバー可能となる。現在はR200のレールが一般的で
あるが，サイズの大きいR250のレールを用いることで，
40 mmt の板厚まで適用可能となる。ただし，表 3 は，

表 2   22 mmt試験体直線部における機械的性質
Table 2 	Mechanical properties of 22 mmt test piece in straight 

section

表 3   本技術の適用範囲
Table 3  Applicability range of this technology

図11  周辺機器一例 （a）使用時イメージ，（ｂ）上面図，（c）レール設置簡易治具，（d）ケーブルサポート治具
Fig.11  Example of Peripherals (a) Image when used, (b) Top view, (c) Rail installation jig, (d) Cable support jig

図10  マクロ写真 （a）コーナ部，（b）直線部 
Fig.10  Macrostructure (a) Corner, (b) Straight
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3. 2　ケーブルサポート治具
　一般的にロボットに接続されているトーチケーブルは
ロボット把持部から地面に垂れるように接続されている
ことが多い（図 1）。現場環境では，床面の突起部など
にケーブルが引っかかり，その振動や張力がワイヤ先端
に伝わることで溶接線が振れ，品質低下につながる場合
がある。そこで図11（d）に示すケーブルサポート治具
を考案した。本治具は，トーチケーブルをロボット上部
へ迂回させる構造とし，さらに上部ケーブル保持部が滑
らかに回転するため，外力が加わった際に，ケーブルへ
の負荷が軽減され，ワイヤ先端への影響を抑えることが
できる。

4．本技術の現場適用例

　建築現場にて，BCP325 16 mmt×600 mm×600 mm
のコラム柱へ本技術を適用した例を紹介する。なお，本
技術の効果を確認するため，先行溶接は従来施工とし，
後行溶接にのみ本技術を適用した。さらに適用時には 3
章で紹介した周辺機器を用いた。
4. 1　溶接施工条件
　溶接条件を表 4 に示す。
4. 2　施工方法
　今回適用した現場での施工手順について図12に示す。
初めに先行溶接として，従来の施工法においてコラム柱
の対面 2 角のコーナ部（①）へ溶接を実施し，その後残
部（②）へ本技術を適用し，後行溶接を行った。なお，
エレクションピースおよび建方治具は先行溶接後に取り
除いた。

4. 3　溶接結果
　従来施工でのビード外観を図13（a）に示す。コーナ
部で余盛過大となり，グラインダなどでの手直しが必要
であった。いっぽう，図13（b）に示す本技術適用後の
ビード外観は，コーナ部直線部境界でのビードは均一で
あり，全体として美麗なビード外観を得た。
　従来施工のように，16 mmtという薄い板厚へ同心条
件で設置する場合，コラムとレールとの距離は150 mm
となり，1.1節で述べたようにロボットの速度限界に達
している可能性がある。本技術適用をすることで，その
距離を狭めた設置ができ，安定した溶接が実現できる。
本技術を用いた溶接後のビードは，グラインダによるビ
ード成形は不要と判断され，超音波探傷試験 3），外観検
査も合格であった。
　現場溶接においても安定した溶接品質が得られ，さら
には美麗なビード外観により，作業者の負担軽減，作業
時間の低減効果が期待される結果を得た。

むすび＝本稿では，ロボットを用いたコラム柱の現場柱
継溶接におけるコーナ部の品質安定化および作業効率化
を目的に新たに開発した制御手法および周辺機器類を紹
介した。本技術を用いることで，非同心条件においても
溶接線全体において良好なビード外観が得られ，従来施
工で発生していたコーナ部の補修作業の削減が期待でき
る。さらには周辺機器の使用により，作業効率を向上さ
せる効果が期待される。お客様現場での試用も開始して
おり，本技術の適用実績を積み上げ，溶接工不足という
社会課題の解決に貢献していく所存である。
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表 4   試験条件（現場）
Table 4  Test conditions (Field)

図12  適用現場における施工手順
Fig.12  Construction procedures at the application site

図13  現場適用時のビード外観 （a）従来施工，（b）本技術適用
Fig.13  Bead appearance at construction site

(a) Conventional construction, (b) Application of this technology



神戸製鋼技報/Vol. 74 No. 2（Nov. 2025） 103

まえがき＝溶接は，製造業を中心としたものづくりに欠
かせない技術の一つであるが，少子高齢化や若年層の入
職率低下に伴い，溶接工不足が大きな社会課題となって
いる。とくに裏波溶接は熟練の技量が求められ，自動化
が困難な溶接である。
　そこで当社は，溶融池映像中の特徴量についてディー
プラーニング（以下，AI）を用いた画像センサ（以下，
カメラ）により認識し，適切に制御することで，ルート
ギャップ（以下，RG）変化に追従する適正な裏波溶接
技術や溶接中の外乱などで発生する異常を検知する技術
を開発してきた 1）～7）。
　本稿では，これらの技術を小型可搬型ロボットへ搭載
した画像センサシステム［呼称：AIWelderTM 注 1） 搭載 
ARCMANTM 注 2） PORTABLE （以下，本システム）］に
ついて紹介する。また，高難度溶接の例として，横向継
手を想定し，セラミック裏当て材を用いた横向初層裏波
溶接の自動化を検討した内容を報告する。

1．本システムの概要

　本システムのハード構成を図 1 に示す。小型可搬型

溶接ロボットのトーチ部に画像センサを搭載している。
カメラが取得した溶融池映像データを推論制御用コンピ
ュータ（以下，PC）に取り込み，リアルタイムで特徴
点を抽出し，制御補正量を演算する。その制御補正量を
ロボットコントローラへ送信し，補正指示値に基づきあ
らかじめ構築した運棒制御データベースを参照し，ロボ
ット動作を制御し溶接が実行される。

画像センサ搭載小型可搬型溶接ロボットシステム
河田純一＊1・石﨑圭人＊1・松嶋幸平＊1・小向航平＊2・吉本達也＊3（博士（工学））

Compact Portable Welding Robot System with Vision Sensor
Junichi KAWATA・Keito ISHIZAKI・Kohei MATSUSHIMA・Kohei KOMUKAI・Dr. Tatsuya YOSHIMOTO

要旨
溶接分野では，溶接工不足の問題や生産性向上ニーズの高まりを受け，溶接ロボットの適用拡大が進んでいる。
いっぽう，ロボット溶接適用が難しい高難度溶接に対しては，画像センサを用いた研究が検討されている。本稿
では，画像センサ搭載小型可搬型溶接ロボットシステムを用いて横向初層裏波溶接の自動化に取り組んだ内容を
報告する。本システムは，画像センサを小型可搬型溶接ロボットに搭載することで溶接自動化を実現している。
初層溶接においては，溶融池特徴点を認識しウィービング制御に反映させることで，ルートギャップ変化追従・
溶接線倣いを実現する自動溶接技術となっている。2層目以降は，初層で取得した開先情報を元に積層条件を更新
し，最終層までの自動溶接を実現する。

Abstract
The use of welding robots in the welding field is on the rise, driven by a shortage of skilled welders and the 
growing demand for higher productivity. Concurrently, research involving vision sensors is being explored to 
address complex welding tasks that are difficult to handle with traditional robotic systems. This paper presents 
our work on automating horizontal first-layer penetration welding using a compact, portable robotic welding 
system equipped with a vision sensor. The system achieves welding automation by integrating a vision sensor 
with a portable robot. During first-layer welding, the system automatically tracks variations in the root gap 
and follows the welding path by identifying key features of the molten pool, adjusting the weaving motion 
as needed. From the second layer onward, the system updates the build-up parameters based on groove 
information acquired during the first layer, enabling fully automated welding through to the final layer.
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脚注 1），2）AIWelder，および， ARCMANは当社の登録商標で
ある。

図 1   本システムのハード構成
Fig.1   System hardware configuration
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1. 1　AIWelderTM

　本システムでは，カメラで溶融池映像を撮影しPCで
その映像をもとにAI認識を行い，ロボットの制御を行
う。同時に，撮影した映像と溶接情報をAndroid注 3）ス
マートフォン上に表示する。このカメラ・PC・スマー
トフォンの構成を AIWelderTM と呼称する。図 2 に
AIWelderTMの構成を示す。
　高品質な溶接施工において重要となるのは，溶融池の
形 状 に 合 わ せ て 運 棒 を 変 化 さ せ る こ と で あ る。
AIWelderTM では溶融池を見る眼をカメラで，溶融池形
状を解釈する頭脳をAIで，その溶融池に適した運棒を
PCが制御することで，熟練溶接工に類似した溶接を可
能とした。
　まず眼となるカメラは，通常のカラーカメラで溶融池
を撮影すると，アーク光の光量が強力であるため取得映
像が白飛びするか，光量を絞りすぎた場合，溶融池形状
が分からないかのどちらかになってしまう。そこで，明
るさの異なる複数フレームを結合した HDR（High 
Dynamic Range）技術を使用することで，鮮明な溶融
池映像を撮影できるようにした。
　つぎに頭脳となるAIの詳細は4.1節で述べるが，AIに
様々な溶融池映像を学習させることで，溶融池映像から
RGの推定のみならず，溶接速度やワイヤ狙い位置の調
整も可能とした。
　そしてPCは，溶融池映像を取得してAI画像認識モデ
ルによる演算を実行し，ロボット制御に必要な補正量を
算出してコントローラに送信している。同時に，コント
ローラから溶接電流・アーク電圧・溶接速度などの各種
ステータスを取得することで，施工記録の作成を行う。
パスごとにこれらの各種ステータスや，AIの認識結果
をもとにした溶接異常有無をレポート形式で記録してい
る。あわせて，溶融池映像を動画形式で保存している。
さらに，最終パスの溶接完了時には，全パスの施工記録
をまとめた最終施工レポートの作成を行っている。この
レポートを使用することで，施工記録の管理が容易とな
る。
1. 2　基本的制御
　ロボット溶接における溶接位置の一般的な制御方法と
して，溶接中に計測した溶接電流から開先とワイヤ先端
の位置関係を検出し，この検出結果を使用してワイヤ先

端を開先に追従させる方法（アークセンサ）が挙げられ
る 8），9）。
　この方法に対し，本システムにおける溶接制御では，
PCから受け取った溶融池映像の特徴点座標情報から，
開先とワイヤ先端の位置関係を直接算出し，ワイヤ先端
位置の制御を行っている。溶融池先端の両端位置から
RG相当量となる「溶融池先端幅」，ワイヤ先端と溶融池
先端の両端位置との位置関係である「左右ずれ量」，さ
らに，ワイヤ先端から溶融池先端までの長さ「溶融池先
端距離」を計測している（図 3）。これらを計測した後，
溶融池先端幅に応じて，ウィービング幅，基準溶接速度，
溶接電流・アーク電圧，ウィービングの傾き角度などの
溶接条件を常に変化させている。つまり，これにより， 
RGごとに最適な溶接条件で溶接が行える。また，溶融
池先端距離に応じた溶接速度の微調整や，左右ずれ量に
応じた溶接位置の微調整を実施している（4.2節参照）。

2．市場ニーズと対象継手

　本システムについて，国際ウエルディングショーでの
アンケートやお客様へのヒアリングを重ね，市場ニーズ
を調査した。その結果，多くの企業にとって熟練溶接工
不足が近い将来の大きな課題となると認識しているこ
と，および，本システムの溶接姿勢としては下向・横向
への適用ニーズが高いことが判明した。とくにセラミッ
ク裏当て材を使用する横向姿勢での初層裏波溶接はRG
が長手方向に変動していることが多く，かつ，溶接難度
も高いため自動化できていないことなどを把握した。な
お，具体的に本システムの適用が想定される構造物とし
ては，橋梁（きょうりょう）分野における鋼橋主塔部の
横向継手や造船分野における船側外板の横向継手などが
あることを見出している。

3．施工法コンセプト

　図 4 に示すように，本システムの施工法コンセプト
は三つの主要な構成要素から成り立っている。
　一つ目の構成要素は「溶接前のセンシングについて開
始点近傍の 1 点センシングのみで完了する点」である。
通常の小型可搬型溶接ロボットでは，多点センシング動
作を基本としており，溶接長が数mにおよぶ溶接線で
は数十点のセンシングが必要となることもある。いっぽ
う，本システムでは上記のセンシング動作により得られ
るRGや溶接線などの情報を，カメラを用いることで溶脚注 3）Androidの商標はGoogle LLCの所有物である。

図 2   AIWelderTMの概要
Fig.2   AIWelderTM overview

図 3   溶融池の計測
Fig.3   Measurement of molten pool
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接中に取得することができる。よって，溶接前のセンシ
ングはスタート位置の 1 点のみとすることができ，セン
シング時間を大幅に削減できる。
　二つ目の構成要素は「初層溶接時はカメラからAI画
像認識モデルによって取得した情報を元にRGや溶接線
倣いを実行する点」である。通常の多点センシングによ
る溶接では，センシング間の開先情報は取得できないた
め両点の線形補間などにより計算された情報に基づいて
溶接が実行される。いっぽう，カメラを用いることで，
初層の全ての溶接線領域に対してRGや溶接線情報をオ
ンタイムで取得し，運棒制御することができる。結果，
熟練工による緻密な半自動溶接に近い施工となり，溶接
品質向上に寄与する。
　三つ目の構成要素は「2 層目以降の溶接については初
層で得たRG情報などを反映して積層要領を再構成する
点」である。本機能により，初層から最終層までの自動
溶接を実現する。本機能の詳細は4.3節で説明する。

4．必要な要素技術

　本章では，本システムに必要な要素技術を「AI画像
認識」，「運棒制御構築」，「積層条件更新機能」，「異常検
知機能」，「専用溶接材料」の五つに分けて紹介する。
　3 章にて述べた，主要構成要素との関係性は以下のと
おりである。『1 点センシング』は，『初層溶接時のRG
や溶接線倣い』が実現することで同時に実現可能となっ
ているといえる。その『初層溶接時のRGや溶接線倣い』
は，「AI画像認識」と「運棒制御」に加えて「異常検知
機能」と「専用溶接材料」の各技術から実現している。
いっぽうで，『2 層目以降の積層要領再構成』は，「積層
条件更新機能」技術にて実現しているといえる。
4. 1　AI画像認識
　RGの変化や溶接線に追従してロボットを制御するた
めに，本システムではAIによる画像認識を用いて溶融
池映像上の特徴点認識を行っている。認識させたうえで
制御に用いている特徴点は，ワイヤ先端・溶融池先端上・
溶融池先端下の 3 点である（図 5 参照）。
　これらの特徴点からRGに相当する溶融池先端幅や溶
接線に相当する溶融池先端中心，適切な溶接速度を決め
るための溶融池先端距離を算出する。一般的に，ある入
力データから何らかの数値を予測したい場合は数値を出
力可能な回帰モデルを用いる。溶融池認識においては画
像データを入力として各特徴点の座標値を予測するモデ

ルを構築する方法が考えられるが，本システムでは特徴
点が存在する確率マップを出力するAIモデルを使用し
ている。確率マップでは予測結果の信頼性を考慮するこ
とが可能となり，信頼性の高い予測結果のみを使用する
ことで，安定した制御を行うことができる。
　以上で述べたモデルに対して様々な条件の画像データ
を約 2 万 3 千枚用いて学習させることで，高精度で安定
した特徴点認識を実現している。
　しかし，高精度な認識率を実現できたとしても，図 6
に示すように大粒のスパッタや開先に存在するスケール
が溶融池の一部に覆いかぶさるような状況で起きる認識
ミスは完全には防げない。誤った位置を特徴点として認
識した場合，溶融池先端幅などロボット制御に利用され
る数値が異常な値となり，ロボットの追従性低下を引き
起こす可能性がある。そこで溶融池先端幅などの数値を
常にモニタリングし，Hampel識別子に基づく異常検知
フィルタによりフィルタリングを行っている。図 7 は，

図 4   溶接施工コンセプト
Fig.4   Welding method concepts

図 5   AIが認識する特徴点
Fig.5   Feature points recognized by AI

図 6   開先内のスパッタやスケールの例
Fig.6   Example of spatter and scale in groove

図 7   異常検知フィルタによるフィルタリング結果
Fig.7   Filtering results by anomaly detection filter
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算出した溶融池先端幅の時系列データにおいて，一般的
なローパスフィルタの一種である移動平均フィルタと提
案手法を比較した図である。提案手法では認識ミスによ
る値の急な乱れを除去（無視）できていることが分かる。
異常が起きた場合は，異常が起きる直前の値をホールド
し，異常状態から回復すると通常の制御を再開する仕組
みとなっており，これにより認識異常を引き起こすよう
な外乱に対して頑健なシステムとなっている。
4. 2　運棒制御
　4.1節で述べたAI画像認識モデルによって認識する特
徴点を用いて制御される初層溶接における運棒の各種制
御指針を三つ紹介する。
　一つ目は，「斜め振り運棒・端停止条件」である。本
プロセスでは初層溶接時の架橋性を向上させるため，斜
め振り運棒を採用している。溶融池映像より算出された
溶融池先端幅を元に運棒制御データベースより，斜め振
り運棒における角度・幅・上端/下端時の端停止条件（時
間・溶接電流・アーク電圧のオフセット値）を制御して
いる。本制御によりRGごとの適正な運棒軌跡を実現し
ている。
　二つ目は，「溶接速度」である。溶融池先端幅をもと
に運棒制御データベースより溶接速度を制御している。
同時に，溶融池先端距離を算出し，基準値より変動する
場合は上記速度に対して増減制御を加えている。本制御
により溶融池先端とワイヤ先端の距離を一定に保ち続け
ることで，安定した裏波形状の確保，および，突き抜け
の防止を実現している。
　三つ目は，「溶接線倣い」である。ワイヤ先端を監視し，
溶融池先端幅の中央にウィービング中心が位置するよう
に制御している。本制御により，溶接線がロボットの走
行軸に対して傾いている，もしくは，蛇行しているよう
な状態であっても追従可能な溶接を実現している。
4. 3　積層条件更新機能
　初層の溶接は，4.1節に示したように，AI画像認識モ
デルによる計測値を使用して溶接を制御することで，開
先形状の変化に合わせた溶接が可能である。
　いっぽう，2 層目以降の溶接ではAI画像認識モデル
による特徴点を用いた計測をしていない。2 層目以降は，
初層の計測結果を使用して溶接位置・溶接速度を制御し，
自動溶接を実現している。初層の溶接開始の段階で，基
準となる積層条件（基準積層条件）を作成する。この基
準積層条件は，事前に設定したパラメータの値や，セン
シングで検出した開先形状から自動で作成される。基準
積層条件作成後に初層を溶接する。この初層溶接時は，
4.2節に示した制御により溶接を実行する。初層溶接中
は，一定距離溶接するごとに，またRGもしくは開先中
心位置が一定値以上変化するごとに，それぞれの位置に
おける開先両端の位置を記録する（図 8）。2 層目以降は，
この初層溶接時に記録された開先両端位置に合わせて，
狙い位置，溶接速度を基準積層条件の値をもとに調整
し，開先全体の盛高さが一定となるように溶接する（図
9）。この制御により，変化のある開先の多層盛り溶接
の自動化を実現している。

4. 4　異常検知機能
　これまで初層片面裏波の自動溶接および初層の開先情
報を 2 層目以降の溶接へ反映し，積層条件を再構成する
技術について述べた。しかし，実適用時は，管理範囲外
の開先形状・状態や，外乱による溶接トラブルの発生も
考えられる。本システムではカメラで溶融池状態をモニ
タリングしており，例えば溶融池先端幅がRGの管理範
囲を超えた場合などの異常が確認されると溶接を停止，
あるいは端末（スマートフォン）へ警告を通知する機能
を有する。
4. 5　専用溶接材料
　本システムは高難度溶接である横向姿勢での初層溶接
において，RG4～10 mmの裏波を安定して確保すること
が必要であるため，とくに広い側のRGにおける架橋性
を有することが課題となる。そのほか，融合不良低減・
耐割れ性向上などの溶接欠陥の抑制を課題として，専用
ワイヤの開発に取り組んだ。
　一般的軟鋼フラックス入りワイヤ（以下，FCW）の
成分系をベースとし，熱力学的平衡状態予測ソフトによ
るシミュレーション，および，スラグ流動性の実測評価
を行い，溶接金属成分とスラグ形成成分の調整を実施し
た。その結果，RG4～10 mmにおいて架橋性が問題なく，
良好な裏波形状を形成するワイヤ成分系を抽出した。併
せて，表ビード形状がフラットに付きやすい成分系とす
ることで，スラグ除去しきれずに残ってしまうことによ
る 2 層目溶接時の融合不良発生を抑制することができて
いる。また，本成分系は，溶融池先端が垂れにくい特性
を有している。その結果，溶融池先端距離を安定させる
ことが可能となり，AI画像認識モデルを活用した運棒
制御の安定に寄与している。一般的軟鋼FCWと専用
FCWにおける比較結果を図10に示す。そのほか，高温
割れ感受性および低温割れ感受性の各組成式における元
素の影響を考慮し，耐割れ性に有害とされる元素の低減
を図り，適正化した。これら各種検討により，専用ワイ
ヤの開発を完了させた。

図 8   初層のプロセス
Fig.8   Process of first layer

図 9   2 層目以降のプロセス
Fig.9   Process from second layer

図10  従来FCWと専用FCWの比較
Fig.10  Comparison of conventional and dedicated FCW
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5．継手試験

　 本システムを用いて溶接を実施した結果を以下に示
す。溶接条件は表 1，および，図11に示すとおりである。
母材はSM490A（JIS G 3106）を使用した。RGは 4 mm
から10 mmまでテーパー状に広がる形状とし，溶接線
はロボットのレール（走行軸）に対して終端で 5 mmず
らして設置した（傾斜勾配：1.0%に相当）。
　溶接後のビード外観，断面マクロを図12に示す。RG
に追従して溶接速度およびビード幅が変化しており，溶
接線倣いも実行できていることを確認した。ビード外観
は表裏ともに良好であり，各RGでの断面マクロも良好
な溶込み形状であった。超音波探傷試験も実施してお
り，きずなしの結果であった。なお，超音波探傷試験は
JIS Z 3060（2015）の規格に準拠して実施しており，探
傷感度はRB-41B標準穴からのエコーをH線に合わせ，
検出レベルはL線とした。また，本試験と同じ形状の溶
接試験体を作製し，機械的性質を確認した結果を表 2 に
示す。機械的性質の値について問題ないことを確認し
た。以上の結果から，本システムによる初層から最終パ
スまでの自動溶接施工が可能であることを確認した。

むすび＝これまで，溶接工不足という社会課題に対し，
熟練の技量が求められる片面裏波溶接の自動化に取り組
んできた。本稿では，横向姿勢への適用を目指し，カメ
ラ，および，AI画像認識モデルを用いて溶接運棒を適
切に制御することで，RG変化や溶接線に追従し，適正
な裏波ビードを形成する溶接技術，さらには溶接におけ
る外乱などで発生した異常を検知する技術を紹介した。
　当社は，変革（KOBELCO-X）を通じたサステナビリ
ティ経営の強化を掲げており，AX～GXの七つの「X」
を設定して「魅力ある企業への変革」を推進している。
本稿で紹介した技術も，これら「X」のかけ算により創
出され，お客様の困りごとを解決できる溶接ソリューシ
ョンであると言える。今後，開発技術の実用化を推進し，
溶接工不足という社会課題解決への貢献を図って行く。
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表 2   溶接継手の機械的性質
Table 2  Mechanical properties of welded joint

図11  試験板形状および層パス条件
Fig.11  Test plate shape and layer pass conditions

図12  溶接継手のビード外観と断面マクロ
Fig.12	Bead appearance and cross-sectional macro structure in 

welded joint

表 1   溶接継手条件一覧
Table 1  List of welding conditions for joint
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まえがき＝我が国は，急しゅんな地形とぜい弱な地質が
広く分布していることに加え，梅雨や台風など湿潤な気
候の影響により，従来から自然災害による甚大な被害に
見舞われてきた。近年では地球温暖化による集中豪雨の
増加など気候変動の進行により，土砂災害の発生リスク
が一層高まっている。こうした災害の激甚化・頻発化に
対応するためには，より強くしなやかな地盤の形成が求
められている。
　このような背景のもと，鉄鋼スラグは，軟弱な地盤を
強化する有効な材料として注目されており，これまでさ
まざまな改良技術の開発 1）～6）が進められ，実績を積み
重ねてきた。
　本稿では，鉄鋼スラグの物理的・化学的特性や地盤改
良技術の概要を紹介するとともに，当社の適用事例につ
いて述べる。

1．鉄鋼スラグの特性と用途

1. 1　鉄鋼スラグの特性
　鉄鋼スラグは，製造工程により高炉スラグと製鋼スラ
グに大別される（図 1）。
　高炉スラグは，鉄鉱石から鉄を取り出す高炉から生成
するスラグであり，溶融状態からの冷却・固化方法の違
いにより，高炉水砕スラグと高炉徐冷スラグに分類され

る。高炉水砕スラグは，加圧水によって溶融状態から一
気に冷却され，ガラス質で粒状となる。高炉徐冷スラグ
は，ヤードに流し出されてゆっくりと冷却され，結晶質
の岩石状となる。
　いっぽう，製鋼スラグは，鋼を製造する製鋼工程で生
成するスラグであり，転炉をはじめ複数の精錬炉から生
成する転炉系スラグと，スクラップを原料とする電気炉
製鋼工程で生成する電気炉スラグに分類される。転炉系
スラグは，高炉徐冷スラグと同様の冷却方法により，結
晶質の岩石状になる。鉄分を多く含むため，天然砕石に
比べ粒子密度と硬度が高く耐摩耗性に優れる点が特徴で

地盤改良材としての鉄鋼スラグの利活用
陣内綾音＊1・松元弘昭＊1・唯井力造＊1

Utilization of Steel Slag as Soil Stabilizer
Ayane JINNOUCHI・Hiroaki MATSUMOTO・Rikizo TADAI

要旨
鉄鋼スラグは，環境負荷の低減および資源循環の観点から注目される建設資材であり，近年では地盤改良材とし
ての適用実績が拡大している。本稿では，鉄鋼スラグの物理的・化学的特性を概説するとともに，地盤の支持力
向上に寄与する二つの効果――締固め性の向上による内部摩擦角（φ）の増大と，水硬性による粘着力（c）の増
大――に着目した地盤改良技術を紹介する。さらに，実際の現場での適用事例を通じて，スラグ混合率の最適化
や強度発現の経時変化，環境安全性について検討したうえで，今後の課題と展望を示す。

Abstract
Steel slag is a construction material that has garnered attention for its potential to reduce environmental load 
and enhance resource circulation. In recent years, its use as a soil stabilizer has been expanding. This paper 
outlines the physical and chemical properties of steel slag. It introduces a soil stabilization technology that 
focuses on two effects that contribute to improving the bearing capacity of the ground: an increase in the 
internal friction angle (φ) thanks to improved compaction, and an increase in adhesion (c) owing to hydraulicity. 
Furthermore, through application examples from actual sites, the optimization of the slag mixing ratio, changes 
in the strength expression over time, and environmental safety are examined to identify future challenges and 
prospects.

検索用キーワード
鉄鋼スラグ，地盤改良，締固め特性，水硬性，CBR試験，一軸圧縮試験
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図 1   鉄鋼スラグの種類
Fig.1   Classification of steel slag
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ある。なお，本稿で対象とする製鋼スラグは，転炉系ス
ラグに限定し，電気炉スラグは対象外とする。
　表 1 にそれぞれの化学組成を示す 7）。鉄鋼スラグは，
酸化カルシウム（CaO）と二酸化ケイ素（SiO2）を主成
分とし，その他の成分として，高炉スラグは，酸化アル
ミニウム（Al2O3）や酸化マグネシウム（MgO），少量
の硫黄（S）を含み，製鋼スラグは，酸化鉄（FeO）や
酸化マグネシウム（MgO）を含む。高炉スラグは，セ
メントと同様の化学成分を有することが特徴である。
　鉄鋼スラグは，それぞれが持つ物理的・化学的特性を
活用した多様な用途が開発され，建設資材としてさまざ
まな場面で利用されている7）。以下に鉄鋼スラグの主要
な用途を示す。
1. 2　用途
1. 2. 1　セメント・コンクリート用
　高炉スラグは，その約90%がセメント・コンクリー
ト用途に利用されている。当社では，高炉水砕スラグを
粉砕し，石こうを添加した高炉スラグ微粉末（製品名：
ケイメント ®）を製造・販売しており，これは主に高炉
セメントの原料として用いられている。
　高炉セメントは，ポルトランドセメントに高炉スラグ
微粉末を混合したセメントであり，高炉スラグの含有率
に応じてA種（5%超～30%以下），B種（30%超～60%
以下），C種（60%超～70%以下）に分類される。国内で
最も流通している高炉セメントはB種である。
　表 2 にセメント 1tあたりのCO2 排出量を示す7）。ポ
ルトランドセメントのCO2排出量のほとんどは，製造過
程で石灰石を焼成することにより発生する。いっぽう，
高炉スラグ微粉末は，焼成工程がなく，乾燥および粉砕
プロセスで製造できるため，ポルトランドセメントに比
べCO2排出量が少ない。そのため，高炉セメントB種は，
ポルトランドセメントと比較してCO2排出量を42%削減
することができる7）。

1. 2. 2　道路用
　製鋼スラグは，その約50%が道路用路盤材として利
用されている。道路用路盤材として販売される鉄鋼スラ
グ製品は，JIS A 5015「道路用鉄鋼スラグ」に規格され
ており，その品質が保証されている。代表的な鉄鋼スラ
グ路盤材である水硬性粒度調整スラグ（HMS-25）は，
同じ耐久性や強度を実現するために必要なスラグの置換
割合を示す等値換算係数が0.55と高く，一般的な砕石（粒
度調整砕石）の0.35と比較して，より少ない量で同等の
性能を発揮できる。これにより，路盤の断面を薄くする
ことが可能となる。また，施工後の長期的な水硬性発現
により，高い耐久性を保持し，インフラのライフサイク
ルコストの低減に貢献することができる。このことか
ら，鉄鋼スラグ混入路盤材は，グリーン購入法における
特定調達品目に指定されており，環境保全に資する材料
としても広く認知されている。
1. 2. 3　地盤改良用
　製鋼スラグは道路用路盤材のほか，地盤改良材として
利用されている。これまでの研究により，製鋼スラグを
軟弱な土に適切な割合で混合することで，地盤の強度が
増大することが報告されている1）～6）。2021年10月には，
兵庫県の土木請負工事必携に，「鉄鋼スラグ混合土を用
いた軟弱土改良の設計施工マニュアル」8）が示され，公
共工事における鉄鋼スラグ混合土の適用促進が進められ
ている。このような取り組みにより，近年，実際の工事
における地盤改良工法の適用件数が着実に増加してい
る。

2．鉄鋼スラグによる地盤改良

2. 1　地盤改良の概要
2. 1. 1　地盤改良の目的
　軟弱な地盤に構造物を構築した場合，地盤の変形や沈
下などにより，構造物に傾斜などの影響をおよぼす可能

表 1   鉄鋼スラグの化学組成例
Table 1  Chemical composition of steel slag and other materials

表 2   セメント 1tあたりのCO2排出量の一例
Table 2  Example of CO2 emissions per ton of cement
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性がある。そのため，地盤改良は，地盤の支持力を高め
て構造物を安全かつ安定して支えるために行われる。地
盤の支持力は，土の構造や性質に大きく影響される。
　以下に土の構造と支持力について述べる。
2. 1. 2　土の構造
　土は，種々の粒径を持つ土粒子の集合からなり，固体

（土粒子），液体（水），気体（空気）の 3 相からなって
いる。土粒子は，粒径の違いによって，0.075 mmから
75 mmまでの粗粒分，0.075 mm以下の細粒分に分類さ
れ，それぞれ，粗粒分の質量が全体の50%以上を占め
る土を粗粒土，細粒分の質量が全体の50%以上を占め
る土を細粒土と呼ぶ。
　土の力学的性質は，主として①土粒子の形状と大き
さ，②土粒子の詰まり具合，③水，空気の量やそれらの
性質，④土粒子同士の相互作用，および⑤土粒子と水・
空気との相互作用などに支配される。また，これらの要
素は土の構造と深い関係がある。
　粗粒土は，粒径が大きいため，土粒子が重力の作用で
互いにかみ合う単粒構造を形成する（図 2）9）。大きな
粒子から小さな粒子まで一様に混合していると密な状態
になるが，同じ大きさの粒子ばかりだと間隙が多くゆる
い状態になる。
　いっぽう，細粒土は，土粒子の比表面積が大きく，そ
の表面に電荷を帯び，水分子やイオンを吸着する。この
ため，土粒子間に粘着力が働き，堆積中にはちの巣構造
を形成する（図 3）9）。はちの巣構造は，単粒構造に比べ，
間隙が大きいため，外的な力の作用を受けると，土粒子
が不安定になり，軟弱な土になりやすい。
2. 1. 3　地盤の支持力
　地盤に求められる支持力は，構築する構造物の形式，
規模あるいは重要性によって決まり，土のせん断強さで

評価される。土は引張力や曲げに抵抗する強さはほとん
どないため，圧縮力のみに抵抗する材料として取り扱
う。圧縮力による土の破壊現象は，破壊面がすべり面を
形成し，せん断破壊する。せん断破壊しないように抵抗
する力がせん断強さであり，以下のクーロンの式で表さ
れる 9）。
　　s = c + σ tanφ
　ここに，
　　s：土のせん断強さ（kN/m2）
　　c：粘着力（kN/m2）
　　σ：せん断面上に働く垂直応力（kN/m2）
　　φ：内部摩擦角（°）
　粘土や固結した土のように自立可能な土は，垂直応力
がゼロでも粘着力（c） によりせん断強さを持つ。いっ
ぽう，乾燥した砂などの粗粒土は，粘着力（c）がほと
んどなく，内部摩擦角（φ）によってせん断強さが決ま
る。したがって，地盤のせん断強さを増大するためには，
内部摩擦角（φ）または粘着力（c）のいずれか，ある
いは両方を増大させる必要がある。
2. 1. 4　地盤改良工法
　内部摩擦角（φ）または粘着力（c）を増大させる工
法として，以下の二つが挙げられる。

（1）締固めによる密度の増大（φの増大）
　土の工学的性質は，土粒子の詰まり具合，すなわち土
の密度に大きく依存する。土粒子を密に詰めると粒子間
のかみ合わせが増えるため，土の強度や剛性は増加す
る。また，間隙が減少することで，透水性が低下し，遮
水性能が向上する。このように外力を加えて土粒子を強
制的に密に詰めることを「締固め」といい，内部摩擦角

（φ）の増大を目的とする。　
（2）固化によるせん断強さの増大（cの増大）
　固化材を土の間隙に注入する，または混合することで
土を固化させるものである。これは，粘着力（c）の増
大を目的とする。一般的に固化材にはセメント系固化材
や石灰系固化材などが用いられている。
　鉄鋼スラグによる地盤改良は，①粒度分布の改善によ
る締固め特性の向上（φの増大），②スラグの水硬性に
よる固化効果（cの増大）があり，上記の二つの効果を
併せ持つことが特徴である。
　以下にそれぞれの評価方法を示す。
2. 1. 5　評価方法

（1）締固め特性の評価
　締固めの特性は，締固め試験（JIS A 1210）で得られ
る締固め曲線から判断できる。締固め特性は，土の種類
により大きく異なる。図 4 に土の粒径加積曲線を図 5
にそれらに対応する締固め曲線の関係を示す10）。粒径加
積曲線において，さまざまな粒径を含む土は粒度分布が
良好であるとされ，①に近づくほど粒度分布は良好であ
る。とくに砂質系の土がこれに該当する。また，締固め
曲線は，一般に細粒分が多い土ほどなだらかな形状を示
し，右下方に位置する傾向がある。これは，含水比が高
く，乾燥密度（土の体積に対する土粒子部分の割合）が
低い状態を示している。これに対して，粒度分布の良い

図 3   はちの巣構造
Fig.3   Honeycomb structure

図 2   単粒構造
Fig.2   Single-grained structure
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砂質系の土ほど締固め曲線は鋭く立った形状を示し，左
上方に位置する。これは，含水比が低く，乾燥密度が高
い状態を表す。すなわち，粒度分布が良い土ほど，最大
乾燥密度（ρdmax）が高く，最適含水比（Wopt）が低く
なる傾向がある。このような土は締固めする際に水分管
理がしやすく，締固め性に優れた土であるといえる。
　また，締め固めた土の強度，剛性，変形性などの力学
特性は，一般的にCBR（California Bearing Ratio）試験

（JIS A 1211）を用いて評価する。CBR試験では，粒径
37.5 mm以下の改良土を用い，モールドに成形・締固め
た供試体を作製する。必要に応じて 4 日間の浸水養生を
行い，直径50 mmのピストンを1.25 mm/minで貫入さ
せ，2.5 mmと5.0 mmの深さでの荷重を測定し，標準砕
石との比較によりCBR値（%）を算出する。CBR試験は，
主に道路の舗装設計における路床・路盤の支持力を求め
るための試験である。CBRが 3%未満の場合，または路
床のCBRが目標とする値を下回る場合には，改良を行
う必要がある11）。

（2）固化強度の評価
　固化強度（粘着力）は，一軸圧縮試験（JIS A 1216）
を用いて評価する。一軸圧縮試験では，改良土を9.5 
mmふるいにかけ，直径50 mm，高さ100 mmの供試体
を作製する。改良後は 7 日，14日，28日などの養生期間
を経て試験を実施する。供試体に一定速度で圧縮荷重を
加え，最大荷重を断面積で割って一軸圧縮強度を算出す
る。一軸圧縮強さは，主に構造物基礎地盤の支持力や土
圧，斜面の安定などの安定性評価に用いられる。
　以下に，上述したそれぞれの改良効果に着目して改良
した事例を示す。
2. 2　鉄鋼スラグによる地盤改良
2. 2. 1　締固め特性の改善（道路路床用途の事例）
　締固め特性を改善し，道路路床として使用した事例を
示す。本事例では，道路路床としてCBR＝20%が目標
強度であったが，原土では強度を満たせなかったため，
鉄鋼スラグを用いた地盤改良が検討された。そこで，目
標強度を確保するために必要なスラグの適切な混合率に
ついて検討を行った。

（1）原土と鉄鋼スラグ物理的特性
　表 3 および図 6 に原土と鉄鋼スラグの物理的特性と
粒径加積曲線を示す。鉄鋼スラグに比べ，原土は細粒分
の割合が多いことを示している。
　また，図 7 は地盤材料の三角座標による分類である。
地盤材料の三角座標では，左斜辺がれき分，底辺が砂分，
右斜辺が細粒分のそれぞれ含有率を表し，左下に位置す
るほど，れき分が多いことを示す。鉄鋼スラグの混合比
が増加するに従い，細粒分が低下して左下に移動する。

（2）混合率の決定
　図 8 にこれまでさまざまな原土に対して行ってきた
CBR試験の結果を示す。細粒分含有率とCBR値には相
関が見られ，細粒分が少ない，すなわち，粗粒分が多い
ほどCBR値は高くなることがわかる。この関係より，
今回の目標強度CBR＝20%以上を達成するには，細粒
分含有率を原土の64％から，おおよそ40％程度まで低
減する必要があり，原土に鉄鋼スラグを体積比で33%
程度混合する必要があると推定された。
　CBR試験の結果を図 9 に示す。実際に，鉄鋼スラグ
を33％混合することで，目標強度を達成することが確
認でき，この混合率に決定した。
　また，CBR試験は， JIS A 1211に基づいて実施し，供
試体は水中で 4 日間養生している。そのため，水和反応
は十分に進行していないと考えられるため，強度発現機
構は主に内部摩擦角（φ）の改善によるところが大きい

図 5   締固め曲線
Fig.5   Compaction curve

図 4   粒径加積曲線
Fig.4   Grain size distribution curve

表 3   原土および鉄鋼スラグの物理的特性
Table 3  Physical characteristics
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と考えられる。
（3）改良土の締固め性評価
　原土に鉄鋼スラグを体積比で33%混合した改良土の
締固め曲線を図10に示す。鉄鋼スラグ33%混合土は，
原土と比較して最大乾燥密度（ρdmax）が高く，最適含
水比（Wopt）が低くなっていることがわかる。鉄鋼スラ
グを33%混合することで，粒度分布が改善され，締固
め性が向上することが示された。
2. 2. 2　固化強度の改善（仮設道路用途の事例）
　つぎに，固化強度を改善し，仮設道路に使用した事例
を示す。本事例では，仮設道路用の地盤として，一軸圧
縮強さ＝200 kN/m2が目標強度であったが，原土および
セメント改良では強度を満たせなかったため，鉄鋼スラ
グを用いた地盤改良が検討された。そこで，目標強度を
確保するために必要なスラグの適切な混合率について検
討を行った。

（1）原土と鉄鋼スラグの物理的・化学的特性
　表 4 および図11に，原土と鉄鋼スラグの物理的特性
と粒径加積曲線を示す。鉄鋼スラグに比べ，原土は細粒
分の割合が多いことを示している。
　また，図12に原土と鉄鋼スラグ混合土の三角座標に
よる分類を示す。原土は砂まじり細粒土（F-S），鉄鋼ス
ラグは，砂質れき（GS）に分類され，鉄鋼スラグを混
合することで，左下（れき側）に近づくが，原土の細粒
分は86％と非常に高く，仮に鉄鋼スラグを33％混合し
ても細粒分は59％程度の低減に留まる。このため，内
部摩擦力による改善は限定的であり，固化強度の改善が
求められる。
　図13は実際に改良した地盤の断面である。下層が改
良前の原土，上層が原土とスラグを混合した改良土であ
る。ここで用いた原土は，九州地方に広く分布する黒ぼ
くである。黒ぼくは火山灰土と腐植物質で構成され，有
機物の含有量が高い。また含水率が高い特徴を有してお
り，その性質から特殊土に分類され，セメント系改良材
による改良効果が得られにくい土質として知られてい
る12）。これは，黒ぼくが腐植物質を含んだ有機質土壌で
あり，フミン酸やフルボ酸などを多く含むことに起因す
る。これらの有機酸は，セメントの水和反応に必要なカ
ルシウムイオン（Ca2+）と反応し，不溶性の有機カルシ
ウム塩を形成する。その結果，水和反応が進まず，セメ

図 6   粒径加積曲線
Fig.6   Grain size distribution curve

図 7   原土および鉄鋼スラグの三角座標による分類
Fig.7   Classification of soils for engineering purposes

図 8   CBRと細粒分含有率の相関
Fig.8   Relationship between CBR and fines content

図 9   室内CBR試験結果
Fig.9   Indoor CBR test results

図10  締固め曲線
Fig.10  Compaction curve
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ントの主な強度発現成分である水和物（C-S-H）のゲル
が生成されにくくなる13）。いっぽう，鉄鋼スラグはアル
カリ性を呈するため，土壌中の有機酸を中和するととも
に，腐植のカルシウムイオン（Ca2+）との反応を抑制し，
水硬性を発現するための水和反応を促進する。

（2）混合率の決定
　図14にセメントによる改良土およびセメントと鉄鋼

スラグを併用した改良土の一軸圧縮試験の結果を示す。
　セメントのみの改良では，目標とする一軸圧縮強さ
200 kN/m2を達成するためには，50 kg/m3が必要であっ
たが，鉄鋼スラグを33％以上混合することで，セメン
トを配合せずとも材齢 7 日時点で目標強度を達成するこ
とを確認した。この結果から，鉄鋼スラグの混合率を
33％に決定した。
　今回の一軸圧縮試験に用いた供試体の材齢は 7 日であ
る。そのため，水和反応は比較的進行していると考えら
れ，強度発現には内部摩擦角（φ）に加え，粘着力（c）
の改善による効果も寄与していると考えられる。
　さらに，鉄鋼スラグを配合した場合には，セメント配
合比の増加に伴い，圧縮強度の向上効果が大きくなって
いる。これは，鉄鋼スラグを混合することにより，改質
土のpHが改善され，セメントの水和反応が進行しやす
くなったためと考えられる。

（3）改良土の締固め性評価
　原土に鉄鋼スラグを33%混合した改良土の締固め曲
線を図15に示す。鉄鋼スラグ33%混合土は，原土と比
較して最大乾燥密度（ρdmax）が高く，最適含水比（Wopt）
が低くなっていることがわかる。これは，細粒分の多い
原土に対して，粗粒を多く含む鉄鋼スラグを混合するこ
とで，粒度分布が改善されたことに加え，鉄鋼スラグの
水和反応による固化により，粒子同士がより強く固化
し，締固め性が改善された結果と考えられる。
　以上のことから，鉄鋼スラグはセメントでは改良が難
しい黒ぼくのような特殊土に対して，物理的・化学的両
面から有効に作用する改良材といえる。
2. 2. 3　長期強度特性
　鉄鋼スラグには遅延反応性があり，材齢 7 日以降も時
間とともに水酸化カルシウムやケイ酸カルシウムなどの
反応生成物が増加し，長期的に固化が進行して強度の増

図11  粒径加積曲線
Fig.11  Grain size distribution curve

表 4   原土および鉄鋼スラグの物理的特性
Table 4  Physical characteristics

図12  原土および鉄鋼スラグの三角座標による分類
Fig.12  Classification of soils for engineering purposes

図13  改良した地盤の断面
Fig.13  Cross-section of improved ground

図14  一軸圧縮試験結果
Fig.14  Unconfined compression test results
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進が期待される。図16に原土に対し，4 種類の製鋼スラ
グを体積比で50%混合した混合土の一軸圧縮強さの経
時変化を示す。いずれの試料も，7 日，28日と材齢の進
行に伴い強度が増加することが確認された。この強度発
現は，鉄鋼スラグに含まれる石灰分（f-CaO, Ca（OH）2）
が土中のシリカなどと反応することによるものである。
材齢 7 日までの強度発現は，アルミネート相（C3A）お
よびエーライト（C3S）から放出されるカルシウムイオ
ン（Ca2+）が，ケイ酸カルシウム水和物（C-S-Hゲル）
およびアルミン酸カルシウム水和物を形成することによ
ると考えられる14）。さらに，長期的な強度発現には，水
和反応で生成される水酸化カルシウム（Ca（OH）2）と土
中成分とのポゾラン反応が寄与していると考えられる14）。
2. 2. 4　環境安全性
　製鋼スラグを混合した際に，水和反応で生成される水
酸化カルシウム（Ca（OH）2）は，水中でカルシウムイ
オン（Ca2+）と水酸化物イオン（OH－）に解離すること
でpHが12以上となり，改良土はアルカリ性を呈す。改
良土表面のpHの経時変化を図17に示す。
　pHは28日経過すると原土とほぼ同じpH9程度まで低
下することがわかる。これは，改良土表面の水酸化カル
シウム（Ca（OH）2）が空気中の炭酸ガス（CO2）の作用
により，炭酸化するためと考えられる。
2. 3　今後の課題
　改良土の強度発現には，原土の性状，スラグの性状，
および改良土の養生条件が大きく影響する。原土の性状
としては，含水比，細粒分含有率，有機分含有量，さら
には組成・成分が関与しており，これらの要素が改良の
効果を左右する重要な因子となる。スラグの性状におい
ては，Ca含有量や粒度分布が強度発現に影響をおよぼ
し，適切な調整が求められる。また，原土とスラグの混
合量や混合後の改良土の養生温度も重要な因子であり，
適切な養生条件の設定が強度の向上に寄与する。今後
は，これらの因子が強度発現におよぼす影響を詳細に検
討し，その関係性を明らかにすることが，地盤改良のさ
らなる普及に向けた重要な課題となる。

むすび＝鉄鋼スラグは，省資源・省エネルギー・CO2削
減の観点から，環境負荷の低減に寄与する建設資材とし

て重要な役割を果たしている。とくに，国土強じん化対
策においては，その特性を活かした地盤改良材としての
利用が期待される。鉄鋼スラグの利活用を促進すること
で，国土強じん化の推進に加え，天然資源の保全や循環
型社会のさらなる発展にも寄与し，持続可能な社会の構
築に貢献することができる。今後も，鉄鋼スラグの利用
拡大に向けて，さらなる研究・開発の推進と実用化に向
けた取り組みを継続していくことが求められる。
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まえがき＝昨今，道路やトンネル，橋梁などの社会イン
フラ設備の老朽化が深刻な問題となっている。とくに高
度経済成長期に集中的に整備されたインフラが，今後急
速に老朽化することが懸念されている1）。ケーブルで橋
桁を支える斜張橋や吊り橋は，ケーブル張替えに多大な
コストが発生することや，高所であるがゆえに近接目視
点検が困難な箇所があることなどが課題として挙げられ
ている。また，国内には約1,000橋2）が存在し，建設後
20年以上経過したものは約500橋注）存在しているため，
検査計測や保守，長寿命化への取り組みが求められてい
る。このようなニーズの高まりに応えるために，当社（神
鋼検査サービス株式会社）では新たな手法として，レー
ザドップラー振動計を利用した非接触型のケーブル張力
測定技術を提案している。本技術を用いることで，斜張
橋の点検において，ケーブルの劣化状況を問わずケーブ
ル張力の計測が可能となる。よって，本技術は橋梁全体
の状態やケーブルの変状を把握する一助としてお客様に
活用いただくことができる。

1．測定原理
　本技術は，斜張橋のケーブルやPC橋の外ケーブルな
どのケーブルに対して，レーザドップラー振動計（図 1）
を用いている。この振動計は離れた場所からケーブルに
接触せずにケーブルの振動を計測できる。そのデータを
もとにFFT解析を行い，ケーブル固有振動数を算出す
る。張力算出は，株式会社神戸製鋼所が開発した以下の
張力算出式を適用する3）。

ここに，i：モード次数，fi：固有振動数，EI：曲げ剛性，
T：張力，ρA：単位重量，L：ケーブル長さである。こ
れにより得られた複数の固有振動数とその次数，既知の
ケーブルの長さ，単位重量からケーブル張力を求めるこ
とができる。

2．特徴　
　従来の方法では，ケーブルに加速度計を取り付けるこ
とで振動を計測していた。また，ハンマーなどによりケ
ーブルに打撃を加えて振動を強制的に発生させる方法が
使われている。本技術はレーザドップラー振動計を用い
て非接触での計測を行うことが可能であり，ケーブルに

fi2＝ ＋
4ρAL4
π2EI

4ρAL2
T i2i4

加速度計を取り付ける必要がない。また，車両の通行や
風による橋梁の常時微動での計測を行うことができる。
以上のことから，加速度計の取り付けや強制加振のため
の車線規制など手間を省くことが可能となった。
　また，レーザドップラー振動計には 2 種類あり，短距
離タイプ（図 1）は最大15 m，長距離タイプ（図 2）
は最大550 mの距離まで離れて計測可能である。短距離
タイプは橋の歩道や中央分離帯などからケーブルにレー
ザを当てる方法である。長距離タイプは橋全体を見渡せ
る河川敷や港の埠頭など離れた場所から計測ができる方
法である（図 3）。よって，長距離タイプは災害時の安
全確認にも有効な手法と言える。
　
参　考　文　献
1）	 国土交通省. 社会資本の老朽化対策情報ポータルサイト　インフ

ラメンテナンス情報, 2016. https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/
maintenance/02research/02_01.html,（参照2025-05-16）

2）	 国土交通省. 道路統計年報2024　橋梁の現況.
	 https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-data/tokei-nen/2024/nenpo03.

html, （参照2025-05-16）
3）	 山極伊知郎ほか. R&D神戸製鋼技報. 1999, Vol.49, No.2, p.12-15. 
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レーザドップラー振動計による非接触でのケーブル張力測定技術
福井康大＊1

＊1 神鋼検査サービス㈱　技術部

脚注）	 一般社団法人 日本橋梁建設協会「橋梁年鑑データベース
2024」から推定した数である。

図 1   レーザドップラー振動計
（短距離タイプ）

図 2   レーザドップラー振動計
（長距離タイプ）

図 3   計測イメージ
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1．はじめに
　近年，建築・土木における構造用部材をはじめ，自動
車，電機など幅広い分野にて，製品の高耐久化，長寿命
化を目的に優れた耐食性能を有する溶融Zn-Al-Mg合金
めっき鋼板の採用が進んでいる。当社は，2017年度に
日新製鋼株式会社（当時。以下，日新製鋼という）が生
産する溶融Zn-6%Al-3%Mg合金めっき鋼板（日新製鋼
製品名「ZAM®」）について，OEM製品販売，およびそ
の後のめっき委託加工に関する契約を日新製鋼と締結し，
本製品を当社ブランド「KOBEMAG®」として販売開始
した。本稿では「KOBEMAG®」の特徴と耐食性能につ
いて紹介する。
2．製品の特徴
　「KOBEMAG®」は，Zn-6%Al-3%Mgの合金めっき層
を持つ高耐食めっき鋼板である（図 1）。「KOBEMAG®」
は神戸製鋼加古川製鉄所にて熱間圧延工程まで製造され，
その後日本製鉄株式会社・日鉄鋼板株式会社にて酸洗，
冷間圧延，めっき工程を行うことにより製造されている

（図 2）。したがい，めっきの物理特性，耐食性などの性

質・性能に関しては，日本製鉄株式会社が「ZAM®」とし
て製造販売する製品と同等である 1）。また，「KOBEMAG®」
としても，JIS認証および「建築基準法第37条第二号」
の国土交通大臣認定（表 1）を取得している。
3．耐食性能
　「KOBEMAG®」と溶融亜鉛めっき（GI）の平面部の
塩水噴霧試験2,500時間後の表面外観を図32）に示す。
溶融亜鉛めっき（GI）は全面に赤錆（さび）の発生が
認められるが，「KOBEMAG®」はめっき層からの白錆
発生しか認められない。また，図43）に一般環境，海岸
環境における暴露試験の結果を示す。一般環境，海岸環
境ともに暴露 5 年後の「KOBEMAG®」のめっき層の腐
食減量は溶融亜鉛めっき（GI）の 3 分の 1 程度となっ
ており，優れた耐食性能を示している。「KOBEMAG®」
のめっき表面には，微細で緻密なAlとMgを含む亜鉛
腐食生成物が長期間安定に存在し，かつ保護性に乏しい
とされるZnOの生成が抑制されることにより，優れた
耐食性能を発現することが報告されている 4）。
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高耐食めっき鋼板「KOBEMAG®」
梅井健司＊1・古田　明＊2・久野彰士＊2

＊1 鉄鋼アルミ事業部門　自動車板材商品技術部
＊2 鉄鋼アルミ事業部門　薄板ユニット　薄板商品技術室

図1   製品構成

表1   「建築基準法第37条第二号」認定

図2   製造工程 

図3   平面部の耐食性試験結果（塩水噴霧試験2,500時間後）めっき付着量：90/90（g/m2）
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4．おわりに
　「KOBEMAG®」は，優れた耐食性能を有するととも
に耐疵付き性，高加工性といった特長も有することより，
住宅，建築，土木における構造用部材をはじめ，電機，
自動車など幅広い分野の製品への適用拡大が期待されて
いる。当社は，「KOBEMAG®」の自社一貫生産を2029
年度に開始する計画として，加古川製鉄所の既存溶融亜
鉛めっき鋼板設備の改造を中心とした設備投資の実施を
2024年11月に決定した 5）。
　

参　考　文　献
1）	 日本製鉄株式会社. 「溶融Zn-Al-Mg合金めっき鋼板ZAM®」

総合カタログU110_09_202505f（2025年05月発行）.
	 https://www.nipponsteel.com/product/catalog_download/

pdf/U110.pdf
2）	 神戸製鋼所. KOBEMAG®製品紹介サイト.
	 https://kobemag.kobelco.co.jp/about.html#a01
	 （参照2025-05-16）
3）	 神戸製鋼所. KOBEMAG®製品紹介サイト.
	 https://kobemag.kobelco.co.jp/quality.html#a05
	 （参照2025-05-16）
4）	 浦中将明ほか. 日新製鋼技報. 2011, No.92, p.9-19.
5）	 神戸製鋼所. 加古川製鉄所におけるKOBEMAG®の自社一貫

生産化を目的とした設備投資について.
	 https://www.kobelco.co.jp/releases/1215535_15541.html，
	 （参照2025-04-22）
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図4   屋外暴露試験結果
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編集後記
＜特集：建築・土木を支えるKOBELCO
の材料およびソリューション＞
＊社会が大きく変化し，そのスピードが
増すなか，とりわけ建築・土木分野にお
いては，頻発する自然災害への対応，少
子高齢化による担い手不足，温室効果ガ
ス削減といった課題が立ちはだかってい
ます。本号では，これらの課題に立ち向
かう最新技術について，当社グループが
掲げるマテリアリティ（重要課題）に沿
って紹介しました。
＊当社グループは，鉄鋼アルミ・素形材・
溶接の「素材系事業」，機械・エンジニ
アリング・建設機械の「機械系事業」，
さらに，製鉄所の自家発電操業で永年培
った技術・ノウハウを活かした「電力事
業」の三つの事業領域を柱としています。
本号の編集を通じて，当社グループの素
材やソリューションが多岐にわたり，多
くのお客様を通じて社会の課題解決に貢
献していることを改めて認識しました。
本号で紹介した技術を簡単に振り返りま
す。
＊マテリアリティ＝安全・安心なまちづ
くり・ものづくりへの貢献では，各種
TMCP鋼・780 MPa級鋼材の大入熱溶接
技術，高降伏点圧延鋼材SBHSシリーズ，
高湿潤環境対応型耐食鋼板『エコビュー 
プラス®』，耐疲労鋼板『EX-FacterTM』
を紹介しました。薄鋼板では高耐食めっ
き鋼板『KOBEMAG®』，鋼線では伝統
木造建築向け『ステルスブレース®』，橋
梁の補強対策として外ケーブル工法

『RE-SETケーブルシステム』を紹介し

ました。接合技術では，各種溶接材料の
ラインナップを取り上げました。
＊マテリアリティ＝人と技術で繋ぐ未来
へのソリューション提供では，鉄骨梁の
横座屈補剛工法，アンダーマッチ溶接に
よる780 N/mm2級箱形断面柱継手の耐力
評価，700 N/mm2級アンカーボルトを用
いた露出柱脚の構造性能を紹介しまし
た。また溶接技術では画像センサ搭載小
型可搬型溶接ロボットシステム，溶接シ
ステムではBIM/CADデータ連携による
自動化溶接の取り組みなどを紹介しまし
た。
＊マテリアリティ＝グリーン社会への貢
献では，環境負荷低減および資源循環を
目的に地盤改良材としての鉄鋼スラグの
利活用技術などを紹介しました。
＊過去のR&D神戸製鋼技報を振り返る
と，建築・土木分野としての特集は本号
が初めてであり，土木分野に特化した
Vol.65, No.1 / Apr. 2015通巻第234号 イ
ンフラ系～安全・安心を求めて～ から
も10年が経過しています。当社グループ
では，建築・土木分野における横串活動
を強化するため建材WGを設置し，「お
客様へKOBELCOグループとして，建
築・土木の専門技術を用いたソリューシ
ョンを継続的に提供できている状態」を
目指して取り組みを進めています。今
後，建材WGの活動をさらに強化し，継
続的に建築・土木分野における最新技術
を発信していきたいと考えています。

（高田武之）

次号予告
 ＜特集：鉄鋼アルミ素材における
KOBELCOのCO2削減貢献技術・製品＞
＊当社グループは，鉄鋼アルミ・素形材・
溶接の「素材系事業」，機械・エンジニ
アリング・建設機械の「機械系事業」，
さらに，製鉄所の自家発電操業で永年培
った技術・ノウハウを活かした「電力事
業」の三つの事業領域を柱としてお客様・
社会の課題解決に貢献しています。
＊とくに温暖化問題が世界的・社会的課
題として深刻かつ大きくクローズアップ
される中，カーボンニュートラル（以下，
CNという）に対するモメンタムが急激
に拡大しており，KOBELCOグループで
は，CN達成に向けて鉄鋼事業を中心と
した「生産プロセスにおけるCO2削減」
と，ハイテン･特殊鋼・厚板，アルミ，
溶接，機械，エンジニアリングなど独自
の「技術・製品・サービスによるCO2排
出削減への貢献」の両側面から2030年目
標，2050年ビジョンを設定して，これら
の実現に取り組んでいます。
＊2030年が目前に迫る中，お客様および
社会に対してKOBELCOのCN貢献への
取り組みを総括し，ご認識をいただく重
要な時期にあると考え，次号では当社グ
ループの「製鉄プロセス」と「技術・製
品・サービス」におけるCNに向けた技
術的取り組みを中心に紹介致します。

＊具体的には，MIDREX®プロセスにお
ける直接還元鉄製造法をはじめ，高炉へ
のHBI超多配合装入操業技術や製鋼工程
におけるリサイクル利用拡大技術，環境
負荷低減および資源循環を目的とした鉄
鋼スラグの利活用技術によるCO2削減へ
の貢献を紹介します。またアルミでは，
リサイクル技術の高度化によるCO2削減
への貢献を紹介します。
＊ つ ぎ に， 当 社 で は 低CO2高 炉 鋼 材

“Kobenable® Steel”と低CO2アルミ製品
“Kobenable® Aluminum”の商品化とブ
ランディングを手掛けており，ハイテ
ン・特殊鋼やアルミの高強度化による自
動車部品の軽量化を通したCO2削減への
貢献を紹介します。そして船舶・エネル
ギー分野ではCO2や液体アンモニアの搬
送･貯蔵が注目されており，低温タンク
向け大入熱溶接対応 9 %Ni鋼をはじめ，
低温低圧仕様タンクに合致した溶接材
料，液体アンモニア環境下でのSCC感受
性低減や溶接施工性向上を目的とした溶
接材料について紹介します。
＊上述のとおり，次号では鉄鋼・アルミ
素材におけるCN課題に対し，当社グル
ープが取り組む最新技術について紹介い
たします。どうぞご期待ください。

（永濱睦久）



「Ｒ＆Ｄ神戸製鋼技報　Vol.74, No.2」お届けの件

本誌お送り先変更届

㈱神戸製鋼所

技術開発本部

　拝啓、時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

　また平素は、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　このたび、「Ｒ＆Ｄ神戸製鋼技報　Vol.74, No.2」を発行しましたのでお届け致します。

ご笑納のうえご高覧いただきましたら幸甚です。

　なお、ご住所・宛先名称などの訂正・変更がございましたら、下の変更届に必要事項を

ご記入のうえ、ＦＡＸあるいはE-mailにてご連絡いただきますようお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬　具

コベルコビジネスパートナーズ㈱
Ｒ＆Ｄ神戸製鋼技報事務局　行
ＦＡＸ　（078）261－7843
rd-office@kobelco.com

各　位

2025年 11 月 28 日

本紙記入者

宛名シール
番号

備　考

ご住所

ご所属

〒 〒

貴社名

E-mail：
TEL：

変　更　前 変　更　後

お名前：

No. 　　　　　　　　　←（封筒の宛名シール右下の番号をご記入下さい）



RE: Delivery of R&D Kobe Steel Engineering Reports, Vol.74, No.2

Change Notification

Attention: 
R&D Office, Kobe Steel Engineering Reports
Kobelco Business Partners Co., Ltd.
FAX: +81-78-261-7843
E-mail: rd-office@kobelco.com

November 28, 2025

Kobe Steel, Ltd.
Technical Development Group

Person making
this entry

Address
sticker number

Remarks

Address

Department

Company
name

E-mail：

Before change After change

Name：

No. 　　　　　　　　　←（Please fill in the right lower number on the address sticker）

Dear Sir or Madam,

We would like to express our sincere gratitude for your continued support and cooperation.

Attached please find Vol.74, No. 2 of the R&D Kobe Steel Engineering Reports. 

If there is any correction or change of address, contact name, etc., please fill in the 
required information in the change notification below and contact us by fax or by e-mail.

Best wishes for your continued success,


